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 論文要旨 
 
 性能設計への移行に伴い、基礎の設計は、支持力から変形に重点が移りだしている。基
礎に関しても、地盤が有する性能を適切に評価し、その性能を最大限に利用して、より合
理的に基礎を設計しようとする機運が高まっている。パイルドラフト基礎もこのような考
え方に基づいて開発された工法であり、直接基礎に少本数の摩擦杭を併用することで、十
分に硬質ではない地盤においても、構造物の沈下を許容値内に収めることが可能である。
このため、埋め立て地などを中心に採用事例が増えてきている。しかし、同基礎の地震時
挙動については、これまで研究例が少なく、その挙動の解明とともに、実用的な設計手法
の確立が求められている。 
本論文では、地盤の非線形性を考慮したパイルドラフト基礎の水平抵抗の実用的な評価
手法を提示することを目的とする。水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動の特性を実
験により明らかにし、この特性を表現できる解析手法を弾性論に基づく手法をベースに提
案した。  
本論文は、6 章からなり、各章の要旨は以下のとおりである。  
 
第 1 章「序論」では、水平力を受けるパイルドラフト基礎に関する既往の研究内容を示し、
本論文の位置づけ、内容および構成を明らかにする。  
第 2 章「遠心模型実験によるパイルドラフト基礎の挙動の確認」では、基礎形式のみ変化
させた計 8 体の遠心模型による静的および振動実験を行い、水平力を受けるパイル
ドラフト基礎の荷重－変位関係や杭の応力分布が他の形式の基礎とどのように異な
るかについて検討を行った。砂地盤では、パイルドラフト基礎の荷重－変位関係は、
ラフト基礎およびラフトの接地がない自立群杭基礎のどちらよりも大きな水平抵抗
が得られることを確認した。また、砂地盤上のパイルドラフト基礎の杭の水平剛性
は、自立群杭の水平剛性よりも大きくなることを確認し、ラフトが接地することに
より杭周辺の地盤の剛性が変化する効果があることを示した。ラフトと杭の荷重分
担については、載荷初期にはラフトの水平荷重負担率が大部分を占めるが、載荷重
が大きくなるに従って杭の荷重負担率が増加することが確認された。  
また、パイルドラフト基礎の杭頭とラフトとをつながないことで、杭頭を剛接合
とした場合のように水平抵抗の大幅な増加は期待できなくなるものの、杭に生じる
応力を大幅に低減できることを確認した。  
地震波を用いた振動実験では、パイルドラフト基礎の応答特性は、自立群杭より
もラフト基礎に近い性状を示すことを確認した。また、振動実験における杭負担荷
重は、同じ慣性力を受ける静的載荷実験よりもやや小さくなるものの、水平荷重の
増加に対して静的載荷実験とほぼ同じ傾向で増加した。  
 第 3 章「弾性解析手法」では、均質線形弾性地盤を対象に、弾性論に基づく手法をベース
にラフト－地盤－杭間の相互作用を考慮した水平力を受けるパイルドラフト基礎の
挙動評価手法を提案した。提案手法の精度を三次元有限要素法による解析結果と比
較することで検証した。また、提案手法は、弾性解析法であり重ね合わせの原理が
適用できることから、杭に生じる変形、応力を要因別に分割し検討を行い、杭の変
位分布については、ラフト底面摩擦による影響が大きいこと、当該杭の杭頭せん断
力は、杭頭付近以外では変位への影響は小さいことを確認した。杭の応力について
は、当該杭のせん断力の影響が卓越するが、ラフト底面摩擦の影響によっても杭頭
曲げモーメントの 1/4 程度が生じることを確認した。以上のことから、パイルドラ
フト基礎の杭応力を評価するためには、単に杭とラフトの荷重分担を求めるのみで
なく、ラフトや他杭からの相互作用を適切に評価する必要があることを確認した。  
提案手法を用いて、杭本数、杭間隔、地盤剛性がパイルドラフト基礎の水平荷重
分担率に与える影響について検討を行った。結果、杭間隔が狭くなるほど、また地
盤剛性が小さくなるほど杭の荷重負担率が増加する傾向があることを確認した。  
第 4 章「非線形解析手法」では、第 3 章で提案した解析手法を、地盤の非線形性、ラフト
の接地効果、曲げモーメントによるラフトの回転等を考慮できるように拡張する方
法について示した。第 2 章で示した遠心実験結果との比較により、提案した解析方
法により実験結果を良く表現できることを確認した。実験結果との比較により、水
平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動評価には、ラフト－地盤－杭間の相互作用
を考慮するだけでは十分でなく、ラフトが接地することによる二つの効果、接地圧
によるラフト直下の地盤剛性の変化と杭周辺地盤の破壊パターンの変化による極限
水平地盤反力の増加を考慮することが必要であることを示した。  
第 5 章「種々の条件下によるパイルドラフトの挙動解析」では、第 4 章で提案した解析手
法を用い、杭間隔、杭長、地盤剛性、杭とラフトとの鉛直荷重分担比、地盤種別（砂
と粘性土）の違いが、パイルドラフト基礎の挙動に与える影響について示した。砂
地盤では、鉛直荷重負担率と杭間隔が水平抵抗に与える影響が大きいことを確認し
た。これらの結果をもとに、実際の構造物の設計における留意事項を示した。  
第 6 章「結論」では、各章で得られた研究成果を要約し、今後の課題をまとめ、本論文の
結論を述べている。  
 
Study on behavior of piled raft foundation under horizontal loading 
by Hideyuki MANO 
 
Summary of thesis 
 
The method of structural design is shifting toward performance-based design.  In the 
design of a foundation, deformation is becoming more important than bearing capacity.  
Piled raft foundation is provided a reasonable alternative for the cases where the performance 
of the raft alone does not satisfy design requirements.  Under these situations, the addition 
of a limited number of friction piles may improve settlement and differential settlement 
performances.  Therefore, numbers of piled raft foundations have been adopted for the 
buildings constructed in the reclaimed ground etc.  Studies of the behavior of piled raft 
foundations under horizontal loading however are very few.  The purpose of this study is to 
develop a practical method of analysis for the behavior of piled raft foundations under 
horizontal loading.  A series of static and dynamic loading tests have been conducted on piled 
raft foundations, raft foundations and freestanding pile groups to clarify the detailed behavior 
of piled raft foundations under horizontal loading.  A simplified nonlinear analysis for the 
behavior of a horizontally loaded piled raft foundation has been developed. 
 This thesis is composed of six chapters and each chapter is summarized as follows. 
 In chapter 1, the background of this study, the objectives and significance of this study 
and the outline of this thesis are described. 
 In chapter 2, results of a series of centrifuge model tests of structures with the foundation 
of different types are described to clarify the difference between the behavior of piled raft 
foundations and that of other foundations under horizontal loading.  It is found that the 
horizontal stiffness and the resistance of a piled raft foundation are much higher than those 
of a raft foundations or a freestanding pile group.  The horizontal stiffness of piles in a piled 
raft foundation is higher than that of a freestanding pile group.  The stiffness of the soil 
around the piles in a piled raft foundation changes through the contact between the raft and 
the soil surface. 
 It is confirmed that the stress of piles in a piled raft foundation can be dramatically 
decreased when the pile head is not connected to the raft.  But in this case, an increase of 
horizontal resistance due to piles does not happen. 
 The dynamic response of a piled raft foundation is similar to that of a raft foundation 
when compared with a freestanding pile group.  The proportion of horizontal load carried by 
the piles in shaking table test is a little smaller than that in the static loading test. 
 In chapter 3, an elastic analysis method for the behavior of piled raft foundations in a 
homogeneous soil under horizontal loading is proposed.  In the proposed method, 
raft-soil-pile interaction is considered based on the elastic theory.  The accuracy of the 
proposal method is verified by the comparison with the result obtained by the finite element 
method.  The factors which affect the displacement and stress of piles are examined 
separately.  As for the distribution of displacement of the piles in a piled raft foundation, the 
influence of the frictional force that acts on the bottom of a raft is large.  The influence of the 
shearing force that acts on the pile head is large for the bending moment at the pile head.  
However, about 1/4 of the bending moment at the pile head is caused by the frictional force 
that acts on the bottom of a raft.  In order to evaluate the behavior of piled raft foundations 
under horizontal loading, it is important to consider raft-soil-pile interaction. 
 A parametric study on the effect of soil stiffness and pile spacing etc. on the load carried 
by piles is conducted.  It is found that the decrease in the pile spacing can lead to the 
increase of a load carried by piles.  It is also found that the decrease in soil stiffness can lead 
to the increase of the load carried by piles. 
 In chapter 4, an extension of the elastic analysis method by considering the effect of soil 
non-linearity is developed.  The effect of the change of the soil stiffness by a contact between 
the raft and the ground surface, the effect of rotation of the raft and so on are also considered.  
Through the comparison between the analytical results and the results of the centrifuge 
model tests, it is confirmed that the proposed method can give a fairly good prediction for the 
behavior of horizontally loaded piled raft foundations.  It is important to consider two more 
effects in addition to the nonlinearity of the soil.  One is the increase of soil stiffness by the 
contact pressure from the raft.  The other is the change of the ultimate soil resistance 
against piles by the contact between the raft and the ground surface. 
 In chapter 5, a series of parametric studies have been carried out in order to identify the 
parameters that have a large influence on the behavior of the horizontal loaded piled raft 
foundations.  For example, pile spacing, pile length, soil stiffness, soil type, and vertical load 
ratio carried by piles are chosen as parameters.  In the case of sandy soil, vertical load ratio 
carried by piles and pile spacing have a large influence on the behavior of horizontal loaded 
piled raft foundations. 
 In chapter 6, summary of the results and conclusions are presented.  Subjects for a 
further study are proposed. 
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第１章 序論 
 
1.1 まえがき 
 直接基礎で建物を支持しようとした場合、地盤の支持力が十分であるかという点と、建
物の沈下が許容値以内に収まるかという２点が設計上の確認事項となる。砂地盤では、地
盤の支持力は基礎の大きさに従って大きくなるため、一般の建物で支持力不足に陥る例は
ほとんどないものといえる。一方、粘性土地盤においては、地盤の支持力は粘土の強度で
決まるが、建物の根入れ深さを確保し、建物重量の一部ないし全部を排土重量とバランス
させることなどにより、軟弱地盤であっても支持力的にはある程度の規模の構造物を支持
することは可能である。これに対し、沈下については、荷重の偏在や建物の大きさ、地盤
条件等により、支持力に十分な余裕がある場合でも、過大な不同沈下を生じ、建物の使用
性、安全性に重大な影響を与える可能性がある。このため、直接基礎では不同沈下を生じ
る恐れのある地盤においては、これまでは強固な地盤まで杭を打設し、これに建物を支持
させる例が多かった。しかし、強固な地盤が出現する深度が深い場合などは、建物規模に
比して基礎が過大になることがあった。  
支持力としては、直接基礎を採用しても十分である場合、直接基礎の支持性能を生かし
つつ、沈下を許容値以内に収める手法として直接基礎の一形式であるべた基礎に少本数の
摩擦杭を併用して沈下を低減させる基礎工法が開発され、杭を有する（piled）べた基礎（ raft 
foundation）ということからパイルドラフト基礎と名付けられている。直接基礎に比して杭
基礎は沈下剛性が大きいため、杭に上部構造の荷重の一部を負担させ、これをより深部の
地盤に伝達させることで、直接基礎の接地圧を減少させ、基礎としての沈下量、および不
同沈下量を低減させることが可能である。杭は、あくまでも上部構造の荷重の一部を負担
するものであり、杭の支持力のみでは上部構造を支持することは不可能となるよう設計さ
れている。このため、建物基礎（以後ラフトと呼ぶ）の底面は必ず地表面に接し、建物は、
ラフト部の地盤反力と杭の支持力の両者で支持される。摩擦杭基礎を含む通常の杭基礎で
は、構造物の全荷重を杭の支持力のみで支持することが可能であり、基礎スラブ底面の抵
抗は一般に無視する点が、パイルドラフト基礎とは異なっている。直接基礎と杭基礎の両
者の抵抗を用いて建物を支持することから、併用基礎とも分類され、図 1.1 に示すように
沈下特性についても両者の中間の性状を有しているといえる。パイルドラフト基礎は、地
盤が本来有している能力を最大限に活用し、建物の沈下を合理的に抑制する工法として、
1977 年の第 9 回国際土質基礎工学会議でBurlandら 1.1)が報告して以降、実施報告が多数行
われ 1.2)、研究も盛んに行われている。海外はもちろん近年では国内でも高層建築の基礎
1.3)1.4）としても使用されるようになってきている。  
実測値の蓄積と近年の性能規定設計への移行により構造物の設計法が支持力から沈下
に基づくものへと移行しつつあることや、計算機の著しい発達により、直接基礎や杭基礎
1 
に比べ複雑な沈下計算も比較的容易に行えるようになってきたことから、我が国でも採用
事例が急速に増えており、日本建築学会の設計指針でも独立した章として取り入れられて
いる 1.5)。  
上述のように、パイルドラフト基礎は、本来構造物の沈下を許容値以内に収めることを
目的として開発されたため、鉛直荷重に対する研究は、数多く行われ、設計方法もほぼ確
立したものといえるが、水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動に関しては、近年に至
るまでほとんど研究が行われず、未解明な点が数多く残っている。パイルドラフト基礎を
有する構造物が、巨大地震を経験した例としては、1985 年のメキシコ地震におけるラテン
アメリカーナビル（当時はまだパイルドラフト基礎という名称はなかったが、当該ビルの
基礎はパイルドラフト基礎の考え方が適用されている）があるが、被害はなかったとの報
告がある 1.6）。また、1995 年兵庫県南部地震においては、神戸市内に数棟のパイルドラフ
ト基礎の建物があったが、基礎が被災し、建物に被害が生じたとする報告はない。  
パイルドラフト基礎は、鉛直力をラフトと杭の両者の支持力で支えるのと同じように、
水平力に対しても図 1.2 に示すようにラフト底面摩擦と杭の水平抵抗の両者で抵抗する。
地震時にはラフト底面摩擦が水平力を負担する分、杭が負担する荷重が小さく抑えられ、
被害を軽減したとも考えられる。一方、パイルドラフト基礎の杭は、一般に比較的小口径
で本数も少ないため、杭の負担荷重が大きくなれば容易に破壊し、破壊形状によっては建
物に不同沈下を生じる危険もある。地震時における構造物の安全性および地震後の構造物
の性能を保証するためには、パイルドラフト基礎が有する水平耐力を、適切に評価できる
手法が必要である。しかし、パイルドラフト基礎の水平抵抗を評価するためには、ラフト
－地盤－杭間の相互作用を考慮する必要があると共に、ラフト底面摩擦等による地盤の非
線形性を適切に考慮する必要があり、非常に複雑な問題となる。現段階では、建築学会の
指針においても明確な設計法は示されておらず、実設計では、水平力はラフト底面摩擦で
全て負担するものとし、杭の耐震設計は行わないなどの便法が使われることもある  
我が国のような地震国では、地震時にパイルドラフト基礎の杭にどのような応力が生じ
るかを精度良く予測する実用的な評価手法の確立は、建物の性能を保証する上からも急務
であるといえる。地震時の建物の性能保証は、本来上部構造も含まれた建物全体として考
えるべきであるが、パイルドラフト基礎については、上述のように基礎のみについても詳
細な挙動が明らかでなく、未だ設計法が確立していない。このため、本論文では、水平力
を受けるパイルドラフト基礎の挙動を適切に評価できる実用的な解析手法を提示すること
を目的とする。解析手法の妥当性の検証および解析手法で考慮すべき事柄を明らかにする
ためには、まず水平力を受けるパイルドラフト基礎に関する精度の良い実測結果を得る必
要がある。実際の地盤の性状、挙動を再現できる遠心実験模型を通じて、水平載荷時およ
び地震時のパイルドラフト基礎と他の基礎の実際の挙動がどのように異なるのかについて
確認する。実験結果を基に杭とラフトとの荷重分担や杭に生じる応力が通常の杭基礎とど
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のように異なるのかについて考察を行う。  
実際の設計においては、短時間の間に基礎の仕様を種々変化させて最適な仕様を絞り込
む必要がある。実用的な解析手法とするため、解析には扱いが比較的容易で解析時間が短
くてすむ弾性論をベースにした手法を採用することとする。まず線形弾性地盤を対象に水
平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動を評価する手法を提案し、三次元有限要素法との
比較によりその精度を検証した結果を示す。これをもとに、地盤の非線形性が考慮できる
拡張法を示し、本論文で提案する解析手法とする。提案手法を用いて遠心模型実験のシミ
ュレーション解析を行い、実験結果と比較することにより提案手法の妥当性を検証した結
果について示す。  
最後に、提案手法を用いて種々の条件下におけるパイルドラフト基礎の水平抵抗を比較
し、設計段階における留意点を示す。  
 
 
図 1.1 基礎形式と構造物の支持機構 
 
 
図 1.2 基礎形式と水平力に対する抵抗機構 
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1.2 既往の研究 
 前節で述べたように、パイルドラフト基礎は、元来、構造物の不同沈下を合理的に許容
値以内に低減することを目的として開発された工法であるため、沈下に関する評価手法や
実測例などは、これまでに数多くの研究が発表されている。これに対し、水平力を受ける
パイルドラフト基礎に関する研究は、現在に至るまで数が少なく、また、我が国以外にお
ける報告は非常に少ないのが現状である。以下に、まず、パイルドラフト基礎の沈下評価
に関する代表的な研究について紹介し、次に水平力を受けるパイルドラフト基礎に関する
これまでの研究を実験と解析に分類して紹介し、本論文との関連および差異について示す。 
 
1.2.1 沈下評価に関する研究 
 パイルドラフト基礎は、沈下を許容値以内に収めることが目的であるので、沈下評価に
関する研究は、簡易法から詳細解析まで数多く存在する。建物の設計に用いるためには、
建物の絶対および不同沈下量分布や個々の杭の分担荷重、ラフトに生じる応力などの情報
が得られる必要があり、これらの情報が得られる解析法としては、一般に以下の２つの手
法があり、提案されている手法のほとんどが、この手法のどちらかに分類される。  
 ・有限要素法と弾性論を組み合わせた沈下解析法  
 ・有限要素法  
それぞれについて代表的な解析方法について以下に紹介する。  
 
(1)有限要素法と弾性論を組み合わせた沈下解析法 
 この方法は、ラフト部分を薄板要素および梁要素、杭を梁要素や棒要素でモデル化し、
杭と地盤とラフトの間に働く相互作用は、Mindlin解などの弾性理論解に基づく手法を用い
るものである。三次元的なモデル化が容易であり、有限要素法に比して自由度が小さく、
モデル化、計算時間の省力化が図れることから、多くの手法が提案されている。ここでは、
伴野・加倉井・山下の手法 1.7)とClancy・Randolph 1.8)の方法を紹介する。  
1) 伴野・加倉井・山下の手法  
 本手法は、有限要素法に基づく上部構造（主にラフト基礎）の変位解析モデルと弾性論
に基づく地盤および杭基礎の変位解析モデルを別個に用意し、相互の沈下分布が等しくな
るまで繰り返し計算を行うものである。図 1.3 にモデルの概念を示す。上部構造は、有限
要素法でモデル化し、杭位置の節点に杭の沈下剛性を表す杭ばね、地盤と接する代表的な
節点に地盤の鉛直ばねを配し、建物荷重を載荷して沈下分布を求める。得られた杭ばね、
地盤ばねの反力を弾性論でモデル化した杭－地盤モデルに与え沈下を計算するものである。
杭－地盤モデルでは、相互作用の影響を Mindlin の解等で考慮する。杭－地盤モデルで得
られた各点の沈下量と載荷荷重より、上部構造モデルで使用する杭ばね、地盤ばねの剛性
を修正し、全ての点において杭および地盤ばねの定数が収束するまで繰り返し計算を行っ
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て沈下を算出する。なお、地盤の非線形性の考慮については、各杭要素周面に働く摩擦力
の極限摩擦力に対する比に応じて他杭やラフトへの影響係数を低減する手法を提案してい
る。実際の建物の沈下評価にも適用され、比較的良い一致をみたとの報告がある。  
 
 
(a)有限要素法と弾性論を用いた解析法 1.7)  (b)杭と杭およびラフトの相互作用 1.7)
図 1.3 伴野らの手法における解析方法 
 
2) Clancy・Randolph の手法  
 ラフトは薄板要素等で、杭は梁もしくは棒要素を用いた有限要素でモデル化し、地盤を
介する応力伝播にはMindlin解を導入した境界要素法を適用して、両者を結合させるハイブ
リッド法と呼ばれる手法を提案している。図 1.4 に示すように、杭周辺地盤は、杭の変位
に伴うせん断歪みにより著しく剛性が低下するため、杭周辺地盤の性状を表すための地盤
ばねを各杭節点に設けている。また、ラフトは、ラフト単独の荷重－沈下関係を表すため
の地盤ばねを設ける。本手法は本来、半無限弾性地盤を対象にした手法であるが日光・土
屋・永井 1.9)は、地盤を杭周面近傍地盤、杭先端近傍地盤と一般弾性地盤の３つに分け、前
者２つの地盤に弾塑性型の荷重伝達ばねを導入して杭周面のすべりや杭先端の貫入の考慮
を図っている。また、Kitiyodom・Matsumoto 1.10)は、地盤の剛性に等価剛性の考え方を導
入することにより、多層地盤への拡張を図っている。均質弾性地盤に対する解析では、良
好な結果を与えるが、地盤の非線形性の考慮では、定数の設定に難しさを残しており、長
尾・篠崎・渡邊・桑原 1.11)は、比較的均一な実地盤における実験結果との比較を行い、実
験結果をうまく表現するには、ラフトの地盤ばねと杭の地盤ばねに異なった地盤剛性を用
いる必要があることを指摘している。  
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 図 1.4 Clancyらの解析手法（ハイブリッド法） 1.8) 
 
(2)有限要素法 
 有限要素法は、構造物のみでなく、地盤も有限要素でモデル化する手法である。地盤の
不均質性や土の応力－歪み関係に弾塑性構成式を用いることができるなど、解析条件の設
定に自由度が大きく、実際の条件に即した解析を行うことが可能である。自由度が多いた
め、モデル化の手間や計算機の負荷が大きく、未だ一般的な設計手法とまでには至ってい
ないが、最近の計算機の著しい性能向上により、実務設計でも用いられる例が出てきてい
る 1.12)1.13)。  
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1.2.2 水平力を受けるパイルドラフト基礎に関する実験的研究 
 パイルドラフト基礎は、ラフト基礎と杭基礎という異なる２つの支持形式を併用する基
礎であり、ラフトが常に地表面に接するという点で通常の杭基礎とは大きく異なる。水平
力を受けるパイルドラフト基礎の挙動を適切に評価できる実用的な解析手法の確立のため
には、その挙動特性を詳細に把握しておくことが必要となる。しかし、本基礎形式が比較
的新しいものであること、また、開発目的が沈下低減におかれていたことから、水平力を
受けるパイルドラフト基礎の挙動を実測により把握した例は未だ少ない。既往行われた実
験も、水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動に関する定性的な傾向を把握すると共に、
次項で述べる解析手法の妥当性を検証するための検証データとして用いられている。この
ため、実験単独での挙動評価は行っていない。 
 水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動を実験により調べる手法としては、以下の３
つがある。  
(1)原位置載荷実験  
(2)大型ないし小型の重力場模型実験  
(3)遠心模型実験  
以下、既往に行われた実験内容とその主な結果について述べる。  
 
(1)原位置載荷実験 
 原位置載荷実験は、実際の地盤上にパイルドラフト基礎の模型を作り、これに水平力を
載荷してその挙動を調べるものである。実際の地盤と比較的大きい模型を用いることから、
実構造物にもっとも近い条件といえる。一方、地盤条件等の実験条件を任意に制御するこ
とが不可能なこと、地震時挙動が扱えないこと、費用が高額になることなどが問題点とし
て挙げられ、特に費用が高額になることから実施例は非常に少ない。原位置載荷実験とし
ては、長尾・桑原・小林・渡辺の研究 1.14)と永井・土屋の研究 1.15)の２例が報告されている。  
1)長尾・桑原・小林・渡辺の研究 1.14)
 黒ボクと関東ロームからなる地盤上に直接基礎、杭基礎（ラフト底面が接地しない）、パ
イルドラフト基礎の３体の試験体を設置し、水平載荷試験を行って挙動比較をしている。
ラフトは平面が 2.0m×2.0m のコンクリート製であり、杭はφ48.6mm、長さ 3m の鋼管を 4
本用いている。杭間隔は 1m と杭径に対し 20 倍以上離してある。ラフト基礎の上載荷重は、
パイルドラフト基礎のラフト負担鉛直荷重に合わせてある。主な結論は以下のとおりであ
る。  
・載荷初期には、ラフトが水平荷重を多く分担するが、水平変位の増大とともに、杭の負
担率が増大する。  
・パイルドラフト基礎の水平抵抗は、水平変位が小さいうちは、ラフト基礎と杭基礎の抵
抗の和よりもわずかに小さいが、水平変位が大きくなると、両者の和よりも大きくなる
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（図 1.5 参照）  
 
図 1.5 パイルドラフト基礎の水平荷重－変位関係 1.14) 
 
2)永井・土屋の研究 1.15) 
 Ｎ値 0～3 程度の粘土質シルト、砂質シルトが厚く堆積する地盤に、杭頭接合条件が剛接
合、ピン接合と異なる２本杭を有するパイルドラフト基礎を構築し、水平載荷試験を行っ
た結果について報告している。杭は先端部に 4 枚の多翼部をもつ軸部径 114.3mm の鋼管杭
であり、杭間隔 1000mm で、載荷方向に直列に配置してある。ラフト部は、幅 2m×奥行き
1.5m×厚さ 0.2m であり、上部に土嚢を積んで重量を調整することで、杭とラフトの鉛直荷
重負担率が概ね 1：1 になるようにしてある。  
 主な結論は以下のとおりである。  
・低荷重時ではラフトの水平力分担が大きいが、載荷重の増大に伴って徐々に杭の水平力
分担が増加する。  
・パイルドラフトでは、ラフト底面付近の水平地盤反力および剛性が、共に単杭に比べか
なり大きく、ラフトの接地効果を確認した。  
・載荷重が大きくなると、杭頭固定条件によるパイルドラフトの変位差が増大するが、杭
体応力の差は減少する傾向がある。  
・水平力が短期荷重程度の場合、杭頭接合条件を剛接合からピン接合にすることで、水平
変位をそれほど増加させずに杭体応力の低減が可能である。  
3)基礎底面が接地する杭基礎の振動試験  
パイルドラフト基礎ではないが、基礎下端が地面に接することの効果を原位置実験によ
り調べたものとして、小林・八尾の研究 1.16)と土方・三浦・宮本・諸井の研究 1.17)がある。 
実験は、９本（小林ら）ないし４本（土方ら）の杭で支えられたコンクリートブロック
を起震機により強制加振したものであり、基礎底面下に隙間がある状態と基礎底面下が地
盤に接している状態の振動性状を比較している。結果、以下の結論が得られている。  
・基礎底面が接することにより、共振振動数が増加すると共に共振振幅が約 1/3～1/2 に減
少する（小林ら、土方ら）。  
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・底面の接地により水平ばねと回転ばねの実部の値には増加が認められるが、虚部はあま
り変化しない（土方ら）。  
以上２つの実験結果から、ラフトを接地させることにより基礎水平抵抗力が増すことが
確認されている。  
 
(2) 大型ないし小型の重力場模型実験 
 重力場の模型実験は、模型地盤にパイルドラフト基礎の模型を作り、これに水平力を載
荷してその挙動を調べるものである。地盤は、人工的に作成することから実験目的に適し
た地盤が作成でき、条件を変えた実験を行うことも容易である。一方、地盤の剛性、強度
は、拘束圧に依存することから、小型の模型では、地盤の拘束圧が小さいため実地盤との
相似則を満足することは難しいという問題点がある。  
 土屋・濱田・永野・山下 1.18)は、大型のせん断土槽を用い、実大に近い条件でパイルド
ラフト基礎の静的水平載荷試験を実施している。実験は、平面が 1m×1m のコンクリート
製のラフトに 16 本の杭を配置している。杭は群杭効果が無視できる細径（φ19mm、杭間
隔 /杭径=13）のもの、群杭効果が無視できない太径（φ76mm、杭間隔 /杭径=3.3）のものの
２種で実験を行っている。比較用に杭のないラフト基礎とラフトが接地しない群杭基礎で
も実験を行っている。地盤は、湿潤砂を用いている。主な結果を以下に示す。  
・水平変位の小さい部分（1.5mm 以下）では、パイルドラフト基礎の水平抵抗は、ラフト
基礎と群杭基礎の水平抵抗を足したものとほぼ一致しているが、水平変位が大きくなる
と、両者の和よりも大きくなった。  
・パイルドラフト基礎の各杭の曲率分布、せん断力分布は、ラフト底面接地圧の影響を受
けており、分担割合も杭の位置により大きく異なった。  
松本らは、重力下での小型模型を用いた静的載荷実験、振動実験を数多く実施しており、
斜杭の影響 1.19）や基礎に作用する曲げモーメントの影響 1.20)1.21)1.22)などについて考察を行
っている。パイルドラフト基礎では、接地圧の影響によりラフトの接地しない群杭よりも
杭の抵抗が大きくなることや、ラフトの接地によりラフトの回転が小さくなるなどの結論
を得ている。  
 
(3)遠心模型実験 
 遠心模型実験は、小型の重力場模型実験で問題となった相似則を、模型に遠心力を作用
させることで満足させた手法である。地盤が関与する模型実験として、非常に数多く行わ
れている。遠心力を作用させることにより、小型の模型で実地盤の性質を再現できるのが
特徴であり、振動台を用いることで、地震時挙動の再現も可能である。 
 Horikoshi・Matsumoto・Hashizume・Watanabe1.23)1 .24）は、遠心模型実験によりパイルドラ
フト基礎の静的載荷および振動実験を実施し、その挙動の観察を行っている。模型はφ
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10mm、長さ 180mm のアルミ杭 4 本を有するパイルドラフト基礎（80mm×80mm）を遠心
加速度 50ｇ下で実験を行っている。杭頭接合は、剛接合とピン接合の２種類としている。
地盤は、中密な乾燥砂地盤としている。主な結果を以下に示す。  
・パイルドラフト中の杭の水平剛性や極限抵抗は、ラフトの接地圧や底面摩擦による杭周
囲の拘束効果が変わるため、同じ径、長さを有する単杭とは異なる。  
・杭頭を剛結したパイルドラフト基礎の水平抵抗は、杭がないラフト基礎の水平抵抗より
もずっと大きなものとなる。  
・今回の実験の範囲では、パイルドラフト基礎の初期水平剛性は、ラフト基礎に比して必
ずしも大きくはならない。これは、杭が鉛直荷重を負担するため、ラフト底面の接地圧
が小さくなるためと考えられる。  
・杭頭ピン接合に比して杭頭剛結のほうが大きな水平力を負担し、水平剛性も大きくなる。  
・杭とラフトの水平荷重負担率は、載荷荷重の大きさにより大きく変化する。静的載荷実
験、振動実験とも載荷荷重が大きくなるほど杭の負担率が大きくなる。  
・振動実験における荷重－変位関係や杭の応力分布は、静的載荷実験の結果と比較的良く
一致した。  
藤森・西山・若松 1.25)は、2m×1m×0.55m という大型の土槽を用いてパイルドラフト基
礎の遠心模型実験の静的載荷実験および振動実験を実施している。杭はφ10mm×300mm、
杭間隔 120mm の鋼管杭４本とし、240mm 角のラフトを有するパイルドラフト基礎とラフ
トが地表面に接しない支持杭基礎の２種類としている。振動実験では、小地震から極大地
震まで５種類の加振を行っており、以下の結論を得ている。  
・パイルドラフト基礎は、支持杭基礎に比して水平抵抗が大きく、同一荷重時の杭応力は
きわめて小さくなる。  
・静的載荷実験、振動実験とも載荷荷重が大きくなるほど杭の水平荷重負担率は大きくな
る。  
・静的載荷実験によるパイルドラフト基礎の杭応力は、同等の建物慣性力が作用する地震
波加振実験の最大応答値よりも小さくなる。  
 
(4)実験的研究のまとめ 
以上行われた既往の実験的研究の成果をまとめると以下のとおりとなる。 
・ラフトが接地することにより、杭基礎に比して基礎の水平剛性は増加する。 
・ラフト底面摩擦が荷重を負担することにより、同荷重を受ける杭基礎に比して、杭に生
じる応力はきわめて小さくなる。 
・低荷重時ではラフトの水平力分担が大きいが、載荷中の増大に伴って徐々に杭の水平力
分担が増加する。  
・パイルドラフト基礎の杭応力は、ラフト底面接地圧の影響を受けて、杭基礎の応力とは
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異なる。  
 一方、パイルドラフト基礎の初期剛性については、ラフト基礎と杭基礎の抵抗の和より
もわずかに小さいとするもの（長尾ら）、ラフト基礎と群杭基礎を足したものとほぼ一致も
しくは大きくなる（土屋ら）など、実験によりばらつきが見られる。パイルドラフト基礎
は比較的新しい基礎形式であること、また、開発目的が沈下低減におかれていたことなど
から、計測例は上記で紹介した数例に留まり、その挙動を解明するためには、更なる実測
結果が必要と考える。  
 
1.2.3 水平力を受けるパイルドラフト基礎に関する解析的研究 
 水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動を解析により評価しようとする既往の研究は、
大別して簡易法とハイブリッド法、有限層要素理論 (finite layer theory)による手法の３つに
分類される。  
(1)簡易法 
 簡易法としては、石井らの手法と長尾らの手法の２つが提案されている。  
 石井・関・西山・藤森 1.26)は、コーンモデルによる解析法（図 1.6 参照）を提案してい
る。コーンモデルは、弾性地盤上の水平力を受けるラフトの荷重－変位関係およびラフト
中央直下の地盤変位分布を以下の式で与えるものである。  
 
hb
r
K
Q=0δ  (1.1) 
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z
Z
z h00δδ =  (1.2) 
0
2
0
h
h
hb Z
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GK π=  (1.3) 
8
2
00
νπ −= hh rZ  (1.4) 
 
ここに、Qr は、ラフトが負担する水平荷重、δ 0 はラフトの水平変位、z はコーン頂部の高
さ Zh0 からの深さ、δ (z)はラフト中央直下の深さ z における地盤変位、G、νは地盤のせん
断剛性とポアソン比、 rh0 はラフトを面積が等しい円盤としたときの半径である。  
 杭と周辺地盤を梁ばねモデルで表し、上記で求めた地盤反力と杭頭荷重 Qp を与えたとき
の杭頭変位がラフト変位δ 0 と等しくなる杭頭荷重 Qp を求める。  
 パイルドラフト基礎に作用する荷重 Qtot は、ラフト荷重 Qr と全杭の分担荷重ΣQp の和
とし、そのときの水平変位はδ 0 とする。  
本手法の適用範囲は、弾性地盤である。また、ラフト底面摩擦が杭に与える影響のみを
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考慮していること、地盤変位をラフト中心で代表させていることから、適用範囲としては、
ラフトが大きく、かつ杭間隔が十分に広く、杭本数もさほど多くない場合が対象になるも
のと考えられる。  
 
図 1.6 コーンモデル 1.26) 
 
 長尾・桑原・小林・渡邊 1.27)は、弾性支承型モデルによる解析法を提案している。この
モデルは、図 1.7 に示すように、杭基礎の挙動を梁ばねモデルで、ラフト基礎の挙動を地
盤のせん断ばねモデルで表して、両者を組み合わせたものである。モデル化は、二次元で
行っている。4 本杭を有する実大実験の結果をシミュレートし、ばね定数に適切な値を設
定できれば実験結果を概ね表せることを確認している。地盤ばねに非線形性を考慮するこ
とで地盤の非線形性の考慮も可能であるが、杭位置の違いを考慮することが困難であるこ
とから、ごく少本数の杭を有するパイルドラフト基礎が対象となるものと考えられる。  
 
 
図 1.7 弾性支承型モデル 1.27) 
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(2)ハイブリッド法 
 沈下評価法のところで紹介したハイブリッド法を水平問題に拡張した手法を土屋ら 1.28）
1.29)や Kitiyodom・Matsumoto1.10)1.30)が提案している。解析モデルは図 1.8 に示すように、沈
下解析モデルにラフトおよび杭の水平方向地盤ばねを追加する、もしくは水平方向地盤ば
ねのみ考慮する形で表される。相互作用は、Mindlin 解などの弾性解により考慮する。鉛
直および水平の相互作用を同時に考慮するので、水平変位、ラフトの回転、沈下を一度に
計算することが可能である。ただし、ラフト底面摩擦を水平ばねで表すため、深さ方向に
剛性の変化する地盤や、地盤の非線形性による剛性変化などをばねとして表すのが困難で
ある。  
 
 
図 1.8 ハイブリッドモデル 1.10) 
 
土屋らは、鉛直荷重に対して提案されたハイブリッド法を水平に拡張し、種々のパラメ
トリックスタディーについて報告を行っている。主な結果として以下のことが挙げられる。 
・パイルドラフト基礎の水平変位は一般に群杭よりもかなり小さく、むしろ直接基礎に
近い。  
・水平荷重を受ける場合、杭長やラフト剛性を変化させてもパイルドラフト基礎の変位
や杭体応力はあまり変わらない。杭間隔を狭めたり、杭の剛性を増大させたりすると
杭による水平荷重の負担率が増大して、ラフトの接地効果が減少する。  
また、単杭の３次元 FEM を併用して杭近傍地盤と一般地盤の平均歪みを求めて、これを
本解析法に導入することにより地盤の非線形性の考慮を試みている 1.31)。  
長尾ら 1.27)は、土屋らの提案するモデルを元に、ラフト底面ばねに双曲線の特性を有す
るばねを、杭前面の抵抗を表すばねに、荷重が変位の 0.5 乗に比例するばねを用いること
で地盤の非線形性への対応を図っている。  
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Kitiyodom・Matsumoto は、相互作用考慮時に Poulos の提案した等価剛性を用いることで、
深さ方向に剛性が変化する地盤への対応をはかっている。また、ラフト水平ばねは、ラフ
ト直下の地盤の影響が最も大きいとし、直下の層の剛性を用いて算出している。地盤ばね
に弾完全塑性のばねを用いることで、ラフト底面のすべりや、ラフト底面と地表面の剥離
が表せるように拡張を行っている 1.32）。  
ハイブリッド法は、ラフトの挙動をラフトに直接とりつく水平ばねで表すため、基本的
には、均質線形弾性地盤を対象とする。近年、前述のように手法の非線形領域への拡張が
提案されてはいるものの、現状では、深さ方向に剛性の変化する地盤や、地盤の非線形性
の考慮するための定数の設定方法が確立していないという課題がある。  
 
(3)有限層要素理論(finite layer theory)によるもの 
 Small・Zhang1.33)1.34)は、有限層要素理論 (finite layer theory)を適用したパイルドラフト基
礎の解析手法を提案している。手法は、図 1.9 に示すように、ラフトと杭は有限要素法で、
地盤を有限層要素理論でモデル化し、両者の変位を一致させる方法である。適用範囲は、
弾性地盤である。  
 有限要素法との比較により精度を検証している他、均質弾性地盤におけるパイルドラフ
ト基礎についてパラメトリックスタディーを行い、以下の結論を得ている。  
・杭と地盤の剛性比が大きいほど変位は減少するが、杭の荷重負担率は増加する。  
・ラフトと地盤の剛性比は、パイルドラフト基礎の挙動に大きく影響はしない。  
・杭間隔が狭いほど杭の荷重負担率は増加する。  
 
図 1.9 有限層厚理論による解析法 1.34) 
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以上に紹介した手法の他、本論文で述べる手法を元に濱田・永野・土屋・山下 1.35)が、
杭材の非線形性を考慮した解析法を提案しており、大型模型実験の結果を良く表現できる
という結論を得ている。  
 
(4)解析的研究のまとめ 
以上行われた既往の解析的研究をまとめると、ラフト－地盤－杭間の相互作用の考慮に、
弾性理論解を適用し、適用範囲は弾性地盤に限られている手法がほとんどである。近年、
地盤の非線形性が考慮できるよう手法の拡張が行われ出しているが、定数の設定方法が未
確立であるか、特殊な工夫を必要とし、荷重の小さい範囲からラフト底面摩擦が極限に達
した後まで、一貫して考慮が可能であり、かつ設計に使用できるほど簡便に扱える解析手
法は未だない。 
 
1.2.4 水平力を受けるパイルドラフト基礎に関する振動解析的研究 
 パイルドラフト基礎の地震時動的挙動を解析により検討した例は、非常に少なく、有限
要素法に基づく研究と薄層要素法に基づく研究が数例あるのみである。 
(1)有限要素法に基づく研究 
 有限要素法は、地盤、基礎の相互作用や、地盤の非線形性など詳細なモデル化が可能で
あり、条件が固定されている場合には非常に有効な解析手法といえる。反面、モデル化に
多大な労力を要することや計算時間が長く、設計段階のように短い時間内に条件を変えて
最適な解を見つけ出す場合には利用が困難な場合が多い。 
 中井・石田ら 1.36)～ 1.39)は、弾性領域サブストラクチャー法に基づく 3 次元有限要素法を
用いて、基礎のインピーダンス、基礎入力動、ラフトと基礎の荷重分担等について検討を
行っている。ラフトの接地により構造物の動的応答には顕著な低減が見られること、ラフ
トと杭頭の接合条件は、上部構造に与える影響は小さいが、杭が存在することによる上部
構造への影響は無視し得ないなどの結論を得ている。  
 宮田 1.40)は、地盤を非線形（Multi-yield 弾塑性モデル）、構造物を線形弾性とした３次元
有限要素法を用い、硬質粘性土地盤上のパイルドラフト基礎を有する３階建て構造物の地
震応答解析を行っており、地盤の剛性低下があまり大きくない範囲では、杭より地盤の荷
重分担が遙かに大きいことを示している。  
(2)薄層要素法に基づく研究 
高野・石井・若松・茶谷 1.41)は、３次元薄層要素法を用いた動的サブストラクチャー法
による動的解析を行っている。地盤は、S 波速度 170m/sec で一様な地盤とし、初期剛性を
有する地盤と、等価線形化法により地震による地盤剛性の低下を考慮した等価線形地盤の
２つについて検討を行っている。ラフトは 10m×10m、杭はφ0.6m 長さ 10m のものが 4 本
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である。地盤の剛性を一様とした場合に比べ、等価線形地盤では杭の荷重負担率が大きく
なり、杭のせん断力や曲げモーメントも大きくなることを確認した。このことより、静的
解析においても実情に近い地盤剛性を用いることが必要であるとの結論を得ている。  
 いずれの研究もまだ緒に就いたばかりであり、パイルドラフト基礎の動的挙動の解明は、
今後の課題である。  
 
1.3 本論文の目的と内容 
 序論で述べたように建物の設計手法は性能設計へと移行しつつあり、性能を保証できれ
ば、設計の自由度がかなり大きくなってきている。このため、建物の基礎についても、地
盤条件を適切に評価し、地盤が有する性能を最大限に発揮できるような基礎形式や工法の
開発が当社を含め盛んになってきている。パイルドラフト基礎も必要最低限の杭を付加す
ることで、これまであまり活用されなかった比較的柔らかい地盤を有効に活用する工法と
いえる。一方で、地震時の挙動に関しては、挙動が未だ不明確なこともあり、杭を無視す
るか、過剰に安全側の対応をとるなど性能保証の面からは十分ではないといえる。  
前節で述べたように、既往提案されている水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動を
評価する解析手法は、その対象が事実上弾性地盤に限られている。しかし、土は非常に小
さい歪みから強い非線形性を示す材料であり、実設計においては、地盤の非線形性の考慮
は必須である。また、実際の設計では、限られた短い時間内に最適な基礎の仕様を決定す
る必要があり、モデル化が簡単で、計算時間が短い解析手法が必要である。  
以上のことから、本論文では、地盤の非線形性を考慮したパイルドラフト基礎の水平抵
抗の実用的な評価手法を提示することを目的とする。  
このために、本論文では以下のことを実施する。  
パイルドラフト基礎の採用実例は、これまで数多くあるが、大地震を経験した構造物は
非常に少なく、地震を経験した数少ない事例においても、基礎の計測や詳細な調査は行わ
れていない。このため、水平力を受けるパイルドラフト基礎の実挙動は、未解明な点が数
多く残されている。よって、明確な条件下で精度の良い実験を行い、水平力を受けるパイ
ルドラフト基礎の実際の挙動、杭に生じる応力を確認する。また、パイルドラフト基礎を
構成する要素である単杭、群杭、ラフト基礎それぞれの実験を併せて行うことにより、パ
イルドラフト基礎の挙動がこれらの基礎の挙動とどのように異なるのかについて明らかに
する。また、同じ模型について、静的載荷実験と振動実験の両方を実施し、地震時の挙動
が、静的載荷時の挙動とどのように異なるかについて確認する。  
地盤の非線形性を考慮した水平力を受けるパイルドラフト基礎の実用的な挙動評価手
法を提案する。この際、解析に用いる定数の設定においては、特別な工夫を要せず、一般
的な調査から得られる定数のみを用いて解析が行えるものとする。前述の模型実験の結果
との比較により、解析手法の妥当性の検証を行う。  
 提案手法を用いて、種々の条件におけるパイルドラフト基礎の解析を行い、各条件がパ
イルドラフト基礎の水平抵抗へ与える影響の程度を明らかにする。このことにより、パイ
ルドラフト基礎の耐震設計において留意すべき点を明示する。  
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1.4 本論文の構成 
 本論文は、「水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動に関する研究」と題し、全 6 章か
ら成る。本論文の構成は以下のとおりである。  
 
第 1 章「序論」では、水平力を受けるパイルドラフト基礎に関する既往の研究内容を示し、
本論文の位置づけ、内容および構成を明らかにする。  
第 2 章「遠心模型実験によるパイルドラフト基礎の挙動の確認」では、基礎形式のみ変化
させた計 8 体の遠心模型による静的および振動実験を行い、水平力を受けるパイル
ドラフト基礎の荷重－変位関係や杭の応力分布が、他の形式の基礎とどのように異
なるかについて検討を行った。砂地盤では、パイルドラフト基礎の荷重－変位関係
は、ラフト基礎およびラフトの接地がない自立群杭基礎のどちらよりも大きな水平
抵抗が得られることを確認した。また、砂地盤上のパイルドラフト基礎の杭の水平
剛性は、自立群杭の水平剛性よりも大きくなることを確認し、ラフトが接地するこ
とにより杭周辺の地盤の剛性が変化する効果があることを示した。ラフトと杭の荷
重分担については、載荷初期にはラフトの水平荷重負担率が大部分を占めるが、載
荷重が大きくなるに従って杭の荷重負担率が増加することが確認された。  
また、パイルドラフト基礎の杭頭とラフトとをつながないことで、杭頭を剛接合
とした場合のように水平抵抗の大幅な増加は期待できなくなるものの、杭に生じる
応力を大幅に低減できることを確認した。  
地震波を用いた振動実験では、パイルドラフト基礎の応答特性は、自立群杭より
もラフト基礎に近い性状を示すことを確認した。また、振動実験における杭負担荷
重は、同じ慣性力を受ける静的載荷実験よりもやや小さくなるものの、水平荷重の
増加に対して静的載荷実験とほぼ同じ傾向で増加した。  
第 3 章「弾性解析手法」では、均質線形弾性地盤を対象に、弾性論に基づく手法をベース
にラフト－地盤－杭間の相互作用を考慮した水平力を受けるパイルドラフト基礎の
挙動評価手法を提案した。提案手法の精度を三次元有限要素法による解析結果と比
較することで検証した。また、提案手法は、弾性解析法であり重ね合わせの原理が
適用できることから、杭に生じる変形、応力を要因別に分割し検討を行い、杭の変
位分布については、ラフト底面摩擦による影響が大きいこと、当該杭の杭頭せん断
力は、杭頭付近以外では変位への影響は小さいことを確認した。杭の応力について
は、当該杭のせん断力の影響が卓越するが、ラフト底面摩擦の影響によっても杭頭
曲げモーメントの 1/4 程度が生じることを確認した。以上のことから、パイルドラ
フト基礎の杭応力を評価するためには、単に杭とラフトの荷重分担を求めるのみで
なく、ラフトや他杭からの相互作用を適切に評価する必要があることを確認した。  
提案手法を用いて、杭本数、杭間隔、地盤剛性がパイルドラフト基礎の水平荷重
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分担率に与える影響について検討を行った。結果、杭間隔が狭くなるほど、また地
盤剛性が小さくなるほど杭の荷重負担率が増加する傾向があることを確認した。  
第 4 章「非線形解析手法」では、第 3 章で提案した解析手法を、地盤の非線形性、ラフト
の接地効果、曲げモーメントによるラフトの回転等を考慮できるように拡張する方
法について示した。第 2 章で示した遠心実験結果との比較により、提案した解析方
法により実験結果を良く表現できることを確認した。実験結果との比較により、水
平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動評価には、ラフト－地盤－杭間の相互作用
を考慮するだけでは十分でなく、ラフトが接地することによる二つの効果、接地圧
によるラフト直下の地盤剛性の変化と杭周辺地盤の破壊パターンの変化による極限
水平地盤反力の増加を考慮することが必要であることを示した。  
第 5 章「種々の条件下によるパイルドラフトの挙動解析」では、第 4 章で提案した解析手
法を用い、杭間隔、杭長、地盤剛性、杭とラフトとの鉛直荷重分担比、地盤種別（砂
と粘性土）等の違いが、パイルドラフト基礎の挙動に与える影響について示した。
砂地盤では、鉛直荷重負担率と杭間隔等が水平抵抗に与える影響が大きいことを確
認した。これらの結果をもとに、実際の構造物の設計における留意事項を示した。  
第 6 章「結論」では、各章で得られた研究成果を要約し、今後の課題をまとめ、本論文の
結論を述べている。  
 論文の構成を図示すると、図 1.10 になる。  
 
 
図 1.10 本論文の構成 
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第２章 遠心模型実験によるパイルドラフト基礎の挙動確認 
 
2.1 はじめに 
 パイルドラフト基礎に作用する水平力は、前章で述べたようにラフト底面摩擦と杭基礎
のせん断抵抗で負担される。しかし、ラフト－地盤－杭間の相互作用により、両者の単純
和とはならず、地盤条件や荷重条件により異なった挙動を示すものと考えられる。また、
ラフトが接地することは、ラフト底面摩擦が生じる効果のみでなく、杭周辺地盤の変形を
抑止する効果もあるものと考えられる。そこで、水平力を受けるパイルドラフト基礎の実
際の挙動が、ラフト基礎や杭基礎とどのように異なるのかを明らかにし、載荷に伴う杭と
ラフトの水平荷重分担や杭に生じる応力分布の変化を把握し、評価手法の提案につなげる
ことを目的として、小型の模型でも実地盤における地盤の応力状態を再現し、基礎の挙動
が評価できる遠心模型実験を行った。本章では、遠心実験模型実験の概要と結果を示し、
ラフト基礎、杭基礎との挙動の違いについて考察する。遠心模型実験は、以下の３つのシ
リーズについて実施した。  
 (1)基本的性状確認実験（2.2 節） 
地盤の基本的性質やパイルドラフト基礎を構成する要素の基本的な挙動を把握する
ための実験  
  ・単杭の鉛直載荷試験  
  ・単杭の水平載荷試験  
  ・ラフト基礎の鉛直載荷試験など  
 (2)静的載荷実験（2.3 節） 
 水平力を受けるパイルドラフト基礎の荷重－変位関係と荷重の大きさによる挙動の
変化について明らかにすることを目的とする。基礎形式のみ異なる構造物の静的載荷実
験を通じて、その挙動を比較検討する。  
  ・ラフト基礎  
  ・自立群杭基礎  
  ・パイルドラフト基礎（杭頭接合方法が異なる２種）  
 (3)振動実験（2.4 節） 
 静的載荷実験に用いた模型と同じ模型に地震力を与え、静的載荷実験との挙動の違い
について考察する。  
 
2.5節は上記の結果をまとめて、本章の総括を行っている。  
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2.2 遠心模型実験について 
2.2.1 遠心模型実験の原理 
 土の強度および剛性は、拘束圧の影響を大きく受ける。このため、例えば同じ土が同じ
密度で堆積した地盤が存在しても、浅い位置の土と深い位置の土では、その上に存在する
土の重量による拘束圧が異なるため、図2.1(a)に示すように土の応力－歪み関係は大きく異
なる。地盤や基礎の挙動を調べるため、小型の模型を作成した場合、通常の重力場では、
層厚が小さいために地盤の拘束圧も小さく、図2.1(b)に示すように実際の地盤とは性質が大
きく異なってしまい、構造物の挙動も実際とは異なったものとなってしまう。図2.1(c)に示
すように模型に縮尺率1/λに応じた遠心加速度λgを作用させると、地盤の拘束圧は実際と
等しくなり、対応する深度における土の応力－歪み関係も実際の地盤と等しくなる 2.1)。遠
心加速度を載荷した状態で、載荷実験を行えば、実際の構造物や地盤の挙動を再現できる
ことを利用したものが遠心模型実験である。  
 遠心模型実験の相似則は表2.1に示すとおりであり、計測された値に表中の相似率で除す
ことによって実物の値に換算できる。遠心模型実験は、密度、応力、歪み、剛性の相似率
が１であることから、実構造物、実地盤と同じ材料を用いて実験を行うことが可能である。
一方、模型縮尺を1/λとしたことにより、実地盤と同じ材料を用いると、その粒径はλ倍
になったことになる。粒子径の影響に関しては、模型に対して粒子径が大きくなると、せ
ん断層が厚くなり、破壊の進行性が小さく、支持力を過大に評価する傾向があるとの報告
がある 2.2)。しかし、初期の変形については、極端に粒径が大きくない限り、比較的影響が
小さいため、今回対象としているように地盤の極限支持力よりもずっと小さい範囲で、変
形に主眼をおいた実験では、粒子径の影響は比較的小さいものと考えられる。  
 
表2.1 遠心模型実験の相似則（遠心加速度λgの場合） 
長さ  加速度  密度  力  応力  歪み  剛性  変位  周波数  時間  
1/λ  λ  1 1/λ 2 1 1 1 1/λ  λ  1/λ  
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図2.1 遠心模型実験の原理 
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2.2.2 遠心模型実験装置 
 模型に遠心力を載荷するための遠心模型実験装置を写真2.1および図2.2に、その性能諸
元を表2.2に示す。有効回転半径は、静的載荷実験時3.3m、振動実験時3.11mであり、アー
ム部を高速で回転させることにより模型に遠心力を載荷する。データ収録システムは、遠
心機本体の中心位置の近くに64チャンネルのアンプ・フィルター・A/Dコンバーターを搭
載している。回転体の中で各センサーの出力をデジタルデータに変換し、光ロータリージ
ョイント経由で計測室内のデータ処理用コンピューターへ転送する方式を採用している。  
振動加振方式は電磁式を採用しているため、高周波数領域でも安定した加速度で加振で
きる。模型地盤への入力地震動として精度良く実地震記録による加振を行うため、コンピ
ューター制御によるデジタルフィードバック補正加振の機能を有している。  
 
 
写真 2.1 遠心載荷実験装置全景 
 
表 2.2 遠心実験装置の主要諸元 
項 目  仕 様  
回転駆動方式  油圧モーターによる回転サーボ方式  
有効回転半径  
3.3m（静的載荷実験時）  
3.11m（振動台使用時）  
最大遠心加速度  
100g（静的載荷実験時）  
50g（振動台使用時）  
振動台寸法  950mm×650mm 
最大積載質量  
500kg（静的載荷実験時）  
300kg（振動台使用時）  
最大加振加速度  15g 
加振周波数  50～350Hz 
振動加振方式  電磁式  
加振波形  正弦波，不規則波（地震波），正弦波スウィープ  
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図 2.2 遠心模型実験装置 
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2.3 基本的性状確認実験 
 パイルドラフト基礎の実験を行う場合、実験毎に同じ条件となるよう模型地盤の再現性
が確保されている必要がある。また、パイルドラフト基礎の模型を設計するに当たって、
ラフト基礎や杭基礎の鉛直荷重の支持特性を把握しておく必要がある。以上のことから本
節では、模型地盤の性状確認実験およびパイルドラフト基礎を構成する要素の基本的な挙
動を確認するための実験について記す。なお、これ以後、特に断りのない限り実験結果は、
相似則により実大換算した値として示す。
 
2.3.1 実験ケース 
 実験は、以下の４種の実験およびキャリブレーションを実施した。  
 (1)模型地盤の密度確認実験  
 (2)単杭の鉛直載荷実験  
 (3)ラフトの鉛直載荷実験  
 (4)単杭の水平載荷実験  
 以下、各実験について説明する。  
 
2.3.2 模型地盤の地盤条件確認実験 
 模型実験の地盤材料としては全ケースにおいて、気乾状態の豊浦砂を使用した。豊浦砂
の物理的性質を表 2.3 に、粒径加積曲線を図 2.3 に示す。  
 
表 2.3 豊浦砂の物理的性質と実験時の地盤状態 
項 目  値  
平均粒径D 50（mm）   0.198 
均等係数 Uc  1.77 
土粒子比重   2.645 
最小密度（g/cm 3）   1.365 
最大密度（g/cm 3）   1.660 
最大間隙比   0.938 
最小間隙比   0.593 
密度（g/cm 3）   1.63 
間隙比   0.623 
実
験
時  相対密度   92％  
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図 2.3 豊浦砂の粒径加積曲線 
 
 模型実験を行うにあたっては、全ケースにおいて等しい条件の模型地盤を作成できるこ
とが重要である。本研究では、振動実験を計画しているため、緩い砂地盤では加振を行う
毎に地盤が締め固まり、地盤条件が変化してしまう。これでは、静的載荷実験との比較が
困難になること、また振動による締め固めが生じた場合、振動実験毎の結果比較も困難と
なることから、加振しても密度変化がほとんど生じない相対密度 90%以上の密な地盤で実
験を行うこととした。このため、地盤の作成方法としては、密実な地盤の作成が容易な多
重ふるいを使用した空中落下法を採用した。実験に先立ち土槽内各高さにおいて地盤密度
の計測を行った結果、砂の落下高を 40cm以上確保すれば、地盤の相対密度 91～94％のほ
ぼ均一な地盤が作成できることを確認した。空中落下法による地盤の作成状況を写真 2.2
に示す。実験を行う毎に地盤重量と土槽の容積から砂の密度を算出した結果、実験時の地
盤密度は概ね 1.63g/cm 3、相対密度 92%であった。  
 各実験では、実験毎の地盤条件に著しい変化がないことを確認すること、および、解析
に用いる模型地盤の剛性に関する情報を得るために、模型寸で地表面下約 100mm、300mm
の地点に地盤のS波速度計測用のベンダーエレメント（写真 2.3）を設置した。ベンダーエ
レメントは２つのセンサーの１方から発信されたS波を、他方のセンサーで受信し、その
到達時間をセンサーの設置距離（写真 2.3 のL）で除すことにより地盤のS波速度を求める
計器である。実験では、遠心力を載荷する過程で、重力と遠心力の合加速度 1、5、10、15、
20、25、30ｇ載荷時にS波速度計測を行い、実換算深度もしくは有効上載圧とS波速度の関
係を求めた。結果を図 2.4 に示す。実験毎の地盤のばらつきは小さく、ほぼ同じ地盤条件
が確保されていることを確認した。また、地盤のS波速度V s（m/sec）は、概ね以下の式で
表されることを確認した。  
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25.0140zVs =  （2.1）  
0.25'70σ=V vs
 
写真2.2 砂地盤作成用の多重ふるい 
 （2.2）  
 
ここに、 zは地表面からの実物換算深度 (m)、σ v’は、鉛直有効応力（kN/m 2）である。  
 
写真2.3 ベンダーエレメント 
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図2.4 上載圧－地盤のS波速度関係 
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2.3.3 ラフト基礎の鉛直載荷実験 
 パイルドラフトの模型実験に用いるラフト基礎の鉛直載荷時の沈下剛性を明らかにする
ため、ラフトの鉛直載荷実験を実施した。 
(1)実験概要 
 実験模型を写真 2.4 に示す。実験手順は以下のとおりである。  
・気乾状態の豊浦砂で相対密度 92％、高さ 40cm の模型地盤を作成し、ストレートエッ
ジにて地表面を平らに成型する。  
・土槽にパイルドラフトの実験に用いるラフト基礎と同じ平面が 204mm×204mm（実換
算 6.12m×6.12m）の鉄製の載荷板（厚さ 10mm）を取り付けた電動ジャッキをセット
する。載荷板は地表面に接しないようにしておく。  
・遠心加速度 30g を加え、電動ジャッキによりラフトを鉛直に載荷した。載荷は模型寸
で 1mm/min の変位制御とし、単調載荷を行った。  
 
 
(2)実験結果 
ラフト基礎の荷
して示す。  
最初の載荷途
し、レンジを調
荷を行った。  
処女載荷時お
3340kN/m 3であっ写真 2.4 ラフト基礎の鉛直載荷実験 
重－沈下関係を図2.5に示す。実験結果は、相似則により実大換算した値と
中で設定しておいた荷重計の計測レンジを超えてしまったため、一旦除荷
整後、再度ジャッキの載荷能力限界である 20kN（実換算 18ＭＮ）まで載
よび除荷再載荷時のラフト沈下ばね剛性は、それぞれ 1130kN/m 3 、
た。  
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図 2.5 ラフト基礎の鉛直荷重－沈下関係 
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2.3.4 単杭の鉛直載荷実験 
 パイルドラフト基礎の模型実験に用いる杭の鉛直載荷時の沈下剛性および極限支持力を
明らかにするため、単杭の鉛直載荷実験を実施した。以下に実験の概要と結果を示す。  
(1)実験概要  
実験模型を図 2.6 に示す。実験は、気乾状態の豊浦砂、相対密度 92％、高さ 40cmの模型
地盤に 180mm根入れした模型杭の杭頭にロードセルを設置し、遠心加速度 30g下でジャッ
キにより載荷板を介して鉛直方向に加力することにより実施した。実験に用いる杭は、模
型寸でφ12mm、肉厚 0.5mm（実換算φ360mm、肉厚 15mm）の開端の真鍮
しんちゅう
（黄銅）管であ
り、地盤中への根入れ長さは 180mm（同 5.4m）とした。杭は５本を同時に載荷すること
としたが、杭間隔は杭径の約 8.5 倍あり、単杭の挙動と等しいと見なせる。杭はパイルド
ラフト用と自立群杭用の２種類を用意した。パイルドラフト用の杭は、パイルドラフト基
礎の杭として用いるものであり、事前の予備実験に基づき、ラフトと杭の鉛直荷重負担率
がほぼ１：１になるようにするためには、鉛直支持力をほぼ実換算で 135kNとする必要が
ある。表面に加工を施さない杭の極限鉛直支持力が 60～70kNであったことから、杭の表面
に細かい砂（8 号珪砂、平均粒径 0.09mm）を薄く貼り付け、表面を粗くし、支持力を増や
すこととした。砂の貼り付け面積を変えた載荷実験を数試験実施した結果、パイルドラフ
ト用の杭は、図 2.6 右側のように砂を幅 1mm×2 列貼り付けるものとした。一方、自立群
杭基礎用は、杭のみで構造物を支持する必要上、支持力は、270kN以上で、かつ可能な限
り大きいほうが良いことから、杭の根入れ部分全面に砂を貼付した。模型杭の写真を写真
2.5 に示す。杭径（模型寸 12mm）は平均粒径 0.198mmの約 60 倍であり、粒径が支持力に
与える影響は小さいものと考える。  
実験手順は以下のとおりである。  
・空中落下法により土槽底面より 230mm の層厚を有する密な砂地盤を作成する。  
・各杭の杭頭を治具に固定し、土槽中央に設置する。杭先端は砂中に 10mm 貫入する。  
・所定の高さまで地盤を作成し、地表面を平らに整形する。  
・各杭頭にロードセルを取り付け、土槽には平らな載荷板を取り付けた電動ジャッキを取
り付ける。実験前の杭頭の状況を写真 2.6 に示す。  
・遠心力を載荷し、ジャッキにより模型寸で 0.5mm/min の変位制御で単調載荷を行った。 
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図 2.6 杭の鉛直載荷試験装置図 
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写真 2.5 模型杭 
 
 
 
 
写真 2.6 実験前の杭頭の状況 
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(2)実験結果  
 杭の荷重－沈下関係を図 2.7 に示す。両タイプとも降伏後わずかに荷重が低下するもの
の、ほぼ一定の荷重を維持し続けるバイリニア型の荷重－変位関係が得られた。極限荷重
はパイルドラフト用で 136kN、自立群杭用で 750kN であり、ほぼ目標とした支持力が得ら
れた。  
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図 2.7 単杭の荷重－沈下関係 
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2.3.5 単杭の水平載荷実験 
 パイルドラフトの模型実験に用いる杭の水平載荷時の挙動を確認し、水平地盤反力係数
などの基本的定数を得るため、単杭の水平載荷実験を実施した。  
 
(1)実験概要 
 実験装置を図 2.8、写真 2.7 に示す。実験は、気乾状態の豊浦砂、相対密度 92％、高さ
40cm の模型地盤に 180mm 根入れした模型杭の杭頭を、遠心加速度 30g 下でジャッキによ
り水平方向に加力することにより実施した。模型杭はφ12mm、肉厚 0.5mm の開端の真鍮
管である。模型杭の諸元を表 2.4 に示す。杭の内面には、図 2.8 右に示す位置に歪みゲー
ジを取り付けた。杭頭には、載荷用の治具（杭の中心軸を中心に回転可能であり、ジャッ
キ側に取り付けた２つのロードセルが両方とも接するまで力が加わらないようにし、杭を
加力方向に真っ直ぐに押すことが可能なようにしてある）を取り付け、電動ジャッキによ
り模型寸で 0.5mm/min の変位制御で載荷を行った。杭はパイルドラフトの実験に用いるた
め、杭の歪みをモニターし、歪みが 1000μを超えない範囲で載荷を行うこととした。荷重
は２つのロードセルで、載荷点変位はレーザー変位計により計測した。  
 図 2.8 単杭の水平載荷実験装置と模型杭 
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なお、実験に先立ち、杭は片持ち梁式の較正試験を行い、各断面の曲げモーメントと曲げ
歪みの関係を確認し、較正係数を求めた。実験で得られた各断面の曲げ歪みに較正係数を
乗じることで曲げモーメントを算出した。  
 
 
写真 2.7 実験模型 
 
表 2.4 杭の諸元 
 模型  実換算  
材質  真鍮  真鍮  
杭径、肉厚  φ12mm、肉厚 0.5mm φ360mm、肉厚 15mm 
杭長  180mm 5.4m 
弾性係数  1.01×10 5 MN/m 2 1.01×10 5 MN/m 2
杭の断面積  18.06mm 2 0.01626m 2
杭の曲げ剛性  3.01×10 -5 MN/m 2 24.38 MN/m 2
 
(2)実験結果 
 載荷点の水平荷重－変位関係を図 2.9 に、杭の曲げモーメント分布を図 2.10 に示す。曲
げモーメント分布は、実験結果を点でプロットした。単杭の水平荷重－水平変位関係は、
載荷時はほぼ直線に近い形状であった。曲げモーメント分布は、載荷点を自由端（曲げモ
ーメントが０）とする形状となった。曲げモーメント分布には、図 2.11 に示す梁ばねモデ
ルによる解析結果を線で示した。梁ばねモデルに用いる水平地盤反力は、図 2.11 右側のよ
うに割線剛性である水平地盤反力係数 k hが、杭の水平変位の 0.5 乗に反比例するものとし
2.3)、式 (2.3)を用いた。  
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( ) 5.000 / −= yykk hh  (2.3) 
 （ただし、 k h≦ k h0）  
 
ここに、k h0は、初期水平地盤反力係数であり、岸田・中井 2.4)により式（2.4）を用いた。y
は杭の水平変位、 y 0は k h≦ k h0の条件より、 k h=k h0とする最大変位 (m)で、式（2.5）で表さ
れる。  
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Bは杭径、E s0は地盤の微小歪み時の弾性係数で、式 (2.1)ないし式 (2.2)の地盤のS波速度分布
より求まる。ν sは、地盤のポアソン比で砂地盤であることから 0.33 とした。EP I Pは、杭
の曲げ剛性である。また、ηは、地盤反力の低下率を表す係数で、変位 1cmの時に k h=k h0
／ηとなることを表している。実験結果と比較しながらηを変えて計算を行い、η＝25 を
採用した。解析結果を実験結果と併せて図 2.9、2.10 に示す。実験結果のほうが、非線形
性が小さく、解析結果は荷重が小さい範囲ではやや小さめの、荷重が大きい範囲では実験
値よりもやや大きな変形を与え、地中最大曲げモーメントはやや小さめであるが、杭頭近
傍の曲げモーメントの値は、よく一致している。  
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図 2.9 単杭の水平荷重－水平変位関係 
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  図 2.10 単杭の曲げモーメント分布 
（実験結果は点のプロット、線は梁ばねモデルによる計算結果） 
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図 2.11 梁ばねモデルと水平変位－水平地盤反力関係 
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2.4 パイルドラフト基礎の静的水平載荷実験 
 本節では、水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動を把握するために行った遠心模型
実験のうち静的載荷実験について報告する。  
 
2.4.1 実験概要 
(1)実験ケースと実験模型 
 静的載荷実験の実験ケースを表 2.5 に示す。杭は、杭位置による応力の違いを見るため
3×3 の 9 本群杭とした。実験は、基礎以外はほぼ同じ諸元を有する４ケースについて行っ
た。杭の有無、ラフトの接地、杭頭接合法を変えた４ケースである。基礎形式の模式図を
図 2.12 に示す。ケース名の最初の S は静的実験（Static Loading Test）を、ハイフンの後の
アルファベットは基礎形式（Raft、Pile、Piled Raft）の頭文字を表す。  
 
表 2.5 静的載荷実験ケース 
ケース名  基礎形式  杭本数  杭頭接合  
S-R ラフト基礎  －   
S-P 自立群杭基礎  9 剛  
S-PR パイルドラフト基礎  9 剛  
S-PR2 パイルドラフト基礎  9 非接合  
 
 
S-R ラフト基礎 S-P 自立群杭基礎 S-PR2 パイルド
ラフト基礎
（杭頭非接合）
S-PR パイルド
ラフト基礎
 
図 2.12 基礎形式模式図 
 
パイルドラフト基礎（S-PR）の静的水平載荷実験の実験装置を図 2.13 に、他のケースの
装置断面図を図 2.14 に示す。土槽は、内法で 690mm×510mm×450mm の剛体土槽であり、
一方に水平載荷用の電動ジャッキ（載荷能力 20kN）が取り付けられる。パイルドラフト基
礎は、杭を 9 本有する 204mm×204mm の基礎とした。杭は 3×3 本の配置で、杭間隔は、
杭径の 6 倍とした。ラフト底面には、土圧計２個を取り付け、土圧計以外の部分は、地表
面との摩擦抵抗を十分確保するために、砂（8 号珪砂、平均粒径 0.09mm）を接着剤で貼り
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付けて粗面とした（写真 2.8 参照）。杭は、直径 12mm、長さ 180mm の真鍮製開端杭であ
り 2.3.4 で述べたように杭表面には軸方向に幅 1mm で 2 箇所 8 号珪砂を貼り付けてある。
図 2.13 の平面図に示した A～D 杭は杭内面の図 2.8 に示した位置に 5 断面、計 10 枚の歪み
ゲージが貼り付けてあり杭の曲げ歪みを測定した。自立群杭（S-P）、パイルドラフト基礎
（S-PR）の実験では、杭頭はラフトに剛接合とした。実験諸元と相似則により実物換算し
た値を表 2.6 に示す。  
 
 
 
写真 2.8 ラフト底面（パイルドラフト基礎用） 
 
 
表 2.6 実験諸元 
 項目 模型 実換算 
幅×長さ 204mm×204mm 6.12m×6.12m 
質量 9.05kg 244t 上部構造と ラフト 
重量 88.7N 2395kN 
直径 12mm 360mm 
長さ 180mm 5.4m 杭 
曲げ剛性 3.01×10 -5  kNm 2 24.4 kNm 2
層厚 400mm 12.0m 
地盤 
密度 1.63t/m 3 1.63t/m 3
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図 2.13 実験模型（パイルドラフト基礎 S-PR） 
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ラフト基礎 
（S-R）  
  
自立群杭基礎 
（S-P）  
 
パ イ ル ド ラ フ ト
（杭頭非接合） 
（S-PR2）  
図 2.14 実験模型（ラフト基礎、自立群杭、パイルドラフト（杭頭非接合） 
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(2) 模型の作成方法 
 パイルドラフト基礎（S-PR）の模型の作製手順は以下のとおりである。  
①地盤材料は、気乾状態の豊浦砂とし、多重ふるいを用いた空中落下法により、相対密度
約 92％の地盤を杭先端深度より 10mm 高い位置まで作成し、表面をストレートエッジに
より平らに整形した。これは、杭が開端杭であるため、杭の管内土高さをそろえるため
である。  
②9 本の杭の杭頭を幅 5mm のアルミ材に固定し、土槽から吊り下げて固定した（写真 2.9）。
このため、初期状態における管内土高さは 10mm となる。地盤作成時における杭周辺の
砂の乱れを小さくするため、杭頭には杭と同径の砂受けを取り付け、杭の直上に撒かれ
た砂が杭周辺に落ちないようにした。  
③①と同様の方法により、所定の高さまで地盤を作成し、仮固定治具を外した後、地表面
をストレートエッジで平らに整形した。  
④杭の位置に孔を空けたラフトを地表面に設置し、杭とラフト下端部の隙間よりモルタル
が漏れないように粘土で塞いだ後、杭頭とラフトとの隙間に無収縮モルタルを充填し、
固定した。杭頭固定の詳細を図 2.15 に、モルタル充填後の状態を写真 2.10 に示す。  
⑤ラフト上に、上部構造模型を取り付ける。  
⑥予備実験において、ラフトを単に地表においただけでは、地表整形時に生じるごく薄い
乱れた層の影響やラフト底面や土圧計と地表面との微小な凹凸の存在によると思われ
る影響により、底面摩擦が十分発揮されない状態が確認された。このため、実験に先立
ち、遠心加速度 30ｇ下において、最大加速度 30～100gal の地震波加振を数回行った。
加振前後におけるラフト底面の土圧計指示値の変化が微小となることで、ラフト底面全
体が接地したものと判断し実験に供した。地盤が密なこと、および剛体土槽を使用して
いることにより、予備加振による地盤の沈下は微小であり、加振前後における地盤の S
波速度も例えば 251m/s が 258m/sec になる程度で大きな変化はなかった。  
⑦予備加振後、一旦遠心力を除荷し、ジャッキや計器を取り付けた後実験を実施した。実
験前の状況を写真 2.11 に示す。載荷は電動ジャッキにより、ラフト中心高さの位置を模
型寸で 0.1mm/min の変位制御で押すことにより実施した  
 
他の基礎形式における実験手順も基本的には同様の手順によったが、以下の部分のみ異
なる。  
・ラフト基礎（S-R）は、杭がないため、所定の地表面高さまで地盤を作成し、孔のない
ラフト模型を土槽中央に設置した。  
・自立群杭基礎（S-P）では、④のラフト設置時に地表面から 5mm 離して仮固定し、モル
タル硬化後、仮固定治具を撤去した。  
・パイルドラフト基礎（S-PR2）では、杭頭が地表面に現れないこと、杭頭とラフト底面
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との間隔が 5mm しかないことから、杭頭側から杭の歪みゲージのリード線を引き出すこ
とができない。このため、杭先端側から引き出すこととし、①の地盤作成高さを杭底面
より 10mm 下げ、杭のリード線を地中に這わした後、残りの地盤を作成した（写真 2.12）。
杭頭を 5～10mm 程度露出させた状態（写真 2.13）で、杭の仮固定治具をはずし、所定
の高さまで地盤を作成し、地表面を整形した後、ラフト基礎で用いた模型を設置した。 
 
 
 
 
 
写真 2.9 模型杭設置状況（S-PR） 
 
47 
  
     
図 2.15 杭頭接合部詳細 
 
 
 
写真 2.10 ラフト設置状況 
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写真 2.11 実験前の状況 
 
 
 
 
写真 2.12 杭頭非接合のパイルドラフト基礎（S-PR2） 
における杭の設置状況 
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写真 2.13 杭頭非接合のパイルドラフト基礎（S-PR2） 
において杭頭仮固定治具をはずした状態 
 
 
2.2 実験結果 
(1)荷重－変位関係 
 図 2.16(a)に、各実験の水平荷重－変位関係を比較した結果を示す。図 2.16(b)は、変位
20mm までの範囲を拡大したものである。ラフト基礎（S-R）の荷重－変位関係は、1350kN
付近で降伏し、その後漸増しながら変位 32mm で 1800kN の最大荷重を示す。その後荷重
は漸減するものの、概ね降伏強度以上の荷重を保ちつつ、変位が進行している。降伏荷重
および最大荷重を構造物の重量 2400kN で除して摩擦係数として表すと、それぞれ 0.56、
0.75 であった。  
自立群杭基礎（S-P）は、荷重に対してほぼ線形に変位が増大している。今回の実験は、
模型杭を繰り返し利用するために、杭が降伏しない範囲で載荷を行ったため、降伏荷重は
明確ではない。自立群杭の荷重－変位関係は、単杭の水平載荷試験結果と形状が似ている。
今回の実験では、杭間隔を杭径の 6 倍と広くとったため、群杭効果は顕著とはならないも
のと考えられる。このことから、杭頭接合法の違い（剛接合と自由）はあるものの、自立
群杭の荷重－変位関係は、単杭の荷重－変位関係と似た形状になったものと考えられる。  
自立群杭の初期剛性はラフト基礎の 1/4～1/5 と小さく、ラフト基礎の方が水平力に対す
る抵抗が大きいことがわかる。  
杭頭を非接合としたパイルドラフト基礎（S-PR2）の荷重－変位関係は、初期剛性がや
や小さい以外は、最大荷重を含めラフト基礎とほぼ同じ挙動を示した。これは、杭頭が非
接合であるため、水平力は、ラフト基礎と同じく、ラフトの底面摩擦力で全て負担される
ことから、両者が似た形状になったものと考えられる。荷重は、変位 35mm で最大値を示
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した後、漸減し、一定値に収束する傾向を示した。収束する荷重を残留摩擦力とすれば、
その摩擦係数は約 0.6 であった。  
杭頭を非接合としたパイルドラフト基礎（S-PR2）において、杭の曲げモーメント分布
から杭頭せん断力を算出し、水平力のうち杭に伝達された荷重（以後杭伝達荷重と記す）
と変位の関係を図 2.17 に、杭伝達荷重を載荷荷重で除して杭への荷重伝達率で表したもの
を図 2.18 に示す。杭頭を非接合としたパイルドラフト基礎（S-PR2）では、A～C 杭の３本
で杭の曲げ歪みを計測したが、B 杭（中央杭）杭頭の歪みゲージが不良であったため、杭
伝達荷重は、A、C 杭の杭頭せん断力の平均値を 9 倍することとして求めた。載荷荷重の
増加に伴い、杭伝達荷重も増加しているが、載荷の最大荷重が生じる前にピークを生じ以
後漸減している。伝達率は、杭頭とラフトの層厚や地盤性状により変化するものと考えら
れるが、今回の場合、初期に 0.25 程度であり、最終的には 0.08～0.09 程度に収束している。
今回の場合、杭頭とラフトの距離は 150mm（模型寸 5mm）程度と非常に薄い層しか挟んで
いないものの、水平力の大部分は、杭ではなく、直接地盤へ伝達されていることがわかる。  
杭頭を剛結したパイルドラフト基礎（S-PR）の荷重－変位関係は、1100kN 付近で荷重
－変位関係の勾配がやや小さくなるものの、ラフト基礎ほど明確な降伏点はみられない。
1100kN 以上の荷重に対しても、構造物重量を超える 2500kN まで荷重はほぼ変位に比例し
て増加している。また、初期剛性は他の基礎よりも大きく、2500kN 載荷時における変位も
9.5mm と小さい。  
パイルドラフト基礎（S-PR）に作用する水平荷重を、ラフト底面摩擦力で負担される荷
重（ラフト負担荷重）と、杭頭せん断力で負担される荷重（杭負担荷重）に分けてラフト
変位との関係を示したのが、図 2.19 である。杭負担荷重は、A～D 杭の杭頭せん断力を曲
げモーメント分布より求め、A 杭×3＋B 杭＋C 杭×3＋D 杭×2 として求めた。ラフト負担
荷重は、載荷荷重より杭負担荷重を引いたものとした。図 2.19 をみると載荷初期において
はラフト基礎が水平荷重の大部分を負担荷重していることがわかる。ラフト荷重は変位
1mm 付近（ラフト負担荷重約 700kN）で降伏し、以後の荷重増加は緩やかなものとなる。
一方、杭負担荷重は、自立群杭基礎と同じくほぼ変位に比例して荷重が増加しており、変
位が 4mm を超えた以降は、ラフト負担荷重よりも大きくなっている。  
ラフト負担荷重および杭負担荷重をそれぞれラフト基礎、自立群杭基礎と比較した結果
を図 2.20、図 2.21 に示す。パイルドラフトのラフト負担荷重の初期剛性は、ラフト基礎と
ほぼ同じであった。今回の模型のパイルドラフト基礎は鉛直荷重を杭とラフトで半々に負
担することから、ラフト底面の接地圧は、ラフト基礎の約半分である。このことから、降
伏荷重は 700kN とラフト基礎のほぼ半分になっている。  
これに対し、パイルドラフト基礎の杭負担荷重は、自立群杭よりもずっと大きな初期剛
性を示し、同じ荷重載荷時の変位は自立群杭の 1/3 程度に抑えられている。これは、パイ
ルドラフト基礎では、ラフトの接地圧により、杭周辺の地盤の剛性が高くなっていること、
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また、ラフトが接地することにより杭周辺地盤の変位、特に鉛直方向の変位が抑制される
ことにより、自立群杭に比して杭周辺地盤の地盤反力が自立群杭の場合よりも大きくなっ
ていることなどの理由が考えられる。  
パイルドラフト基礎において杭とラフトの水平荷重負担率の推移を図 2.22 に示す。載荷
初期はほぼ杭 20％、ラフト 80%の割合で荷重を負担するが、載荷荷重 250kN を超えた時点
より杭の負担率が増加する。1750kN 載荷時でほぼ 50:50 となり、以後は逆転している。  
図 2.23 に変位とラフト回転角の関係を、図 2.24 にラフト回転角と杭頭曲げモーメント
の総和との関係を示す。回転角は載荷前方が沈み込む方向を正とした。今回の実験では、
載荷点の高さをラフトの中央、地表から 525mm（模型寸 17.5mm）と低くしたことから、
杭頭非接合のパイルドラフト（S-PR2）の回転角は、変位が 6～7mm までは、ほぼ 0 であ
る。その後若干回転が生じているが、載荷高さの影響や砂のダイレタンシーの影響などが
考えられるが詳しいことは不明である。一方、杭頭を剛結した自立群杭（S-P）およびパイ
ルドラフト基礎（S-PR）では、載荷初期より変位や杭頭曲げモーメントにほぼ比例して回
転角が生じている。このことから、ラフトの回転は、載荷高さよりも、杭頭モーメントが
主たる原因で生じているといえる。図 2.24 をみると、自立群杭に比してパイルドラフト基
礎のほうが回転剛性は大きい。ラフトを回転させる曲げモーメントに抵抗するのは、杭の
軸力の変化により生じる曲げモーメントと、ラフトの接地圧分布の変化により生じる曲げ
モーメントと考えられる。今回の実験では、杭のみでは、杭の沈下剛性が大きい自立群杭
のほうが回転剛性は大きいが、杭間隔が広いためラフトの面積が大きいこと、かつ地盤が
密であることから、ラフトの接地による回転剛性の増加がより大きかったものと考えられ
る。実際のパイルドラフト基礎でも、杭間隔を一般に広く確保するので、地盤が極めて軟
弱でない限り、大きな回転剛性が期待できると考える。  
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図 2.16(a) 水平荷重－ラフト水平変位関係 
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図 2.16(b) 水平荷重－ラフト水平変位関係比較（変位 20mm 以下の部分） 
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図 2.17 杭頭非接合のパイルドラフト基礎（S-PR2）における 
杭伝達荷重－ラフト水平変位関係 
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図 2.18 杭頭非接合のパイルドラフト基礎（S-PR2）における 
杭荷重伝達率の推移 
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図 2.19 パイルドラフト基礎（S-PR）における杭、ラフト負担荷重の推移 
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図 2.20 ラフト負担荷重とラフト変位関係の比較 
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図 2.21 杭負担荷重比較－ラフト変位関係の比較 
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図 2.22 杭およびラフト荷重負担率の推移（S-PR） 
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図 2.23 回転角－ラフト変位関係比較 
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図 2.24 ラフト回転角と杭頭曲げモーメントの総和の関係 
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(2)杭の応力 
 載荷に伴う杭の曲げモーメント分布の変化を図 2.25～2.27 に示す。パイルドラフト基礎
（S-PR）と自立群杭（S-P）とを比較すると、パイルドラフト基礎の場合は、杭負担荷重
が小さいため、同一荷重における曲げモーメントは自立群杭よりもずっと小さなものとな
る。ただし、曲げモーメント分布の形状のみ比較すると、両者はよく似た形状となってい
る。A 杭（隅杭）と B 杭（中央杭）を比較すると、パイルドラフト基礎では、わずかでは
あるが深部（G.L.-3.6m 付近）の曲げモーメントが、隅杭よりも中央杭のほうが大きくなっ
ている。これは、ラフト底面摩擦による地盤変位が中央杭のほうが深部で大きくなること、
また、地盤変位による地盤の剛性低下が中央杭位置の方が深部まで及ぶことによるものと
考えられる。一方、自立群杭基礎では、両者に目立った違いはない。  
杭頭非接合のパイルドラフト基礎（S-PR2）では、杭頭はラフトにつながれていないも
のの、杭頭とラフト間の地盤のせん断抵抗やラフト底面摩擦による地盤変位により、杭に
は応力が発生する。杭頭とラフトとの間は、模型寸で 5mm という薄い地盤を介しているだ
けであるが、杭頭が自由端に近い条件となるため、杭頭では曲げモーメントがほとんど生
じていない。また、杭伝達荷重が最大 370kN 以下と他の実験ケースに比して小さいため、
杭の応力も小さく抑えられている。  
杭位置による負担荷重の推移を見るため、自立群杭基礎（S-P）とパイルドラフト基礎
（S-PR）において、杭が負担する全荷重に対する各杭が負担する荷重の割合を示したのが
図 2.28、図 2.29 である。9 本杭が等しく水平荷重を負担していれば、比率は 0.111 となる。  
自立群杭においては、載荷に伴い後列杭負担率が減り、前列杭の割合が増えているが、
全体として 0.1～0.13 の範囲にほぼ収まっており、杭位置による差はあまり大きくない。
これは、杭間隔が杭径の 6 倍と広いことにより群杭効果が顕著には表れないことによると
考えられる。一方、パイルドラフト基礎は、載荷初期においては前後列の杭に対し、中列
杭の負担割合が半分以下になっている。これは、パイルドラフトでは、群杭効果のほかに
ラフト底面摩擦により杭が変位する影響があり、この変位は、ラフトの中央部で大きくな
る。このため、載荷初期においては中列杭の荷重負担率が低くなったものと考えられる。
載荷に伴い、ラフト底面摩擦は載荷の早い段階で降伏し、杭に与える影響もそれ以上増え
なくなり、変位においても杭頭荷重の影響が大きくなるため、両者の差は小さくなってい
る。ただし、後列杭の負担率が一貫して低下しているのに対し、前列杭は、載荷初期には
負担率が一旦低下するが、その後増加に転じるという傾向を示した。これは、ラフトの回
転により、載荷方向後方の接地圧が減少し、後列杭付近の地盤剛性が他の部分に比して小
さくなること、その逆に載荷方向前方では、接地圧の増加により地盤剛性が大きくなるた
めと考えられる。  
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(a)A 杭（前列隅杭）          (b)B 杭（中央杭） 
図 2.25 杭の曲げモーメント分布（パイルドラフト基礎 S-PR） 
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(a)A 杭（前列隅杭）          (b)B 杭（中央杭） 
図 2.26 杭の曲げモーメント分布（自立群杭基礎 S-P） 
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図 2.27 前列隅杭の曲げモーメント分布（パイルドラフト基礎 S-PR2） 
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図 2.28 杭位置による荷重負担率の推移（自立群杭 S-P） 
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図 2.29 杭位置による荷重負担率の推移（パイルドラフト基礎 S-PR） 
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2.5 パイルドラフト基礎の振動実験 
 前節では、静的水平載荷を受けるパイルドラフト基礎の挙動について報告したが、実際
の地震では、基礎は動的な荷重を受ける。このため、静的載荷試験で用いた模型と同じも
のを用いて、振動実験を行った。本節では、パイルドラフト基礎の地震時挙動を把握する
ために行った遠心模型実験の概要と結果について報告する。  
 
2.5.1 実験概要 
(1)実験ケースと実験模型 
 振動実験の実験ケースを表 2.7 に示す。実験は、静的載荷試験の４ケースと同じである。  
ケース名の最初のＤは動的試験（Dynamic loading test）を表す。  
 
表 2.7 振動実験ケース 
ケース名  基礎形式  杭本数  杭頭接合  
D-R ラフト基礎  －   
D-P 自立群杭基礎  9 剛  
D-PR パイルドラフト基礎  9 剛  
D-PR2 パイルドラフト基礎  9 非接合  
 
実験ケース D-PR、パイルドラフト基礎の振動実験の実験模型を図 2.30、写真 2.14 に示
す。土槽は、内法で 750mm×450mm×450mm のせん断土槽であり、1 段の固定フレームの
上に 19 段の水平方向に稼働可能なフレームを積層した構造となっている。（フレーム１段
の質量は 2.75kg）。パイルドラフト基礎の模型は、静的載荷試験と同じである。上部構造
部分を図 2.31 に示す。静的載荷試験では質量のみ表示したが、振動実験では振動特性が重
要となる。上部構造は、文献 2.5)をもとに剛なコア部と振動するフロア部からなる形状と
した。フロア部の質量は模型で 2.7kg であり、断面が 3mm×10mm、高さ 90mm の 4 本の板
バネに支えられた構造となっている。杭の歪み測定は、計測チャンネル数の関係で振動試
験では A～C 杭の３本で行った。  
実験諸元と相似則により実物換算した値を表 2.8 に示す。基本的に静的載荷実験と同じ
であるが、水平振動においてはフレームの質量が付加質量として加わる。フレーム質量を
考慮した土の等価密度を計算すると、2.01t/m 3となる。  
実験は、遠心加速度 30ｇ下において、振動台により土槽底面より地震波を与え、その際
の構造物や杭の応答を調べることとした。地震波は、地震動レベルを変化させた臨海波を
用いた。臨海波とは、図 2.32 に示すターゲットスペクトルをもとに作成した人工地震波で
ある。実験に用いた 180gal 相当の入力地震波を図 2.33 に示す。  
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 図 2.30 実験模型（パイルドラフト基礎 D-PR） 
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図 2.31 上部構造 
64 
 写真 2.14 振動実験模型 
 
表 2.8 実験諸元 
 項目 模型 実換算 
幅×長さ 204mm×204mm 6.24m×6.24m 
質量 9.05kg 244t 上部構造と ラフト 
重量 88.7N 2395kN 
直径 12mm 360mm 
長さ 180mm 5.4m 杭 
曲げ剛性 3.01×10 -5  kNm 2 24.4 kNm 2
層厚 400mm 12.0m 
密度 1.63t/m 3 1.63t/m 3
地盤 
等価密度 
（水平振動用： 
フレーム重量考慮）
2.01t/m 3 2.01t/m 3
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図 2.32 臨海波の速度応答スペクトル 
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図 2.33 入力波形（臨海波） 
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2.5.2 実験結果 
(1)微小加振時の応答特性 
 地震波加振に先立ち、加速度 3gal でスイープ加振を行い、構造物、地盤の固有振動数を
求めた。スイープ加振による入力に対する地表、ラフト上、フロア上の伝達関数を図 2.34
に示す。微小加振における地表、ラフト上の固有振動数は、3.2Hz であった。一方、板バ
ネを介したフロア部の固有振動数は、1.6Hz であり、地盤の固有振動数との比は約 1：2 と
なる。杭頭剛結のパイルドラフト基礎（D-PR）では、フロア部の固有振動数である 1.6Hz
の応答倍率が 200 程度と他のケースよりも大きいが、１点だけの値でありその前後の周波
数に対しては他のケースと同様の応答値である。D-PR で臨海波加振後に行ったスイープ加
振では、応答倍率は 59.7 と他のケースとほぼ同じ倍率であった。このことから、D-PR に
おける値フロア部 1.6Hz の応答倍率も本来は 60 前後であったものと考えられる。  
 実験ケースにおける応答特性の特徴をみてみると、ラフト基礎（D-R）と杭頭非接合の
パイルドラフト基礎（D-PR2）は、実験条件が似ているため、ほぼ同じ応答特性を示した。
ラフトが接地する D-R、D-PR、D-PR2 は地盤の固有振動数 3.2Hz における地表とラフト上
の応答倍率がほぼ等しく、ラフトは地表と同じ振動をしているが、ラフトが接地しない自
立群杭基礎（D-P）では、ラフト上の応答倍率のほうが地表より大きくなっている。また、
フロアの固有振動数である 1.6Hz において自立群杭では微小であるがラフト上の応答にピ
ークがみられ、フロアの振動がラフトの振動特性に与える影響が他のケースよりも大きい
ことがわかる。  
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(a)ラフト基礎（D-R） 
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(b)自立群杭基礎（D-P） 
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(c)パイルドラフト基礎（D-PR） 
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(d)パイルドラフト基礎（杭頭非接合）（D-PR2） 
図 2.34 微小スイープ加振による伝達関数 
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(2)地震波加振に対する応答 
 最大加速度 180～200gal の地震波を底面より入力した場合の、地表面、ラフト上、フロ
ア上の応答加速度を図 2.35～2.38 に示す。地表面およびラフト上は、入力波に近い応答波
形をしているが、フロア上は、板バネの減衰が小さいこともあり、入力波とは大きく異な
った応答波形となった。各ケースの波形を比較すると、ラフトが接地する３ケースは比較
的似た応答波形を示している。一方ラフトが接地しない自立群杭は、ラフト上の応答が最
大 500gal 程度と他のケースよりも大きな応答を示している。一方、フロア上の応答は、逆
に他のケースよりも小さく、波形もやや形状が異なったものとなった。これは、ラフトが
接地していないため、フロア部の振動によるラフトへの影響が他よりも大きく、ラフトが
大きく振動する分、逆にフロア部の振動が抑えられたものと考えられる。  
パイルドラフト（D-PR）については、後述するように今回の加振レベルではラフト底面
摩擦は極限に達しなかったものと推測される。このため、自立群杭基礎よりは、ラフト基
礎により近い応答性状を示したものと考えられる。  
 パイルドラフト基礎（D-PR）において、加振中の地表面、および構造物の沈下を図 2.39
に示す。加振により両者とも沈下を生じ、入力波のうちの加速度が大きい部分がほぼ終了
した 40 秒以降は、ほぼ一定値に収束している。図より、構造物の沈下のほうが、常に地盤
よりも大きく、最終的には約 2mm（模型における実測沈下量で 0.07mm）の相対沈下を生
じた。以上のことから、今回の実験では、加振中、ラフトが地表面から離れることは、な
かったものと判断される。  
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図 2.35 ラフト基礎（D-R）における加速度時刻歴 
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図 2.36 自立群杭基礎（D-P）における加速度時刻歴  
 
 
71 
  
 
 
 
-200
-100
0
100
200
0 50 100 150
入力
加
速
度
（
ga
l)
Time (sec)  
-400
-200
0
200
400
0 50 100 150
地表
加
速
度
（
ga
l)
Time (sec)  
-400
-200
0
200
400
0 50 100 150
ラフト上
加
速
度
（
ga
l)
Time (sec)  
-800
-400
0
400
800
0 50 100 150
フロア上
加
速
度
（
ga
l)
Time (sec)  
図 2.37 パイルドラフト基礎（D-PR）における加速度時刻歴  
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図 2.38 パイルドラフト基礎（杭頭非接合）（D-PR2）における加速度時刻歴  
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図 2.39 パイルドラフト基礎（D-PR）における地表面、構造物の沈下 
 
(3)杭の応力 
基礎に作用する水平力を、フロア部の質量にその応答加速度を乗じたものと、ラフト＋
コア部の質量にラフト上における応答加速度を乗じたものとの和として求めた。最大水平
力は、ラフト基礎で 798kN、自立群杭基礎で 866kN、パイルドラフト基礎（D-PR）で 872kN、
杭頭非接合のパイルドラフト基礎（D-PR2）で 797kN であった。パイルドラフト基礎（D-PR）
の最大荷重 872kN は、静的載荷実験では、ラフト底面摩擦がまだ完全には滑りを生じてい
ない範囲であり、振動実験でも完全な滑りは生じていないものと考えられる。  
パイルドラフト基礎（D-PR）において、杭が分担する水平荷重（A～C 杭の杭頭せん断
力の和×３で算定）と基礎に作用する全水平力との関係を図 2.40 に示す。同図には、静的
載荷実験における結果も併せて示した。静的実験の負側の値は、正側の試験結果を反転さ
せたものである。今回の実験の範囲では、振動実験と静的載荷実験において載荷荷重－杭
負担荷重関係に大きな違いは見られないが、原点近傍では、振動実験結果が静的試験結果
を中心に上下に分布しているのに対し、荷重が大きくなるにつれて、振動実験における杭
負担荷重は、静的載荷実験結果よりやや小さくなる傾向がみられる。  
振動試験における杭の曲げモーメント分布を、ほぼ同じ荷重を載荷した静的載荷実験の
結果と併せて図 2.41～2.43 に示す。振動実験は、基礎に作用する水平力が最大になった時
刻における結果を示した。また、図 2.44～2.46 に自立群杭（D-P）とパイルドラフト基礎
（D-PR）、杭頭非接合パイルドラフト基礎（D-PR2）について基礎に作用する水平力が最大
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になった時刻付近の加速度および杭頭曲げモーメントの時刻歴を示す。  
自立群杭では、静的および動的のどちらも杭位置によるモーメント分布の差は比較的小
さい。図 2.44 の時刻歴をみても、三本の杭の曲げモーメントはほぼ同じ値で推移している。
杭の曲げモーメントの大きさをみると、静的試験の方が振動試験よりも若干大きくなった。
杭に曲げモーメントが生じるには、杭が変形する必要があるが、周期が短い波などで載荷
時間が短ければ、加速度が大きくても変位は小さく抑えられ、結果、杭に生じる曲げモー
メントも静的試験より小さくなったものと考えられる。  
パイルドラフト基礎（D-PR）についてみると、振動実験では杭位置により曲げモーメン
ト分布がかなり異なることがわかる。図 4.45(b)の曲げモーメント時刻歴をみると、B 杭（中
央杭）は、ほぼ 0 を中心に振動しているが、隅杭である A 杭は負側へ、C 杭は正側へシフ
トして振動しているのがわかる。振動実験では、示した結果以外にも加速度を変化させた
加振を行ったが、いずれも同じ方向にシフトしている。この原因についてはまだ明確では
ないが、原因としては、慣性力と地盤変位の位相の違いの他に、次のことが考えられる。
杭は降伏していなければ、単杭の水平載荷試験結果図 2.9 に示したように除荷時には、杭
の剛性により元の位置に戻ろうとする。これに対し、図 2.16(a)に示したようにラフトの変
位はほとんどが残留する。このため、除荷時には、杭が元の位置に戻ろうとするのを、ラ
フト底面摩擦が抑止する形となり、杭がラフトを引きずろうとするような状態になる。よ
って完全に除荷した時点でも、杭頭にはそれまでの載荷方向の荷重が、ラフトには同じ大
きさで逆方向の荷重が残留することになる。除荷、さらに逆方向に載荷した場合は、底面
摩擦については除荷開始時点が底面摩擦の載荷開始時点となる。杭頭荷重が０になる地点
と、ラフト底面摩擦が 0 になる地点がずれることにより、特に端部の杭で曲げモーメント
にシフトが生じたのではないかと考えられる。  
杭頭非接合のパイルドラフト基礎（D-PR2）は、杭頭が接合されていない分、載荷時に
杭に生じる応力も小さく、また除荷時に杭がラフトを引きずる効果も小さいため、杭頭剛
接合のパイルドラフト基礎のように大きな曲げモーメントのシフトが生じておらず、杭位
置による曲げモーメントのばらつきも小さくなっている。  
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図 2.40 振動試験と静的載荷試験における杭負担荷重の違い 
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(a) 振動実験            （b）静的載荷実験 
図 2.41 自立群杭基礎（D-P）における杭の曲げモーメント比較 
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(a) 振動実験            （b）静的載荷実験 
図 2.42 パイルドラフト基礎（D-PR）における杭の曲げモーメント比較 
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(a) 振動実験            （b）静的載荷実験 
図 2.43 杭頭非接合パイルドラフト基礎（D-PR2）における杭の曲げモーメント比較 
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(a)自立群杭加速度時刻歴 
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(b)自立群杭杭頭曲げモーメント時刻歴 
図 2.44 自立群杭（D-P）の加速度、杭頭曲げモーメント時刻歴 
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(a)パイルドラフト基礎加速度時刻歴 
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(b)パイルドラフト基礎杭頭曲げモーメント時刻歴 
図 2.45 パイルドラフト基礎（D-PR）の加速度、杭頭曲げモーメント時刻歴 
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(a)杭頭非接合パイルドラフト基礎加速度時刻歴 
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(b) 杭頭非接合パイルドラフト基礎杭頭曲げモーメント時刻歴 
図 2.46 杭頭非接合パイルドラフト基礎（D-PR2）の加速度、杭頭曲げモーメント時刻歴 
 
 
2.6 まとめ 
 本章では、遠心模型実験を通じて水平抵抗を受けるパイルドラフト基礎の荷重－変位関
係や杭に生じる応力の特性を、ラフト基礎や自立群杭基礎との比較により把握することを
目的としている。以下に実験で得られた結論を示す。  
 
1) 密な砂地盤上に設置された杭頭をラフトに剛接したパイルドラフト基礎の荷重－変位
関係は、同じ上部構造を有するラフト基礎、自立群杭基礎のいずれよりも耐力、水平剛
性とも大きなものとなった。一方、杭頭を非接合としたパイルドラフト基礎の荷重－変
位関係は、杭のないラフト基礎とほぼ同じ傾向を示した。  
2) 杭頭を剛接したパイルドラフト基礎のラフト底面摩擦と杭との水平荷重の負担割合は、
載荷初期の荷重が小さい段階ではラフト底面摩擦が 80％程度とその大部分を負担する
が、載荷重が大きくなるに従って杭の負担割合が増加する。  
3) 杭頭を剛接したパイルドラフト基礎の杭基礎負担荷重－ラフト変位関係は、ラフトが接
地しない自立群杭のものより剛性が大きく、ラフトの接地による杭周辺地盤の剛性増加
が生じているものと考えられる。  
4) 杭頭剛接合のパイルドラフト基礎の杭応力は、杭の負担荷重が小さいため、同じ荷重を
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受ける自立群杭基礎の値に対しずっと小さなものとなった。ただし、曲げモーメント分
布の形状は両者似た形状となった。  
5) 自立群杭の各杭の荷重分担がほぼ均等なのに対し、パイルドラフト基礎中の各杭の荷重
分担割合は、初期には杭位置により大きく異なり、前後列の杭に比して中列の杭の負担
割合が小さい。載荷に伴いこの差は縮まるものの、前列杭は、負担割合が一旦減ってか
ら再び増加するという特異な傾向を示した。  
6) 今回の実験においては、杭頭の曲げモーメントの総和とラフトの回転とはほぼ線形に対
応した。パイルドラフト基礎の回転剛性は、自立群杭よりも大きなものとなった。パイ
ルドラフト基礎では、ラフトの接地による回転抑止効果が大きいものといえる。  
7) 振動実験では、ラフトが接地する３ケースの応答波形は似た形状となったが、ラフトが
接地しない自立群杭のみ他のケースよりラフト部の応答が大きく、逆にフロア部の応答
が小さいという別の振動特性を示した。このことから、底面摩擦が極限に達するまでの
荷重に対するパイルドラフトの応答特性は、群杭よりもラフト基礎に近いものといえる。 
8) 振動実験における載荷荷重に対する杭負担荷重の割合は、荷重の小さい範囲では静的載
荷試験とほぼ同じであるが、荷重が大きくなるにつれ、静的載荷試験結果よりも若干小
さくなる傾向が見られた。  
9) 振動実験における杭の曲げモーメントは、端部の杭で加振中にシフト成分が生じ、杭位
置で異なった曲げモーメント分布を示した。  
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第３章 線形解析手法 
 
3.1 はじめに 
本章では、前章で明らかになった種々の特性を有するパイルドラフト基礎の水平抵抗を
評価する手法の提示に向けて、まず、地盤を均質な線形弾性体と仮定した場合の解析方法
を提案する。提案手法による結果を有限要素法による結果と比較することで、提案手法で
用いた仮定の妥当性を検証する。また、ラフト－地盤－杭間の相互作用が杭の変形や応力
に与える影響について考察する。  
3.2 節では提案する解析手法について順を追って説明する。  
3.3 節では、提案した手法による結果を有限要素法による解析結果と比較することで、
その精度、仮定の妥当性について検証する。  
3.4 節では提案手法を用いて、各相互作用が杭の変位や応力に与える影響の検討を行う
とともに、地盤剛性、杭本数、杭間隔などがラフトと杭の荷重分担に及ぼす影響について
考察する。  
3.5 節はこれらをまとめて、本章の総括を行う。  
 
3.2 解析手法 
 解析手法は、図 3.1 に示すようにパイルドラフト基礎に作用する水平荷重 PRQ を以下の
２つの成分に分ける  
①ラフトの底面摩擦で負担される荷重 RQ 
②杭頭荷重として杭が負担する荷重 Σ PQK 
相互作用としては図 3.2 に示す以下の４つを考慮した。  
 
図 3.1 荷重の分割 
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 ①ラフト底面摩擦が杭に与える影響  
 ②杭頭に水平力を受ける杭がラフトに与える影響  
 ③杭頭に水平力を受ける杭が他の杭に与える影響（群杭効果）  
 ④地震時地盤変位が杭に与える影響  
提案手法では、相互作用毎に影響評価を行い、それらを重ね合わせ、全杭頭変位とラフ
ト変位が等しくなる荷重配分を求めるものである。なお、ラフトは剛体、地盤と杭は線形
弾性体（それぞれヤング係数 Es、Ep、ポアソン比νs、νp）とする。 
 提案手法では、ラフト底面摩擦の影響により杭が変位し、その杭の変位により他の杭が
受ける影響などの二次以下の相互作用や、ラフト底面摩擦による地盤変位分布が、杭が存
在することにより杭の存在を無視したものとは厳密には違った形状となるなどの影響につ
いては、無視することとした。パイルドラフトでは一般に杭間隔が広くとられるので、本
仮定による影響は小さいものと考えられる。以下各要因の評価法について述べる。 
 
 
図 3.2 考慮する相互作用 
 
3.2.1 ラフト底面摩擦が杭に与える影響 
 ラフト底面摩擦が杭に与える影響は、図 3.3 に示すようにラフト底面摩擦による各杭位
置の地盤変形を求め、これを地盤ばねを介して杭に作用させることで評価することとした。
具体的には以下の手順で求めた。  
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図 3.3 ラフト底面摩擦が杭に与える影響の評価方法 
 
(1) 単位水平荷重を受ける剛なラフトの底面摩擦分布の算定 
 図 3.4 に示すようにラフトをＭ×Ｎ個の要素（各要素の面積 SA）に分割する。ある要素
に水平荷重 Pi（ i=1～MN）が作用した場合の他の要素の変位δ j i を求める。δ j i の算出に当
たっては、Pi は要素面積 SA と等価な面積を有する半径ａ（=(SA/π )0.5）の円形等分布荷重
qi（＝Pi/SA）に置き直す。図 3.4 に示すように載荷域中心から距離ｒ、載荷方向とのなす
角θに位置する点の載荷方向水平変位は以下のように表せる 3.1）。  
 
 irji qI ⋅= θδ  (3.1) 
( ) ( ) ( ){ }θθπ νθ 22 sincos1 BABAEsaI sr −+++−=  (3.2) 
( ) ( )
( ) ( ) ( )
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ +−=
⎪⎭
⎪⎬
⎫
⎪⎩
⎪⎨
⎧
⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ +⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ +⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ −=
kK
a
rkE
a
rB
kK
a
r
a
rkE
a
r
a
r
r
a
A
s
s
112
2112
3 2
2
2
2
2
2
ν
ν
 (3.3) 
ここに  
  r ： i 要素中心から j 要素中心までの距離  
  θ  ： i 要素中心と j 要素中心を結ぶ線が載荷方向となす角  
  δ j i  ： i 要素の摩擦により j 要素に生じる変位  
  qi ： i 要素底面の摩擦抵抗（＝Pi／πa2）  
  Pi ： i 要素底面摩擦の合力  
  K(k)、E(k)：第１種、第２種完全楕円積分  
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 ただし、Pi による当該要素の変位δ i i については、ラフトが剛体であることを考慮して
要素中心 (r=0)における水平変位と載荷方向 r=a における水平変位の平均値を用いることと
した。  
 以上より、 j 要素の変位δ j は以下の式で表される。  
 
 ∑
=
⋅= MN
i A
i
jij S
P
1
δδ  (3.5) 
 
 
図 3.4 ラフトｉ要素に働く底面摩擦 qi によるラフト j 要素への影響 
 
 すべての要素の変位が等しい（δ 1=δ 2=･･=δ i=･･=δMN）という条件と全要素の荷重を
足しあわせたものが単位荷重となる条件（ΣPi=1）を用いて各要素に働く水平荷重 Pi を求
め、単位荷重を受ける剛なラフト底面の摩擦分布とする。同時に単位水平荷重を受けるラ
フトの水平変位 Rδ ,R が求まる。  
 
(2) ラフト底面摩擦による杭位置における地盤変位の深度方向分布の算出 
 (1)で求めた底面摩擦分布を用いて各杭位置における地盤の深度方向の水平変位分布を
求める。等分布円形水平荷重（半径 a、荷重度 q0）による任意の位置（ｒ ,θ ,ｚ）の載荷方
向水平変位δは以下の式で表される 3.1)。  
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ここに  
  r、θ、ｚ：変位を求めたい位置の円筒座標  
  （原点は載荷域中心、θは載荷方向からの角度）  
  Ｇ s：地盤のせん断弾性係数（＝Es/(2(1+ν s))）  
  Ｊ n：ｎ次のベッセル関数  
 
 式 (3.6)を用いてラフトの各要素の摩擦による杭の深度方向の変位を求め足しあわせれば、
ラフト底面摩擦による任意の点の地盤変位が求まる。しかし、式 (3.6)は複雑であり、毎回
式 (3.6)の計算を行うのは大変である。よって近似解法として以下の方法を用いた。  
 予備計算を行い、荷重を集中荷重として地盤変位を求めても誤差が小さいｚ /ａ＞5 の範
囲については、Cerruti の解 3.2)（半無限均質弾性体の表面に水平方向集中荷重が作用した
場合の地中応力、変位を与える解）を用いて変位を求める。  
 z/a≦5 の範囲においては、式 (3.6)は弾性論に基づいているので、 r=αa、 z=βa とおき、
C+D および C-D の値を予めいくつかのα、βの組み合わせについて離散的に求めておき、
３次のスプライン関数の２次元補間式を作成して補間することとした 3.3)。今回の検討では
α＝ r/a＝0～50 の範囲で 18 点、β＝ z/a＝0～5 の範囲で 21 点の計 378 点について値を計算
し、補間式を作成した。C、D の値は、地盤のポアソン比ν s には依存するが、弾性係数 Es
には依存しないので、ポアソン比が同じ地盤であれば補間式は弾性係数によらず使用でき
る。  
以上より、各ラフト要素中心と各杭の位置関係を r とθで表すことにより、ラフト底面
摩擦による各杭位置における水平変位の深度方向分布が求まる。  
 
(3)地盤変位による杭の変位 
 梁−ばねモデルを用いて、杭位置における地盤変位を、地盤ばねを介して杭に作用させ、
ラフトに単位荷重が作用した場合の各杭の変位を求める。地盤ばねを決めるために必要な
水平地盤反力係数 kh は、2 章で行った単杭の水平載荷試験の解析と岸田、中井 2.3)に基づき
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式 (3.11)を使用した。  
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Bk ν−=  (3.11) 
 ここに、B は杭幅、EP は杭の弾性係数、 IP は杭の断面 2 次モーメントを表す。  
 求まった各杭杭頭変位を Pδ K,R（K=1～NP（杭本数））とおく。  
 
3.2.2 杭がラフトに与える影響 
 杭頭に単位水平荷重を受ける杭の地盤反力分布を Chang の式 3.4)（半無限均質弾性体中に
ある無限長の弾性杭の杭頭に水平力が作用した場合の杭の応力と変形を与える式）もしく
は、前述の地盤ばねを用いた梁－ばねモデルを用いて求める。図 3.5 に示すように杭を鉛
直方向に m 個の要素に分割し、各要素に働く地盤反力を求める。地盤に作用する荷重（杭
が地盤を押す力）は、地盤反力と大きさが同じで、向きが反対であるから、各杭要素中心
にこの荷重を与えて、ラフト各要素の変位を Mindlin の解 3.5)（半無限均質弾性体中のある
点に作用する集中荷重により生じる任意の点の応力や変位を与える解）を用いて計算する。
ラフト各要素の変位が同一であること、ラフト要素の変位を同一にするために各ラフトの
底面に生じる摩擦ΔPj を全て足しあわせると０となるという条件を用いて、K 杭杭頭に単
位荷重が作用した際のラフトの変位δ R,Pi およびΔPj を求める。なお、ΔPj によるラフトの
変位は 3.2.1(1)と同じ方法により求めた。  
 
 
図 3.5 杭頭に単位荷重を受ける杭の変位によりラフトに生じる変位 
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3.2.3 杭が他の杭に与える影響 
 3.2.2 と同じく杭頭に単位荷重を受ける杭 (K 杭）の地盤反力を用いて、図 3.6 に示すよう
に他の杭（L 杭）位置における深度方向の地盤変位分布を Mindlin の解を用いて求める。
これを式 (3.11)の地盤ばねを介して杭に与え、杭の変位分布を求める。このときの L 杭杭
頭変位を Pδ L ,PK とする。当該杭（L=K の場合）の杭頭変位 Pδ K ,PK は Chang の式もしくは
梁−ばねモデルを用いることにより求まる。  
 
 
図 3.6 杭頭に単位荷重を受ける杭の変位により他の杭に生じる変位 
 
3.2.4 ラフトと杭の分担荷重の算定 
 水平荷重 PRQ を受けるパイルドラフト基礎（杭の本数 NP 本）において、ラフトの分担荷
重を RQ、各杭の杭頭荷重を PQK (K=1～NP)とすると、ラフトの変位 Ru と各杭頭の変位 PuK
は以下の式で表される。  
QQu R
N
K
RRKPPKRR
P ⋅+⋅= ∑
=1
,, δδ  (3.12) 
QQu RRKP
N
L
LPPLKPKP
P ⋅+⋅=∑
=
,
1
, δδ  (3.13) 
 
式 (3.12)、 (3.13)にラフト変位と全ての杭頭変位とが等しい条件、およびラフト負担荷重
と各杭頭せん断力の和が全載荷荷重に等しいという以下の条件を用いて、各杭頭荷重 PQK
とラフト負担荷重 RQ が求まる。  
 
PNPKPPR uuuu ⋅=⋅⋅=⋅=⋅⋅== 1  (3.14) 
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 (3.15) 
 
各分担荷重が求まることにより、各杭の変形および応力が求まる。  
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3.3 有限要素法による精度検証 
 
 提案手法による結果と３次元有限要素法（以後３次元 FEM もしくは単に FEM と記す）
による解析結果とを比較することで手法の精度検証を行い、その有効性を確認した。３次
元 FEM では、提案手法では無視した二次以下の相互作用などの影響も考慮されるため、解
析に用いた仮定の妥当性が検証できる。  
 
3.3.1 検証モデルと検証ケース 
 検証用のモデルは、一様な半無限地盤を対象とし、木田・土屋 3.6）の検討を参考にして
図 3.7 に示す解析モデルを設定した。  
 杭は直径Ｂ＝0.6ｍ、杭長：Ｌ＝15ｍのコンクリート杭とし、杭頭は剛なラフトに剛結さ
れているものとした。ラフトは水平のみに移動し、回転は起こさないものとした。検証は、
杭本数および杭と地盤の剛性比を変えて、表 3.1 に示す 4 ケースについて行った。杭と地
盤の剛性比 EP/Es＝8000 は、超軟弱粘土地盤、EP/Es=800 は N 値 15 前後の砂地盤に対応す
る。  
 
 
図 3.7 解析モデル 
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表 3.1 検証ケース 
ケース名  
ラフトの  
大きさ  (m) 
杭本数  
杭間隔  
s/B 
杭と地盤の剛性比  
EP/Es 
地盤剛性  
(MN/m2) 
 SP-8000 6×6 単杭  (10) 8000 2.57 
 SP-800 6×6 単杭  (10) 800 25.7 
 4P-8000 12×12 ２×２  10 8000 2.57 
 4P-800 12×12 ２×２  10 800 25.7 
※SP シリーズの杭間隔は、ラフトの大きさを決めるために使用  
 
 検証に用いた FEM モデルを４本群杭の場合を例として図 3.8 に示す。FEM による解析
は対称性を考慮して１／２の領域について実施した。なお、FEM 解析には汎用三次元有限
要素解析プログラムである SAP2000 の Ver.73.7)を用いた。  
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図 3.8 有限要素法による解析モデル 
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 FEM では半無限地盤は扱えないため、解析領域について予備解析を行い、更に解析領域
を広げても杭の変形や杭とラフトとの荷重分担に大きな差がでないことを確認し、水平方
向には杭中心より杭径の 50 倍、鉛直方向には杭長の 2 倍の 30m を確保した。  
 杭は図 3.8 内に示したように８角形のソリッド要素でモデル化した。ソリッド要素では
杭の応力は直接的には求まらないため、杭の中心軸の位置に、杭と同じ断面性能を有し、
剛性が杭の 1/1000 である梁要素を設置した。梁要素はせん断変形が考慮できる Timoshenko
梁とした。得られた梁要素の応力を 1000 倍することで杭の応力を求めることとした。解析
に先立ち片持ち梁において、ソリッド要素でモデル化した杭の変形およびその中心に設置
した梁要素に生じる応力が理論解とほぼ一致することを確認した。ラフトの剛性は剛とし、
水平のみに移動するものとした。地盤側方の境界条件は水平ローラーとした。  
 載荷は、ラフト中央の地表面位置にラフト面積×9.8kN/m2 の荷重を集中荷重として与え
た。  
 
3.3.2 解析結果 
(1) 地盤変形 
 パイルドラフト基礎の変位を算出する前に、ラフトのみが存在する条件において、提案
手法がラフト底面摩擦による地盤変形をどの程度表せているかを比較した。図 3.9 に
EP/Es=8000 の条件における地盤剛性に相当する Es=2.57MN/m2 の状態における SP-8000、
4P-8000 のケースの杭位置における地盤変位を比較したものを示す。提案手法では、6ｍ×
6m のラフトは 15×15 に、12m×12m のラフトは 20×20 の要素に分割して底面摩擦を求め、
地盤変位を計算した。  
提案手法は半無限地盤を仮定しているため、絶対変位量は G.L.-30m で変位が 0 となる
FEM とは異なったものとなる。このため、図 3.9 では杭の応力に影響する杭先端深度以浅
の変形分布を比較するため、G.L.-15m を基準とした相対変位として表した。  
提案手法は FEM に比べ地表面変位を約 7～9％大きく算出するものの、杭先端深度（GL 
-15m）以浅の地盤変位については、FEM の結果とほぼ等しい結果が得られた。  
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図 3.9 ラフト底面摩擦による杭位置の地盤変位比較 
 
(2) 杭の変形分布と曲げモーメント分布 
 図 3.10 に各ケースの杭の変形分布を、提案手法および FEM により求めたものを示す。
(1)の地盤変形で述べたように提案手法と FEM とでは絶対変位が異なるので、杭先端を基
準として示した。提案手法による杭変位は FEM による結果よりもやや変位を過大に評価す
る傾向があるものの変形形状はよく似ている。今回の解析ケースではいずれのケースにお
いても杭頭変位は提案手法のほうが大きくなったが、地盤が軟らかいほうが変位を過大評
価する傾向が強い。提案で変位が大きくなった理由としては、2 次以下の相互作用を無視
していることや、提案手法の方が FEM よりもラフト底面摩擦による地盤変形がやや大きく
算出されることなどが考えられる。  
94 
 図 3.11 に各ケースの杭の曲げモーメント分布を示す。杭頭変位をやや過大評価するため
か、提案手法による結果は、FEM の結果と比べ、杭頭曲げモーメントをわずかに大きめに
評価する。しかし、変位の差に比べると小さく、全体として両者は良く一致しているとい
える。  
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図 3.10 提案手法と FEM による杭の変位比較 
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(3) 杭の分担荷重 
 提案手法および FEM による１本当たりの杭負担荷重を比較したものを表 3.2 に示す。
FEM では、杭頭付近のせん断力分布にやや乱れがみられたので、杭頭から 0.5m の区間の
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図 3.11 提案手法と FEM による杭の曲げモーメント分布比較 
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平均せん断力を杭頭荷重とした。単杭、４本杭とも、地盤が軟らかいほうが、杭頭荷重は
大きくなる結果となった。提案手法は、FEM の結果と比較すると、やや大きめの杭頭荷重
を与える。これは、提案手法のほうが FEM と比べ、変位をやや大きめに評価することによ
るものと考えられる。  
 
表 3.2 手法毎の杭負担荷重比較 
手法  SP-8000 SP-800 4P-8000 4P-800 
FEM 82.0 36.8 102.9 47.0 
提案手法 90.7 39.7 109.8 48.1 
提案手法
/FEM 
1.106 1.079 1.067 1.023 
  (比率以外の項の単位は kN) 
 
 以上、提案手法と FEM を比較した結果、提案手法は、地盤が軟弱な場合に杭の変位をや
や過大評価する傾向があるものの、杭の応力については、よく一致しており、提案手法は
妥当であると判断できる。  
 
3.4 パイルドラフト基礎の杭応力の特徴 
 パイルドラフト基礎の杭に生じる応力の特徴を、ラフトが接地しない群杭基礎（以後自
立群杭と記す）の杭応力と比較することで考察する。  
 
3.4.1 解析モデルと解析ケース 
解析モデルを図 3.12 に、解析に用いた定数を表 3.3 に示す。基礎形式は、パイルドラフ
ト基礎および自立群杭の 2 種類とした。自立群杭は、ラフトが地表面に接しない以外はパ
イルドラフト基礎と同じ条件である。杭は直径 60cm、長さ 15m の PHC 杭Ａ種として定数
を設定し、杭頭はラフトに剛結し、ラフトは回転を生じず、水平にのみ移動するものとし
た。杭本数は単杭、および正方形配列の 3×3、5×5、7×7 本杭の４ケースとし、杭間隔 s
は杭径 B の 2、3、5、10 倍の 4 ケースとした。地盤は半無限線形弾性体とし、地盤剛性 Es
は 4.9×105（kN/m2）を基本として、7×7 本群杭のみ、その 1/10 の剛性の地盤（以後地盤
軟と記す）についても解析を行った。基礎に加える水平荷重は、ラフト面積×9.8kN/m2 と
した。杭間隔が等しい条件では杭１本当たりの載荷荷重は等しくなる。  
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図 3.12 解析モデル 
 
表 3.3 解析に用いた定数 
 項 目  定 数  
径 B 0.6 m 
断面積 AP 0.1481 m2 
断面二次モーメント IP 4.962×10-3 m4 
弾性係数 EP 34.3×107 kN/m2 
ポアソン比 ν P 0.167 
長さ L 15 m 
杭  
杭間隔比 s/B 2,3,5,10 
弾性係数 Es  
 （地盤軟）
4.9×105 kN/m2 
4.9×104 kN/m2 
地
盤  
ポアソン比 ν s 0.333 
 
3.4.2 解析結果 
(1)杭頭変位および杭頭曲げモーメント 
 杭間隔、杭本数を変えた場合のパイルドラフト基礎と自立群杭の杭頭変位（＝ラフト変
位）、および隅杭の杭頭曲げモーメントの変化を比較したものを図 3.13、3.14 に示す。両
図ともラフトが地表に接しない単杭の杭頭変位、杭頭曲げモーメントで除して正規化した。 
杭本数の増加により、いずれの条件においても杭頭変位、杭頭曲げモーメントとも増加
している。杭間隔の狭いものほど変位、曲げモーメントの増加量が大きい。また、変位の
ほうが曲げモーメントよりも大きな増加を示している。これは、群杭効果は、杭間隔が狭
いほど強くなること、また、群杭効果により、杭先端における水平変位も増加すると考え
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られるが、杭が全長に渡って変位することは、地盤と杭との相対変位を小さくすることと
なり、杭の応力を減じる効果がある。このことから、曲げモーメントの増加率が変位より
も小さくなる結果となったものと考えられる。  
基礎形式の違いによる差を見てみると、パイルドラフト基礎は、群杭基礎よりも変位、
曲げモーメントとも小さくなっているが、その割合は杭間隔の広いケースほど顕著である。
杭間隔の狭い s=2B では変位、曲げモーメントとも群杭基礎の場合とほとんど変わってお
らず、ラフト底面摩擦の影響が小さいことがわかる。自立群杭とパイルドラフトの差は、
変位よりも曲げモーメントのほうでより顕著である。  
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図 3.13 杭本数、杭間隔の違いによる杭頭変位の変化 
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図 3.14 杭本数、杭間隔の違いによる杭頭曲げモーメントの変化 
 
(2)ラフトと杭の荷重負担率 
 図 3.15 にパイルドラフト基礎において載荷荷重のうちラフト底面摩擦が負担する割合
を示す。杭間隔が狭くなるとラフトの荷重負担率は急激に小さくなる。例えば、杭間隔 10B
では荷重の 9 割近くがラフト底面摩擦で負担されるが、2B では 2 割程度となり、杭間隔の
狭い場合は、ラフトの接地効果が非常に小さくなることがわかる。これは、以下の 3 つの
理由が考えられる。  
①杭間隔が狭くなることにより、杭１本当たりのラフト面積が小さくなる。このため、相
対的に杭の負担率が増える。  
②今回の例では、杭間隔を狭くすることにより、ラフト面積が小さくなる。5×5 本杭の場
合、s=10B のラフトは一辺 30m であるが、s=2B の場合は 6m しかない。杭長に比してラ
フトが大きい場合は、ラフト底面摩擦により杭先端もある程度変位するが、ラフトが小
さくなると、ラフト底面摩擦の影響が地盤の深部へ及ばなくなり、杭先端付近の地盤は
不動に近い状態となる。結果、杭の変形量が大きくなり、杭の負担荷重が増加する。  
③杭間隔が狭いと群杭効果が強くなり、杭に囲まれた土がブロックのように杭とともに移
動する傾向が強くなる。このため、ラフト底面と地表面との間の相対変位が小さくなり、
ラフト底面摩擦が発揮されにくくなる。  
一方、同じ杭間隔であれば杭本数の増加によるラフトの荷重負担率の変化は非常に小さ
い結果となった。  
地盤剛性について見ると、地盤剛性が荷重負担率に与える影響は大きく、地盤が軟らか
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いケースはラフトの荷重負担率が 20～50％も低下している。これは、地盤が軟らかくなる
と、ラフトは地盤剛性が低下した分だけ変位を生じようとするのに対し、杭は、変位する
ためには杭の変形を増す必要があり、その分の荷重を必要とするからである。  
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図 3.15 杭間隔、杭本数の違いによるラフト荷重負担率の推移 
 
(3)杭の変位、曲げモーメント分布に及ぼす相互作用の影響 
 図 3.16 に杭間隔 5B、7×7 本杭のパイルドラフト基礎、自立群杭における隅杭の変位お
よび曲げモーメントの深度方向分布を示す。同図には、変位および曲げモーメントの要因
別の分布図を併せて示した。杭の全変位についてみると今回の解析事例では、パイルドラ
フト基礎と自立群杭基礎の杭応力の違いは杭頭部付近を除き小さく、変形形状としては似
たものとなった。要因別に見ると、パイルドラフトではラフト底面摩擦に起因する変位が
杭頭変位の約半分を占めている。杭頭せん断力による変位と他杭からの変位は、杭頭変位
に及ぼす影響はほぼ同じ程度であったが、前者の変位が杭頭付近に限られているのに対し、
後者は杭全長に渡って生じている。一方、自立群杭基礎では、杭頭付近を除けば、他杭よ
りの影響に起因する変位が全てであり、杭頭部においても他杭よりの影響に起因する変位
は、当該杭の杭頭せん断力に起因する変位よりも大きい結果となった。  
一方、杭頭曲げモーメントについてみると、パイルドラフト基礎では図 3.15 に示したよ
うに荷重の 60％強がラフト底面摩擦で支持されるため、杭頭曲げモーメントは、自立群杭
よりもずっと小さくなっている。しかし、杭頭荷重が自立群杭の 4 割なのに対し、杭頭曲
げモーメントは自立群杭の 6 割程度と、杭頭せん断力の比よりも大きな曲げモーメントを
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生じている。パイルドラフト基礎においては、ラフト底面摩擦によっても杭頭曲げモーメ
ントの約 1/4 が生じており、パイルドラフト基礎の杭応力を求める際には、単にラフトと
杭との荷重分担を求めるだけではなく、相互作用を考慮に入れることが重要であることが
わかる。パイルドラフト基礎、自立群杭とも、他杭からの影響は、変位を増加させる効果
はあるが、杭の応力にはほとんど寄与しないことがわかる。  
3.4.2(1)でも述べたが、パイルドラフト基礎の杭の本数増による曲げモーメントの増加が、
変位のそれより小さかった理由としては、杭の本数増により、ラフトや他杭からの影響と
いった杭に曲げモーメントをあまり生じさせない変位成分が顕著に増加するためであると
いえる。  
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図 3.16 パイルドラフト基礎、自立群杭の変位、曲げモーメントの要因 
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(4)杭位置の違いによる負担荷重の差 
 杭位置による荷重分担の違いを見るため、7×7 本杭における隅杭と中央杭の杭頭荷重を
平均杭負担荷重（＝杭で負担される全荷重／杭本数）で除した比を図 3.17 に示す。杭間隔
が広くなるほど群杭効果は小さくなるため、隅杭、中央杭とも値は１に近づくが、パイル
ドラフトのほうが群杭基礎よりも隅杭と中央杭との負担荷重の差が大きい。これは、パイ
ルドラフトではラフト底面摩擦により生じる地盤変位が隅へ行くほど小さくなるため、群
杭効果のほかに、ラフトに対する杭の位置の効果が付加されるためと考えられる。  
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図 3.17 杭間隔の違いによる隅杭、中央杭の荷重負担率の推移 
（7×7 本杭） 
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3.5 まとめ 
 第 3 章では、パイルドラフト基礎の弾性解析手法を提案し、その精度を有限要素法の解
析結果と比較することで検証した。本章の内容と結論は以下のとおりである。  
1)提案手法と三次元有限要素法による解析結果とを比較することにより、提案手法によっ
て杭とラフトの荷重分担や杭応力を適切に表せることを確認した。  
2)パイルドラフト基礎では、ラフト底面摩擦が変位や杭の曲げモーメント分布に及ぼす影
響は大きく、今回の例では、杭頭変位の 50%、杭頭曲げモーメントの約 25%がラフト底
面摩擦に起因するものであった。  
3)以上のことから、パイルドラフト基礎の杭応力を評価するためには、単にラフトと杭と
の荷重分担を求めるだけでは不十分であり、ラフト－地盤－杭間の相互作用を適切に考
慮する必要がある。  
4)パイルドラフト基礎において、杭間隔が小さくなると、ラフトの水平荷重負担率が急激
に小さくなる。  
5)地盤剛性が小さくなると、ラフトの水平荷重負担率が小さくなる。  
6)パイルドラフト基礎では、通常の群杭効果の他に、ラフト底面摩擦が杭に与える影響が
杭位置により異なる効果があるため、群杭基礎よりも杭位置による負担荷重の違いが大
きくなる。  
 
参考文献 
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集，Vol.22，No.119，1956 
3.2) Love, A. E. H. : A Treatise on the Mathematical Theory of Elasticity, 4th ed. Dover, New 
York, 1944 
3.3) 市田浩三・吉本富士市：スプライン関数とその応用，教育出版，1979 
3.4) 日本建築学会：建築基礎構造設計指針，pp.269-270，2001 
3.5) Mindlin, R. D. : Force at a Point in the Interior of a Semi-Infinite Solid, Physics, Vol.7, 1936 
3.6) 木田和宜・土屋勉：水平荷重が作用するパイルドラフトの解析的研究，日本建築学会
大会学術講演梗概集，B-1，pp.553-554，1997 
3.7) 構造解析オブジェクト編：SAP2000 マニュアル  
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第４章 非線形解析手法 
 
4.1 はじめに 
本章では、前章で提案した水平力を受けるパイルドラフト基礎の評価手法を拡張し、地
盤の非線形性、ラフトの接地効果等の考慮を追加した実用的な解析手法を提案する。提案
手法による結果を 2 章で述べた遠心模型実験結果と比較し、提案手法の妥当性を検証し、
相互作用やラフト接地効果がパイルドラフト基礎の挙動に与える影響を明らかにする。  
非線形解析手法で新たに追加した項目は、以下の７項目である。  
・多層地盤への対応  
・地盤剛性の応力および歪み依存性の考慮  
・杭の水平地盤反力の非線形の考慮  
・ラフト接地圧による地盤剛性の変化の考慮  
・ラフト底面と地表面とのすべりの考慮  
・ラフトが地盤の鉛直移動を拘束することによる杭周辺地盤の破壊パターンの変化  
・曲げモーメントによるラフトの回転への対応（回転に伴い接地圧分布が変化する影
響の考慮を含む）  
以下、本章の構成を示す。  
4.2 節では提案する非線形解析手法について、線形解析からの変更点を説明する。  
4.3 節では、遠心模型実験のうち、静的載荷実験結果と提案手法による結果との比較を
行い、手法の妥当性を検証すると共に、ラフトの接地効果の影響等について考察を行う。  
4.4 節では、同じく、振動実験結果との比較を行い、地震時地盤変位が存在する場合の
適用性について考察を行う。  
4.5 節はこれらをまとめて、本章の総括を行っている。  
 
4.2 非線形解析手法の概要 
 提案する手法は、線形の場合と同じく、パイルドラフト基礎に作用する水平荷重を、ラ
フトの底面摩擦で負担する分と、杭頭荷重（杭頭せん断力）として杭が負担する分に分け、
3.2 に示した相互作用とラフトが接地する効果を評価して、ラフト変位と各杭頭変位が等
しくなるような荷重配分を計算するものである。 
非線形問題では、線形問題と異なり重ね合わせ法が適用できない。このため、以下に示
す仮定を設け、まずラフトの水平荷重負担率を仮定し、パイルドラフト基礎に作用する水
平荷重をラフト負担荷重 RQ と、杭負担荷重 PQ に分ける。ラフト負担荷重 RQ、杭負担荷重
PQ、建物慣性力による曲げモーメント PRM が作用した場合のラフトの変位と杭の変位を求め、
両者が等しくなるラフトの荷重負担率を繰り返し計算により求める手法とした。 
解析にあたっては以下の仮定を設けた。 
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①パイルドラフト基礎は NP本の線形弾性体の杭と、剛なラフトよりなる。 
②杭の変形により剛性が低下する地盤の範囲は、杭近傍に限られるものとし、ラフト下の
地盤の剛性低下は、ラフト底面摩擦と地震時地盤変位のみにより生じる。 
③ラフト底面摩擦による地盤剛性の変化は、ラフトと地表面が接している部分の中心直下
の地盤のせん断ひずみで代表して表せるものとし、水平方向には同じ剛性の層が連続す
るものとする。 
④地盤剛性が変化しても、地盤の応力状態は変化しないものとする。つまり、多層地盤の
地中応力は、均質な地盤の応力状態で表せるものとする。 
⑤杭近傍地盤の変位−剛性低下関係は、ラフト底面摩擦による地盤剛性の変化に影響を受け
ないものとする。これは、一般にラフト底面摩擦によるせん断歪みよりも、杭周辺地盤
のほうが歪みが大きく、剛性低下も顕著であることを考慮したものである。ただし、地
震時地盤変位による剛性低下は、杭の変位とは別個に生じるものであり、液状化など極
端に剛性が低下することも考えられるため、地震時地盤変位による剛性低下は杭周辺地
盤の初期剛性の低下として見込むこととする。 
⑥底面摩擦や杭の変位などにより、地中のある地点に生じる地盤変位は、地盤の等価剛性
を用いることにより Mindlin 解などの弾性解で表せるものとする。 
 
 提案手法では、曲げモーメントによるラフトの回転を考慮したことにより、接地圧分布
は載荷に伴い変化する。砂地盤では、ラフト底面摩擦の極限値は、接地圧に依存するため、
ラフト分担荷重 RQ のみからラフト底面の摩擦分布を算出することはできない。このため、
荷重を微小な値に分割して載荷するステップ解析を行うこととした。解析手順の概要は以
下のとおりである。  
(ⅰ )パイルドラフト基礎に載荷される水平荷重 PRQT、上部構造よりラフトに加わる曲げモ
ーメント PRMT を N ステップに分割する。  
(ⅱ )初期接地圧分布を設定する。  
(ⅲ )ｉステップ（ i=1～N）の載荷荷重、曲げモーメントを PRQ＝ PRQT*i/N、 PRM＝ PRMT*i/N
とする。  
(ⅳ )ラフトと杭の荷重負担率を仮定し、 PRQ をラフト負担荷重 RQ と杭負担荷重 PQ に分割
する。RQ が作用した際のラフト底面摩擦分布を、接地圧分布を考慮して求める。この摩
擦分布を用いて、ラフト底面摩擦による地盤の剛性低下を地震時地盤変位や接地圧の効
果も考慮して求める。  
(ⅴ )(ⅳ )で求めた地盤の深度方向の剛性分布を用いて、 RQ によるラフト変位と、ラフト底
面摩擦による各杭位置の地盤変位とを求める。  
(ⅵ )杭とその近傍地盤を図 4.1 に示すような杭頭を繋いだ梁−ばねモデルで表し、杭負担荷
重 PQ、上部構造よりの曲げモーメント PRM を載荷し、ラフト底面摩擦による影響、お
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よび他杭からの影響、ラフトの回転を考慮して、杭頭変位と回転角を繰返し収束計算に
より求める。また、杭の地盤ばねの反力を用いて、杭からラフトへの影響を求め、地震
時地表面変位および (v)で求めたラフト変位と足し合わせ、相互作用を考慮したラフト変
位を算出する。  
(ⅶ )算出された杭頭変位とラフト変位が等しいかを確認する。等しくない場合は、ラフト
と杭の荷重負担率を変えて再計算を行う。  
(ⅷ )収束した計算結果からラフトの接地圧分布を求め、次ステップの初期接地圧分布とし、
(ⅲ )～ (ⅶ )の解析を繰り返す。  
 
 
図 4.1 杭の梁－ばねモデルの模式図 
 
以下、解析手法について詳述する。 
 
4.2.1 ラフトの接地圧による地盤剛性の変化 
地盤は、水平な n 層からなるものとし、各層の初期地盤剛性を Efi（ i=1～n）とおく。最
下層は地盤変形が 0 となる基盤層とする。各層のせん断歪みによる剛性低下率曲線を定め
ておく。地震時地盤変位を考慮する場合は、等価線形化解析により自由地盤における各層
境 zi（ zi は i 層下端深度）における地震時地盤変位 sδ(zi),g（i=0～n）と各層の有効せん断歪みγi,g
を求める。 
パイルドラフト基礎では、鉛直荷重は、杭の鉛直支持力とラフトの接地圧で負担される。
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砂地盤の場合、地盤の剛性は拘束圧に依存するため、接地圧による地盤剛性の変化を考慮
する必要がある。ラフト中央直下における各層の接地圧を考慮した初期地盤剛性を (Ei)0 を
以下のように求める。 
 
( )
5.0
'
0
''
0
0 ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ ∆+=
iv
viiv
fii EE σ
σσ  (4.1) 
 
ここに、σ’v0iは、自然地盤における各層中心深度の初期鉛直有効応力、Δσ’viは、各層中心深度にお
ける接地圧による鉛直有効応力増分を表す。 
 粘性土地盤の場合、接地圧による圧密が生じない限り、 (Ei)0＝Efi とする。  
 
4.2.2 ラフト底面摩擦による地盤剛性の変化 
ラフトと杭の水平荷重負担率を仮定し、パイルドラフト基礎に作用する水平力 PRQ をラフト負担荷
重 RQ と杭負担荷重 PQ に分割する。ラフト下の地盤剛性の変化は、ラフト底面摩擦と地震時地盤
変位により生じるとの仮定から、ラフト負担荷重 RQ 作用時のラフト中心直下の地盤剛性を求める。 
地盤を任意の剛性 Eeを有する半無限均質弾性地盤と仮定したときの、ラフト負担荷重 RQ によるラ
フト底面摩擦分布とラフト中央直下における水平地盤変位 sδ(zi)eを、線形解析の場合と同様の手法によ
り求める（3.2.1 参照）。各層が初期剛性(Ei)0 の非線形地盤の場合、RQ が作用することにより、各層に
生じる平均せん断歪みは、地震時地盤変位による歪みを考慮して、図 4.2 に示すように次式で与えられ
る。 
 
( ) ( )
( ) ( )( ) ( ) giiieezsezs
giRii
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+=
−
 (4.2) 
 
ここに、(γi)1 は、i 層に生じる平均せん断歪み、(γi,R)1は、ラフト底面摩擦により i 層に生じる平均せ
ん断歪み、zi は、i 層下面深度、sδ(z i )e は、地盤剛性 Ee の半無限均質弾性地盤において、RQ に
よりラフト中央直下深さ zi に生じる地盤の水平変位、hi は、 i 層の層厚である。なお、( )の後
ろの添え字の数字は、繰り返し収束計算における繰り返し回数を表す。 
図 4.2 に示すように各層のせん断歪みによる地盤の剛性低下曲線から (γi)1に対応する地盤
の弾性係数 (Ei)１が求まる。  
 地盤剛性が変化しても地盤の応力状態は変わらないとの仮定により、地盤の弾性係数が
(Ei)0 から (Ei)１に低下したことにより、 i 層のせん断ひずみ (γi)2 は式 (4.3)のように式 (4.2)の
(Ei)0 を (Ei)１に変えた分だけ増加する。  
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せん断歪みが一定値になるまで、繰り返し収束計算を行うことにより、地震時地盤変位
とラフトに水平荷重 RQ が作用した場合の i 層の弾性係数 Ei が求める。  
 
 
 
図 4.2 ラフト底面摩擦による地盤剛性の変化 
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4.2.3 ラフト底面摩擦分布の算定 
 4.2.2 で使用したラフト底面摩擦分布は、半無限均一弾性地盤上に剛なラフトが存在する
場合の分布であり、深度方向に剛性が変化する地盤上に剛なラフトが存在する場合の分布
とは多少異なる。杭の変位、応力分布には、ラフト底面摩擦による地盤変位の影響が大き
いので、層状地盤上の剛なラフトに水平荷重 RQ が作用した場合のラフト底面摩擦分布を
以下のように求める。 
図 4.3 に示すように、ラフトを MR 個の要素に分割する。地盤を弾性係数 Ee、ポアソン比
ν s の半無限均質弾性地盤として、3.2.1 に示した弾性解析と同じく、ラフトの任意の要素
t に単位底面摩擦力が作用した場合における他のラフト要素 s の中心直下の深度 zi に対する
変位影響係数 Is (z i ) , t を式 (3.6)～式 (3.10)に示した牟岐の式 3.1)を用いて求める（図 4.3 参照）。
変位影響係数 Is (z i ) , t は、式 (3.6)のδを要素 t に作用する底面摩擦力 Pt で除して得られる。  
 
 
 
図 4.3 ラフト底面摩擦による他の要素直下の地盤への変位影響 
 
RQ によるラフト要素 s 直下の地表面変位 sδs(z0)は、図 4.4 に示すように RQ により地盤剛性
Ee の半無限均質弾性地盤各層に生じるせん断変形を、地盤の弾性係数比倍（Ee/Ei）して、
全層分足し合わせたものとなる。よって sδs(z0)は、以下の式で与えられる。  
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ここに、Is(zi),t は、ラフト要素 t に作用する摩擦力の要素 s 直下の深さ ziへの変位影響係数であり、
式(3.6)のδと等しい。また、上式において底面摩擦力 Ptは、底面摩擦の限界として以下の条件がある。 
第１層が砂地盤の場合 
Att SvP ⋅⋅≤ µ  (4.5) 
 
第１層が粘性土地盤の場合 
Aut SCP ⋅≤  (4.6) 
 
ここに、µ は地表面とラフトの間の摩擦係数、vtはラフト t 要素に作用する接地圧、SAは t 要素の面
積、Cuは粘性土の非排水せん断強度である。  
 
 
図 4.4 ラフト各要素下の地表面変位の求め方 
 
 ラフトは剛であるので、ラフト要素の底面摩擦が極限に達し、地表面との間で滑りを生じるまで
は、各要素直下の地表面変位は等しいことから、  
 
)()( 00 zz st δδ =  (4.7) 
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 ここに、 t、 s は地表面との間で滑りを生じていない任意のラフト要素  
また、各要素に作用する底面摩擦力の総和はラフト負担荷重に等しい。 
 
∑
=
=R
M
t
Rt QP
1
 (4.8) 
 
式(4.4)～式(4.8)により、層状地盤上に剛なラフトが存在する場合のラフトの底面摩擦分布 Pt（t=1～MR）
が求まる。 
 
4.2.4 ラフト変位の算定 
(1)ラフト負担荷重によるラフトの変位 
ラフト負担荷重 RQ によるラフト変位 Rδ,Rは、4.2.3 で求めた滑りを生じていない任意のラフト要素 t
直下の地表面変位として次式で表される。 
 
( )0, ztsRR δδ =  (4.9) 
 
(2)杭－地盤－ラフトの相互作用によるラフト変位 
線形解析の 3.2.2 で述べたように、杭頭にせん断力を受ける杭が変位する際、杭が地盤を押す力によ
り、ラフトや他の杭へも影響を与える。図 4.5 は、杭－地盤－ラフト間および杭－地盤－杭間の相互作
用を示す。杭が地盤を押す力により任意のラフト要素直下の地表面に生じる変位は次式で表される。 
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ji zLP
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j
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= =
δ  (4.10) 
 
ここに、PFL(zj) は、L 杭の深度 zj において杭が地盤を押す力（=－地盤反力）。Rδs,L(zj)は、PFL(zj)により、
ラフト要素 s 中央直下の地表面に生じる変位。I’s,L(zj)は、L 杭深度 zｊに作用する力によるラフト要素 s
中央直下の地表面への等価変位影響係数。m は、杭先端までの地層数である。 
等価変位影響係数 I’s,L(zj) は、Poulos の提案 4.1)に倣い、Mindlin の第２解に次式で表される等価地盤
剛性 E1j を用いて求める。 
 
( )( ) 4/2 111 +++= jjj EEEE  (4.11) 
 
ラフトは剛であるため、杭－地盤－ラフトの相互作用によるラフト変位 Rδ,P は、ラフトと地表面の
間で滑りを生じていない各ラフト要素直下の地表面変位 Rδs,L(zj).の平均とした。よって RδPは、次式で表
される。 
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ここに、MR’ は、ラフト－地表面間で滑りを生じていないラフト要素数である。 
ラフトに生じる水平変位は、式(4.9)と式(4.12)および地震時地表面変位の和として次式で表される。 
 
PRRRgzR ,,),( 0 δδδδ ++=  (4.13) 
 
ラフト底面摩擦が全面にわたって極限に達し、地表面との間で完全に滑りを生じた後は、ラフトの
水平変位は後述の各杭頭変位と等しいものとして得られる。 
 
 
図 4.5 杭が地盤を押す力によるラフト、他杭への影響 
 
 
4.2.5 杭位置における地盤変位 
 杭の変位は、図 4.1 に示したように、杭と周辺地盤を梁－ばねモデル（ばねは非線形ばね）で表し、
各杭の杭頭変位、杭頭回転角が同一となる拘束条件を与えたモデルに、杭負担荷重、建物慣性力によ
る曲げモーメント、地震時地盤変位および相互作用により杭位置の地盤に生じる水平変位を、杭に作
用させることで求める。各相互作用により杭に生じる地盤変位の算出方法を以下に示す。 
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(1)ラフト底面摩擦による変位 
4.2.3 で求めた底面摩擦分布を用いて、RQ による各杭位置に生じる地盤変位は、図 4.4 で示した手法
と同様に次式で表される。 
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1∑= ⎟⎠⎞⎜⎝⎛ −= −δ  (4.14) 
 
ここに、PδK(zi),R は、ラフト底面摩擦により K 杭位置、深さ ziに生じる水平地盤変位、IK(zi),tは、地盤剛
性 Eeを有する半無限均質地盤においてラフト底面摩擦力 Ptによる K 杭位置、深さ ziに対する変位影響
係数である。 
 
(2)他杭からの影響による変位 
他の杭からの影響（群杭効果）により、K 杭位置に生じる地盤変位は次式で表される。 
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ただし、 )( KL ≠  
 
ここに PδK(zi),P は、他杭からの影響により K 杭位置の深度 ziに生じる地盤の水平変位、I’K(zi),L(zj) は L 杭
の深度 zjに作用する力による K 杭位置の深度 ziにおける等価変位影響係数。等価変位影響係数は、式
(4.11)と同様に等価地盤剛性 Eij の考え方を用いて求める(図 4.5 参照)。 
 
( ) ( )( ) 4/11 ++ +++= jjiiij EEEEE  (4.16) 
 
式(4.14)と式(4.15)および地震時地盤変位より、各杭位置に生じる水平地盤変位は次式で表される。 
 
PzKPRzKPgzszKP iiii ),(),(),()(
δδδδ ++=  (4.17) 
 
ここにＰδK(zi) は、K 杭位置、深度 ziにおける水平地盤変位を表す。 
 
4.2.6 杭頭変位の計算 
 杭の変位は、前述の図 4.1 に示した梁－ばねモデルを用いて計算する。杭近傍地盤の地盤剛性は、非
線形地盤ばねで表す。仮定した杭負担荷重 PQ と PRM および PδK(zi)を非線形地盤ばねを介して杭に作用
させることで、杭の変位分布を求める。 
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非線形地盤ばねは、既往の実大杭の水平載荷試験結果から水平地盤反力係数 kh が変位の
-0.5 乗に比例するもの 4.2)とし、接地圧の影響とラフトが接地することによる杭の極限地盤
反力の変化を考慮する。杭の水平地盤反力係数 kh は図 4.6 に示すように式 (4.18)で与えられ
る。   
( ) 5.000 / −= yykk hh  (4.18) 
 （ただし、 kh≦ kh0）  
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η=y  (4.20) 
 
ここに、 kh0 は、初期水平地盤反力係数で、岸田・中井 4.3)に基づき式 (4.19)で与えられる。
B は杭径、EPIP は杭の曲げ剛性、Ei ,K は、K 杭位置 i 層の地盤ばね算定用の地盤の初期剛性
である。Ei ,K は、自由地盤の初期地盤剛性 Efi に、接地圧による杭位置における拘束圧の増
加の影響と地震時地盤変位の影響を考慮した値であり、次式で表される。  
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σ ’v0 i は、自然地盤における各層中心深度の初期鉛直有効応力、Δσ’viKは、K 杭位置の i 層中心深度
における接地圧による有効応力増分、ρi は、地震時地盤変位に対応する有効せん断歪みによる剛性低
下を考慮したｉ層の剛性の初期地盤剛性に対する比を表す。 
y0（単位 m）は、kh≦ kh0 の条件より、kh=kh0 とする変位の最大値で式 (4.20）で表される。
式 (4.20)におけるηは、地表面の拘束がない地盤に設置された杭における水平地盤反力係数
の剛性低下を表す係数であり、水平変位 1cm 時の水平地盤反力係数が初期水平地盤反力係
数 kh0 の 1/ηになることを表す（図 4.6 点線）。  
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図 4.6 杭の水平地盤反力の変化 
 
ラフトが接地することによる影響は、以下のように考慮した。地表面が拘束されていな
い通常の杭が水平力を受けると、図 4.7 に示すように、地表面付近では、上載圧が小さい
ため地盤は、杭の前方および上方に向かう動きを示すが、ある程度深いところでは、土の
上載効果のために水平方向のみに動くと考えられる。このため、図に示したように地表面
に近いⅠ領域と深いⅡ領域ではそれぞれ異なった極限地盤反力を取る。岸田、中井 4.3)によ
れば、Ⅰ領域は杭前面の土のクサビが押し上げられる抵抗で、Ⅱ領域は２次元問題の解と
して極限地盤反力が与えられ、砂地盤の場合、以下の値を提案している。  
 
 
( ) ( )
( ) ⎭⎬
⎫⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ⋅+−+−
−⋅+
⎩⎨
⎧ ⋅−
⋅=
21
2
2
1220
2
20
1
tantan1
tan
tan
tansintantan
tan
sintan
ααφα
α
ααφαφα
αφγ
B
zK
B
zK
B
zKzp
A
y
 (4.22) 
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 ここに、py1，py2 は、Ⅰ領域、Ⅱ領域の極限地盤反力、z は深さ、γは土の単位体積重量、
K0 は静止土圧係数、KA は Rankine の主働土圧係数、φは砂の内部摩擦角、α 1、α 2 はクサ
ビの水平および鉛直角度を表す。砂地盤の場合、クサビの角度α１、α２は、次式で表され
る。  
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φπαφα +==   (4.25) 
 
ラフトが接地することにより、地表面付近の土は、図 4.8 のように上方に移動すること
ができず、結果、深度によらずⅡ領域の値 py2 をとるものと考えられる。初期剛性は変わ
らず、極限地盤反力のみλ（=py2/py1）倍に変化する。λは、深度により異なる値をとる。 
 
 
 
図 4.7 杭周辺地盤の動きと極限地盤反力係数（地表面非拘束の場合） 
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図 4.8 杭周辺地盤の動きと極限地盤反力係数（ラフトが接地する場合） 
 
この場合の地盤反力－変位関係は、もとの地盤反力－変位関係を、図 4.6 太実線に示す
ように原点を中心に相似形にλ倍拡大したもので与えることとし、式 (4.20)の代わりに式
(4.21)を用いることで表せる。これにより、変位 1cm の時の水平地盤反力の低下率は  
λ 0.5／ηとなる。  
 
20
01.0
η
λ=y  (4.21) 
 
4.2.4、4.2.5 で述べた杭が地盤を押す力 PFK(zi) は、梁ばねモデルの地盤ばね力として得られる。 
 
4.2.7 曲げモーメントによるラフトの回転 
地震時のパイルドラフト基礎のラフトには、水平力のみでなく、上部構造の慣性力によ
る曲げモーメントや、杭頭曲げモーメントが作用する。  
 図 4.1 の模式図で示した回転バネは、ラフトに作用する曲げモーメントの釣り合いを表
し、図 4.9 に示す以下の外力を考慮した。  
 ①上部構造の慣性力に起因する曲げモーメント  PRM 
 ②各杭頭に生じる曲げモーメント  
 ③ラフトの回転に伴うラフトの接地圧の大きさ、分布の変化によるもの  
 ④ラフトの回転に伴う杭軸力の変化によるもの  
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 ⑤杭が地盤を押す力（＝－水平地盤反力）によりラフト底面に作用する鉛直力によるも
の  
 
⑤に関しては、前述のように杭前面の土は、上方へ移動しようとするのをラフトが押さ
えることから、その反力に相当する力がラフトに作用することを考慮したものであり、次
式で与えられる 4.4）。  
 
⎥⎥⎦
⎤
⎢⎢⎣
⎡ −−−
⋅−= 5
1
2
3
1
)( 321
)1(8 R
z
R
xF is
s
zKP
z
i ν
νπσ  (4.22) 
222
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図 4.9 ラフトに作用する曲げモーメントと 
鉛直地盤ばね、杭の軸方向ばねの性状 
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ここに、x､y は、杭の平面位置を原点としたラフト各点の座標である。  
⑤によりラフトに加わる力の大きさは、ラフト各要素の鉛直変位により変化するので、
杭が地盤を水平に押す力によるラフト底面位置の鉛直応力を弾性理論で求め、これをラフ
トの鉛直地盤反力係数で除して応答変位として与えることとした。  
ラフトの鉛直地盤ばねおよび杭の軸方向ばねは図 4.9 に示すようにモデル化し、常時の
構造物荷重が作用した状態（図中●で示した位置）を初期状態として計算する。杭に関し
ては、常時荷重作用下で極限支持力が発揮されているものと仮定した。図中 kRL、kRU は、
ラフトの載荷時および除荷時の鉛直地盤反力係数を、 kPV は杭の鉛直ばね剛性を表す。  
①～⑤の力と曲げモーメントの釣り合いより、ラフト中心の鉛直変位δ VR とラフトの回
転角θ R が求まる。  
 このときの接地圧分布は、ラフトの鉛直ばねの反力として与えられる。  
 
4.2.8 ステップ解析 
 本節の冒頭で述べたように、提案手法では、曲げモーメントによるラフトの回転を考慮
したことにより、接地圧分布が載荷に伴い変化する。砂地盤では、ラフト底面摩擦の極限
値は、接地圧に依存するため、ラフト分担荷重 RQ のみからラフト直下の地盤の剛性を算
出することはできないことから、ステップ解析を行い、前ステップ解析により求まった接
地圧分布を次ステップの底面摩擦分布を決めるための接地圧分布として用いることとし
た。ステップ解析の手法は、増分法ではなく直接反復法とした。これは、ラフトの回転に
より接地圧が減少する要素では、載荷重の増加により底面摩擦は、初期には増加するもの
の途中から減少に転じ、最終的には 0 になる。増分法では、底面摩擦の減少が生じた場合、
負の底面摩擦力を設定する必要があるので、これを避けるためである。  
地震時地盤変位は、パイルドラフト基礎への載荷の有無に関わらず生じるので、分割せ
ずに各ステップで与え、パイルドラフト基礎に作用する全水平力 PRQT と慣性力による全曲
げモーメント PRMT を N ステップに分割して載荷することとした。  
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4.3 遠心実験模型実験との比較による妥当性の検証 
 4.2 節で提案した解析手法の妥当性を 2 章の遠心模型実験結果との比較により検証する。 
 
4.3.1 解析定数の設定 
 解析は、遠心模型実験結果を実物大に換算したもので行うこととした。解析に用いた定
数を表 4.1 に示す。  
 
表 4.1 解析に使用した定数 
 項 目  
ラフト＋コア質量 171.5t 
フロア部質量 72.9t 
上 部 構 造
とラフト 
ラフト平面 6.12m×6.12m 
径 B 0.36m 
肉厚 0.015m 
長さ L 5.4m 
弾性係数 EP 1.006×108kN/m2 
ポアソン比 νP 0.3 
断面積 AP 1.63×10-2m2 
断面二次モーメント IP 2.423×10—4m4 
鉛直ばね剛性 kPV 50.0 MN/m 
極限鉛直支持力  133.3 kN 
極限引抜き力 -133.3 kN 
杭の水平地盤ばねの非線形性を表す定数
η 25 
杭 
杭の水平地盤ばねの非線形性を表す定数
λ 3.22 
単位体積重量 ρs 15.97 kN/m
3 
等価線形化解析用地盤密度 2.61t/m3 
ポアソン比 νs 0.333 
内部摩擦角 φ 45゜ 
層厚 12m 
ラフトの鉛直地盤反力係数 kRU,kRL 
（載荷、除荷とも) 32.7 MN/m
2 
鉛直地盤反力降伏強度  － 
ラフトとの摩擦係数 μ 0.6 
せん断剛性が初期剛性の 0.5 倍になるせ
ん断歪み γ0.5 
6×10-4 
地盤 
最大減衰率 hmax 0.25 
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地盤は、G.L.-12m を変位が生じない基盤層とし、杭先端までを 11 層、それ以深を 6 層
の計 17 層に分割した。地盤の初期剛性は、式 (2.1)により、各層中央深度における地盤の S
波速度を求め、次式により設定した。  
 
2)1(2 i
s
sfi Vsg
E
ρν+=  (4.23) 
ここに、Vsi は、 i 層中央深度における S 波速度（m/sec）、ｇは重力加速度（m/sec2）であ
る。  
豊浦砂のせん断歪み対する地盤の剛性低下関係は、佐藤 4.5)に倣い、せん断剛性が初期剛
性の 0.5 倍になるせん断歪みを 6×10-4、最大減衰率を 0.25 とした Ramberg-Osgood モデル
で表すこととした。地震時の地盤変位およびせん断歪み、等価剛性は、実験に用いた臨海
波を用いて等価線形化法により求めた。自由地盤の初期剛性、ラフト接地による初期剛性、
および地震時地盤変位の影響を考慮したラフト直下地盤の地盤剛性の深度方向分布を図
4.10 に示す。  
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   図 4.10 地盤剛性の深度方向分布 
 
ラフトと杭の鉛直荷重負担率は１：１とし、水平力載荷前のラフトの接地圧分布は等分
布を仮定した。  
123 
ラフトの鉛直ばねは、ラフト基礎の鉛直載荷試験結果より設定した。実験に先立って行
った予備加振の影響を考慮して、圧縮側、除荷側とも除荷－再載荷過程の剛性を用いるこ
ととした。  
杭の軸ばねは、除荷、引抜き時の挙動が主となるため、杭の鉛直載荷試験における除荷
過程の剛性を用いた。  
ラフトと地盤の底面摩擦係数は、ラフトの水平載荷実験結果において降伏荷重時の摩擦
係数と残留摩擦係数、およびパイルドラフト基礎の最大水平変位が 9.5mm であることを考
慮して 0.6 とした。砂の内部摩擦角φは、相対密度より 45゜とした 4.6)。  
 式 (4.21)におけるηの値としては、2.2 節に示した単杭の水平載荷試験ではηが深度方向
に一定という仮定を行って、解析結果が単杭の水平載荷試験結果と一致するように決めて
おり、η=25 を用いた。単杭の水平載荷試験は、地表面の拘束がない杭頭自由な条件で行
われたものであるため、η=25 は、Ⅰ領域における平均的な剛性低下を表していると考え
られる。Ⅰ領域とⅡ領域の強度比は深さによって変化するため、提案手法を適用するには、
η=25 が対応する深さを求める必要がある。杭の水平挙動に影響する地盤の範囲は、水平
地盤反力係数 kh が深さ方向に一定の場合、杭頭からほぼ 1/β（β=(khB／4EpIp)1/4、B は杭
径、EpIp は杭の曲げ剛性）の範囲といわれている 4.7)。1/βの深度は、杭のせん断力が杭頭
における値のほぼ 20%になる深度に相当することから、単杭の水平載荷試験においてもせ
ん断力が 20%となる深さまでの地盤が荷重－変位関係に主に影響するものとした。図 4.11
に示すように、せん断力が 20%になる深さは、杭径の概ね３倍であったことから、η=25
はこの中間深度である杭径の 1.5 倍の深さにおける値と仮定した。この深度におけるⅡ領
域とⅠ領域の強度比は 3.22 であることから、パイルドラフト基礎においては、η=25、λ
=3.22 を用いることとした。自立群杭基礎では、杭径の 1.5 倍の深さにおいてη=25 とし、
各深度の py1 に応じてηの深度分布を求めた。  
 解析は、ラフト要素を 10×10 の 100 要素に分割し、載荷荷重は、2450kN を 25 ステップ
に分割して計算した。  
 
124 
-1 0 1
0
5
10
15
10kN
20kN
40kN
60kN
80kN
100kN
120kN
せん断力/杭頭せん断力
深
度
/杭
径
0.2
3
 
図 4.11 単杭水平載荷試験におけるせん断力分布 
 
4.3.2 静的載荷実験との比較 
 実験結果と提案手法による結果とを比較した結果を以下に述べる。結果には、提案手法
によるものの他、ラフトが接地する効果として、破壊パターンの変化による極限地盤反力
の影響は考慮せずに接地圧による地盤剛性の変化の影響のみ考慮した場合、および両方と
も未考慮の場合の結果を併せて示した。  
 図 4.12 にパイルドラフト基礎と自立群杭基礎の水平荷重－変位関係を示す。パイルドラ
フト基礎と自立群杭基礎の水平荷重－変位関係を示す。自立群杭基礎、パイルドラフト基
礎とも提案手法は、実験値の傾向を良く表せている。パイルドラフト基礎においては、破
壊パターンの変化および接地圧による地盤剛性増加を無視した解析結果は、変位を過大評
価する傾向が著しく、実験結果と大きく乖離している。また、接地圧による地盤剛性増加
のみを考慮した場合は、ラフトが完全にすべりを生じるまでは、比較的良く実験値を表せ
ているが、すべりを生じた後は、変位を大きく過大評価する傾向がある。以上のことから、
パイルドラフト基礎の挙動を評価するには、ラフト－杭間の応力に関する相互作用を考慮
するだけでなく、ラフトが接地する効果を適切に考慮することが重要であるといえる。  
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図 4.12 パイルドラフト基礎と自立群杭の荷重－変位関係 
 
図 4.13 にラフト負担荷重、杭負担荷重－ラフト水平変位関係を併せて示したパイルドラ
フト基礎の荷重－変位関係を示す。実験値よりも若干変位を過大評価する傾向はあるもの
の、全荷重、ラフト基礎負担荷重、杭負担荷重とも実験結果を良く表せている。変位を若
干大きめに評価する原因としては、以下の２点が考えられる。  
・底面摩擦力の影響が小さいラフト端部などでは、底面摩擦により地盤剛性が低下する
範囲は中心部よりも小さいと考えられるが、解析では、地盤剛性を層状に一様に分布
すると仮定していること。  
・提案手法は弾性論をベースにしているため、相互作用の影響は無限遠まで及ぶが、実
際には影響はある程度までしか及ばないと考えられること。  
ラフトの回転に伴い、主に後列杭で軸力の除荷および引抜き力が生じ、これに相当する
分、接地圧が増加する。このため、ラフト負担荷重－変位関係は、ラフト－地表面間で滑
りを生じた後も、接地圧が増加する分だけ、ラフト負担荷重は増加する。今回の解析結果
では、ラフトの回転が小さく、接地圧の総和の増加は 2450kN 載荷時で、１割程度であっ
た。このことから、すべりを生じた後のラフト負担荷重の増加はわずかであり、すべりを
生じた後のラフト負担荷重－変位関係は、ほぼ X 軸に平行となっている。  
一方、杭負担荷重－変位関係は、接地圧により杭頭付近の水平地盤反力係数が原地盤よ
り大きく、またラフトによる拘束により剛性の低下も小さく抑えられるため、図 4.12 中に
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記した自立群杭における解析結果に比して、水平剛性が大きくなっている。  
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図 4.13 パイルドラフト基礎の杭、ラフト負担荷重 
 
図 4.14 に全杭の杭頭曲げモーメントの和とラフトの回転角の関係を示す。図中には、2.2
に述べた５つの曲げモーメントのうち、⑤の杭が地盤を押す力（＝－水平地盤反力）によ
りラフト底面に作用する鉛直力を考慮しなかった場合の結果を併せて示した。杭が地盤を
押す力の影響を考慮しない場合は、回転角をやや過大に評価する傾向があるが、これを考
慮に入れることにより、実験結果ともよく一致するようになった。  
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図 4.14 全杭頭曲げモーメント－回転角関係  
 
パイルドラフト基礎において、ラフト底面摩擦が極限に達する以前の載荷荷重 490kN、
および極限に達し、ラフトと地表面との間で完全に滑りを生じた後の 1380kN における隅
杭および中央杭の曲げモーメント分布の比較を図 4.15 に示す。490kN、1380kN は、水平震
度でそれぞれ約 0.2、約 0.58 に相当する。490kN 載荷時の結果には、接地圧による地盤剛
性の変化の影響のみ考慮したものの他に、両方とも未考慮のものの結果を併せて示した。 
490kN の結果を見ると、接地圧の影響と破壊パターンの変化の影響の両者とも未考慮の
ものは、杭頭曲げモーメント分布を非常に過大評価し、曲げモーメントの分布も実験結果
とは大きく異なっている。一方、接地圧の影響のみ考慮したものは、杭頭曲げモーメント
を若干過大評価するが、提案手法との差は小さく、両者とも良く実験値を表せている。こ
れは、杭の負担荷重がまだ小さく、水平地盤反力の低下も小さいため、破壊パターンの変
化の影響がまだ小さかったためと考えられる。一方、1380kN 載荷時においては、破壊パタ
ーンの変化を考慮しない手法は、杭頭曲げモーメントを 20～40％過大に評価しているのに
対し、提案手法では、隅杭、中央杭ともよく一致している。ただし、深部においては、提
案手法のほうが、曲げモーメントをやや小さめに評価する結果となった。このことから、
提案手法では深部におけるⅡ領域の極限地盤反力を実際よりもやや高めに評価する傾向
があるものと考えられる。  
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(c) 1380kN 載荷時隅杭       (d) 1380kN 載荷時中央杭 
図 4.15 杭の曲げモーメント分布 
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パイルドラフト基礎において、載荷に伴う杭の荷重負担率の推移を図 4.16 に示す。提案
手法は、1000kN 程度までは実験結果を良く表せている。1000kN 強 (図中の▽ )でラフトと
地表面の間で完全なすべりが生じ、解析ではラフト負担荷重がほとんど増加しなくなるた
め、解析結果は折れ点を生じている。図 4.13 に示したように、実験ではすべりを生じた後
もラフト負担荷重は緩やかに増加しているのに対し、解析ではほとんど荷重増加がみられ
ない。このことから、解析ではラフト底面ですべりを生じた後は、杭負担荷重率を過大評
価する傾向がある。  
接地圧と破壊パターンの変化を両方とも考慮しないものは、載荷初期から、杭の荷重負
担率が 0.4 程度あり、実験結果が 0.2 程度であることに比べ、杭の負担率を過大に評価し
ている。これは、接地圧の影響を考慮していないため、地盤の剛性が過小に評価されてい
ることによるものと考えられる。線形解析の 3.4.2 の図 3.15 でも示したように、地盤の剛
性が小さくなると、ラフトの変位は、地盤の剛性にほぼ反比例して増加しようとするのに
対し、杭の変位は、杭の剛性の影響もあるため、ラフトの変位増加率よりも小さな増加に
とどまるものと考えられる。このため、杭の荷重負担率が高めに評価される結果となった
ものと考えられる。  
地盤の破壊パターンの変化は、ラフト直下の地盤剛性に影響を与えないため、接地圧の
み考慮した結果は、提案手法とほぼ同じ結果を示し、ごく小さい荷重領域でやや杭の負担
率を小さめに評価する傾向があるものの、提案手法とほぼ結果を得ている。ただし、ラフ
トの回転を考慮していないため、接地圧の増加がなく、荷重の大きい範囲で杭負担荷重を
提案手法よりも若干大きめに評価する傾向となった。  
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図 4.16 載荷に伴う杭の荷重負担率の推移 
 
ラフトの回転により加力前方側のラフト接地圧は増加し、後方側は減少する。接地圧分
布の変化により、杭の水平地盤反力係数は、前列杭は増加し、後列杭は減少するため、載
荷に伴い、杭位置により荷重負担率は変化する。杭位置の違いによる荷重負担率の変化を
示したものを図 4.17 に示す。縦軸は、各杭負担荷重を杭負担荷重の総和で除したものとし
た。ラフトの回転を考慮しない場合は、前列と後列の負担率は同じであり、載荷に伴い、
地盤の剛性が低下して群杭効果が小さくなることにより、前後列の負担率が徐々に低下し、
逆に中央杭は徐々に増加して、全杭の負担率が等しくなる傾向があった。これに対し、提
案手法では、後列隅杭の負担率が減少し続けるのに対し、前列隅杭の負担率が途中からや
や増加する傾向がある。これは、実験結果と同じ傾向であり、前列と後列で負担率に違い
が生じることが表現できている。提案手法は、中央杭の負担率をやや大きめに評価する傾
向があるが、各杭の荷重負担率の変化の傾向をよく表せている。  
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図 4.17 杭位置の違いによる水平荷重負担率の違い 
 
4.3.3 振動実験結果との比較 
提案した解析手法は、静的解析を元にしているので、振動波形などはあらわすことがで
きない。ここでは、振動実験との比較を行うに当たり、静的載荷実験に以下の項目を追加
して解析を行った。  
①フロア部の慣性力によりラフトに生じる曲げモーメント  
②地盤振動による地盤変形及び剛性低下  
①は、建屋の固有振動数と地盤の固有振動数の関係で、杭の荷重負担率を増やす効果も
減らす効果もあるが、今回の実験では、フロア部の固有振動数が地盤に比して 1/2 程度と
小さく、実験でも 2.5.3(3)内で記したように、フロア部ラフト部の振動の方向は一致する。
このため、慣性力による曲げモーメントと杭頭曲げモーメントはラフトを同じ方向に回転
させる方向に作用し、このため静的実験よりもラフトの回転角が増加し、結果、杭頭の固
定度が見かけ上減少し、杭の荷重負担率を低下させるものと考えられる。  
②についても相反する２つの効果がある。ひとつは、地盤剛性が低下することにより前
述のように杭の負担率が増加する効果。もう一方は、地盤変位により杭が変位し、杭と地
盤との相対変位が減少する結果、杭の荷重負担率が減る効果が考えられる。今回の事例で
は、図 4.10 に示すように杭の負担荷重に大きな影響を与える杭頭付近の地盤剛性低下が小
さく、逆に先端付近の剛性低下が大きいことから、後者の影響が大きくなるものと考えら
132 
れる。  
解析では、フロア部の加速度にフロア部の質量を乗じて慣性力とし、これにフロア高さ
を乗じたものを慣性力による曲げモーメントとした。また、地震時地盤変位については、
解析手法のところで説明したように等価線形化法により地盤変位とせん断歪みを求めた。  
振動実験では、荷重－変位関係は表せないので、載荷に伴う杭の負担荷重の推移を図 4.18
に示す。図 4.18 をみると、振動実験の杭負担荷重は、静的実験よりも若干小さくなってお
り、提案手法は実験結果を良く表せている。  
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図 4.18 載荷に伴う杭負担荷重の推移 
 
 
4.4 まとめ 
 
 本章では、第 3 章で提案した水平抵抗を受けるパイルドラフト基礎の挙動評価手法を拡
張し、地盤の非線形性およびラフト接地効果、曲げモーメントによるラフトの回転の考慮
を追加した。また、第 2 章で示した遠心模型実験のシミュレーション解析を行い、実験結
果との比較により、本提案手法の妥当性を検証した。本章の内容および得られた知見をま
とめると以下のとおりである。  
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(1)パイルドラフト基礎の解析手法について  
・第 3 章で提案した弾性地盤に対する解析手法を元に、地盤の非線形性の考慮が可能とな
るよう拡張を行った。手法の拡張にあたっては、実用的かつ精度の高い手法の構築を目
標とし、弾性理論をベースに等価剛性やせん断歪みによる剛性の低下の簡易な評価方法
を導入することにより、これを可能にした。  
・提案手法では、パイルドラフト基礎の特徴であるラフトが接地する効果としてラフト底
面摩擦が生じる以外に以下の２つの効果を考慮した。  
 ①ラフト底面の接地圧によるラフト直下地盤の地盤剛性の変化  
 ②ラフトの接地により、地表面に近い杭周辺地盤の破壊パターンが変化することによる
極限地盤反力の変化  
・ラフトの回転に対しては、曲げモーメントに対し、ラフト接地圧や杭の引抜き抵抗によ
る抵抗の他に、杭が地盤を水平に押す力によりラフトに生じる鉛直力を考慮した。  
(2)提案手法の精度について、  
・提案手法と実験結果とを比較した結果、提案手法によって杭とラフトの荷重分担や杭応
力を適切に表すことが可能であることを確認した。  
・ラフトの接地効果を考慮しないと、変位および杭頭曲げモーメントを著しく過大評価す
る。ラフトの接地効果を考慮に入れることにより、杭頭に生じる曲げモーメントを適切
に評価できるようになった。  
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第 5 章 種々の条件下におけるパイルドラフトの挙動解析 
5.1 はじめに 
前章までに、水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動について、実験からその挙動を
確認（第 2 章）するとともに、地盤の非線形性やラフトの接地効果を考慮した解析手法を
提案し、提案手法を用いることで、実験結果を良く表すことが可能であること（第４章）
を示した。しかし、実験結果は、限定された地盤および基礎の条件におけるものであり、
実際の建物における種々の条件に対し、パイルドラフト基礎の挙動がどのように変化する
かは明かではない。これまで、３章で述べたパラメトリックスタディーの結果以外にも、
線形弾性地盤を対象としたパラメトリックスタディーについてはいくつかの報告 5.1)5.2)が
あり、以下のような結論が得られている。  
・杭と地盤の剛性比が大きい（杭が地盤に対して硬い）ほど、杭の水平荷重負担率は増
加する。  
・ラフトと地盤の剛性比は、パイルドラフト基礎の挙動に大きくは影響しない。  
・杭間隔が狭いほど、杭の荷重負担率は増加する。  
・杭長は、水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動に大きく影響を与えない。  
・杭間隔が等しければ、杭の本数はパイルドラフト基礎の挙動に与える影響は小さい。 
しかし、これまで非線形解析による解析事例はなく、載荷荷重の増加に伴う地盤の非線
形化によりその性状が変化する可能性がある。また、ラフトと杭の鉛直荷重負担率のちが
いによる影響など、地盤の非線形性やラフトの接地効果を考慮しなければ表せない条件も
ある。そこで本章では、第 4 章で提案した解析手法を用いて、地盤、荷重や杭配置などの
条件が、パイルドラフト基礎の水平挙動に対してどの程度影響を与えるかについてパラメ
トリックスタディーを行った結果を報告する。本検討結果より、水平抵抗に与える影響が
大きい条件を明らかにし、実際の建物の設計において留意する点を纏めることを目的とす
る。  
パラメトリックスタディーを行う条件としては、以下の 6 項目を選出した。パラメータ
ーの選定理由は、各節冒頭に記した。  
・ラフトと杭の鉛直荷重負担率（5.2 節）  
・杭長とラフト幅の関係（5.3 節）  
・ラフト幅と基盤層までの層厚の関係（5.4 節）  
・杭間隔と杭本数（5.5 節）  
・地盤種別（5.6 節）  
・地盤の剛性（5.7 節）  
 5.2 から 5.7 の各節で提示した条件のみを変えた解析を行い、各条件がパイルドラフト基
礎の水平抵抗に与える影響を評価した。  
 5.8 節ではこれらをまとめて、パイルドラフト基礎の水平抵抗を考える際の設計上の留
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意点として本章の総括を行っている。  
解析定数の設定にあたっては、遠心模型実験の値を基本モデルとして、その節で注目し
た条件のみ変化させる手法とした。よって各節で特に記述のない解析条件は、実験と同じ
条件としている。また、非線形解析であるため、解析結果の無次元化は行わず、結果をそ
のまま記すこととした。なお、以下に示す結果は、提案した解析手法における結果であり、
実験結果と提案手法の差は、解決されずに残っている点には注意が必要である。例えば、
水平荷重－杭の水平荷重負担率関係において、ラフト底面摩擦が極限に達した時点で解析
では折れ点を生じることなどは、解析手法に起因するものであり、実現象とは異なること
に注意する必要がある。  
 
5.2 ラフトと杭の鉛直荷重負担率の違いによる影響 
パイルドラフト基礎の水平抵抗が、ラフト底面摩擦と杭の水平抵抗よりなることから、
砂地盤では、ラフト底面摩擦の極限値や、ラフト直下の地盤剛性、杭の水平地盤反力に影
響を及ぼす接地圧の多寡によって、同じ諸元を有するパイルドラフト基礎でもその挙動に
差が生じることが考えられる。ここでは、遠心模型実験の条件を基本として、ラフトと杭
の鉛直荷重負担率を変化させた場合の、パイルドラフト基礎の水平抵抗の変化について検
討を行った。  
 
5.2.1 解析条件 
 遠心模型実験のケースを基本とし、表 5.1 に示すようにラフトと杭との鉛直荷重負担率
を 0:100、25:75、50:50（遠心模型実験の条件）、75:25、100:0 の５ケースについて解析を
行った。ラフトの鉛直荷重負担率が 0 の場合でも、初期状態ではラフトは接地しているも
のとした。杭の極限鉛直荷重は、図 5.1 のように杭の負担率に合わせて変化させるが、沈
下剛性は変わらないものとした。他の地盤条件、構造物条件は、第 2 章の実験条件や第 4
章の解析条件を参照のこと。  
 
表 5.1 解析ケース 
ケース名  ラフト＆杭  構造物重量
杭負担  
鉛直荷重  
ラフト負担  
鉛直荷重  
杭：ラフト=0:100  ０kN （0%）   2395kN（100%）  
杭：ラフト=25:75  599kN（25%）   1796kN（75%）  
杭：ラフト=50:50  1198kN（50%）   1198kN（50%）  
杭：ラフト=75:25  1796kN（75%）   599kN（25%）  
杭：ラフト=100:0 
ラフト  
6.12m×6.12m 
杭  
φ0.36m、9 本  
2395kN 
 2395kN（100%）   0kN （0%）  
 
136 
 
 
図 5.1 杭の鉛直バネの設定 
 
 
5.2.2 解析結果 
鉛直荷重負担率を変えた場合のパイルドラフト基礎の水平荷重－変位関係を図 5.2 に、
杭負担荷重－変位関係、ラフト負担荷重－変位関係を図 5.3、5.4 に示す。グラフには自立
群杭の解析結果を併せて示した。  
図 5.2 より、ラフトによる鉛直荷重の負担率が増加すると、初期剛性が大きくなり、載
荷荷重の増加に伴う変位増分も小さくなることがわかる。これは、ラフトの鉛直荷重負担
率が小さい場合は、載荷の初期段階でラフト底面摩擦が極限に達し、ラフト底面摩擦より
も水平剛性の小さい杭の水平剛性の影響が卓越すること。また、砂地盤ではラフトの鉛直
荷重負担率の増加により接地圧も増加し、ラフト下の地盤剛性が高くなり変形しにくくな
ることに起因する。図 5.3、5.4 の杭負担荷重、ラフト負担荷重－変位関係を見ると、接地
圧が大きいほどラフト直下の地盤剛性が増加するので、ラフト負担荷重の初期剛性は、ラ
フトの鉛直荷重負担率が増加するほど大きくなっている。また、接地圧の増加により、ラ
フト底面と地表面との最大摩擦力も大きくなるため、図 5.4 に示したラフト負担荷重－変
位関係の降伏荷重も大きくなっている。  
一方、接地圧の増加により、杭周辺地盤の剛性も増加するが、図 5.3 に示した杭負担荷
重－変位関係は、ラフトの鉛直荷重負担率が 50%以上のケースにおいては、差がほとんど
見られなかった。これは、接地圧の増加によりラフト直下の地盤剛性が増えると地盤ばね
は堅くなるが、その分ラフト底面摩擦による変位が杭に及ぼす影響も増加するため、結果
としてほとんど影響がなくなったものと考えられる。なお、ラフトの鉛直荷重負担率が 0％
の場合の関係が自立群杭よりも若干水平剛性が大きくなるのは、ラフトの接地により杭の
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水平地盤反力の極限値が増加していることによるものである。ただし、0％の場合、載荷直
後にラフトの回転により後列杭部分のラフトが地表面から離れるため、後列杭は地表面の
拘束効果が働かず、自立群杭と同じ条件となる。このため、自立群杭との差は小さなもの
にとどまったとものと考えられる。  
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図 5.2 鉛直荷重負担率の違いによるパイルドラフト基礎の水平抵抗の差 
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図 5.3 鉛直荷重負担率の違いによる杭負担荷重－変位関係 
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図 5.4 鉛直荷重負担率の違いによるラフト負担荷重－変位関係 
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 杭による水平荷重負担率を載荷荷重、ラフト変位との関係で整理したものが、図 5.5、
5.6 である。これらの図より杭の鉛直荷重負担率が大きいほど、杭の水平力負担率も大き
くなることがわかる。杭の水平荷重負担率は、荷重が小さいうちは、20～30％程度で荷重
の増加と共に緩やかに増加する性状であるが、ラフト底面摩擦が極限に至った時点で折れ
点を生じ、負担率が急激に上昇する結果となった。一方、変位に対して整理した図 5.6 で
は、ラフト底面摩擦が極限に達した時点で、前述の杭荷重負担率の上昇と基礎のラフトの
抵抗がなくなることによる水平剛性の減少に伴う変位の増加が同時におこるため、荷重に
対する図（図 5.5）とは異なり、折れ点は明確とはならなかった。両図において、ラフト
底面摩擦が極限に至るまでの勾配は、ラフトの鉛直荷重負担率が小さいほど急であった。  
 880kN（水平力／構造物重量=0.37）載荷時の前列隅杭の曲げモーメント分布を比較した
結果を図 5.7 に示す。ラフトの鉛直荷重負担率が大きいほど、杭の負担する水平荷重が小
さくなるため、杭に生じる曲げモーメントも小さくなっている。特に 880kN 載荷時にラフ
ト底面で完全にすべりを生じているケースでは、杭頭曲げモーメントが他のケースに比し
てずっと大きい。  
以上、杭の水平荷重負担率は、ラフトの鉛直荷重負担率が大きいほど小さく、その分、
杭に生じる応力も小さくなるので、水平力を受けた際の杭の安全性を確保する観点からは、
ラフトの鉛直荷重負担率を大きくする方が有利である。しかし、ラフトの鉛直荷重負担率
を増加させることは、パイルドラフト基礎の本来の目的である不同沈下の抑止効果を小さ
くすることにつながる。このことから、沈下を許容値以内に収められる範囲で、杭の負担
荷重を可能な限り小さくし、不必要に杭を長くしたり、本数を増やしたりしてラフトの鉛
直荷重負担率が小さくならないように設計することが、地震時の杭の安全性を確保する上
で重要と考える。  
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図 5.5 水平荷重－杭の水平荷重負担率関係 
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0 2 4 6 8 10 12
杭
に
よ
る
水
平
荷
重
負
担
率
水平変位（mm）
ラフト：杭=25:75
ラフト：杭=0:100
ラフト：杭=50:50
ラフト：杭=75:25
ラフト：杭=100:0
ﾗﾌﾄ底面
摩擦が極限
 
図 5.6 ラフト水平変位－杭の水平荷重負担率関係 
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図 5.7 880kN 載荷時の杭の曲げモーメント分布比較 
 
5.3 杭長の影響 
 ラフト底面摩擦による地盤変位は、ラフトに近いほど大きく、深部へ行くほど小さくな
る。このため、ラフトの大きさに比して杭が短ければ、ラフト底面摩擦による地盤変位に
より、杭先端に生じる変位も大きくなる。杭が全長に渡り変位することにより、杭とその
近傍地盤との相対変位が小さくなり、杭の負担荷重も小さくなるものと考えられる。逆に
ラフトの大きさに比して杭が長いと、杭の水平荷重負担率が増加すると考えられる。以下
に、ラフトの大きさと杭長の比による荷重負担率の推移について検討する。  
 
5.3.1 解析条件 
 前項と同じく遠心実験の条件を基本（杭長 5.4m）とし、杭長を約 1/4（1.5m）、半分（2.7m）
にしたケースと、約 1.5 倍（8m）にしたケースの計 4 つについて解析を行った。解析ケー
スを表 5.2 と図 5.8 に示す。ラフト幅は 6.12ｍであるので、杭長 /ラフト幅はそれぞれ 0.24、
0.44、0.88、1.31 となる。接地圧の大きさによる影響を除くため、杭長を変えても、杭の
鉛直支持力は変わらないものとし、ラフトと杭の鉛直荷重負担率も全ケースで 1：１とし
た。  
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表 5.2 解析ケース 
 ラフト  
＆杭  
杭長  
（）内は長さ径比
杭長  
／ラフト幅
実験時の  
杭長との長さ比  
杭長 1.5m 1.5m（4.2）  0.24 0.28 
杭長 2.7m 2.7m（7.5）  0.44 0.5 
杭長 5.4m 5.4m（15.0）  0.88 1 
杭長 8m 
ラフト  
6.12m×6.12m 
杭  
φ0.36m、9 本  8.0m（22.2）  1.31 1.48 
 
 
図 5.8 杭長を変化させた解析ケース 
 
5.3.2 解析結果 
 図 5.9 にパイルドラフト基礎の水平荷重－変位関係を示す。また、杭負担荷重－水平変
位関係を図 5.10 に、載荷荷重に対する杭の水平荷重負担率の変化を図 5.11 に示す。  
 図 5.9 をみると、載荷初期においては、杭長の違いの影響は非常に小さく、杭長による
差は、ラフト底面の摩擦が極限に至り、完全にすべりを生じた後に多少違いが生じてくる
程度である。図 5.10 をみると、若干ではあるが載荷初期においても同一荷重に対して杭長
の短いほうが、変位が大きいことがわかるが、その差は非常に小さい。これは、第 4 章で
も述べたが、今回の実験条件では、杭の水平抵抗に主に寄与する部分は概ね杭径の 3 倍
（1.08m）程度であり、この部分で、杭が負担する水平荷重の８割以上を負担していると
考えられることによる。今回の解析例は、いずれも杭径の３倍以上杭が長いことから違い
が小さかったものと考えられる。かなり短い杭でも水平抵抗は長い杭とそれほど遜色ない
ことが、文献 5.3)にも記されている。また、第 3 章の図 3.16 にも示したように、深部の杭
変位は、ラフト底面摩擦と他杭からの影響によるものがほとんどであり、どちらも深部に
おいては、ほぼ直線状の変位分布となり、杭の応力にほとんど寄与しないものと考える。
以上が、杭長による影響がパイルドラフト基礎の水平挙動に与える影響が比較的小さい理
由と考えられる。ラフト底面ですべりを生じた後は、杭のみが荷重を負担するため、杭長
による差が多少大きく現れるようになったものといえる。  
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 図 5.11 の杭の水平荷重負担率をみても、杭長が短いと若干杭の荷重負担率が小さい程度
であり、杭長の影響はさほど顕著ではない。また、当然ではあるが、ラフトが完全に滑り
を生じた以後は、全て同じ曲線をなる。  
 以上のことから、地盤の非線形性を考慮しても、杭長が極端に短くない限り、パイルド
ラフト基礎の水平挙動に与える影響は小さいものといえる。  
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図 5.9 杭長の違いによる水平荷重－変位関係の変化 
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図 5.10 杭長の違いによる杭負担荷重－変位関係の変化 
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図 5.11 杭長の違いによる杭の水平荷重負担率の変化 
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5.4 ラフト幅と基盤層までの層厚の影響 
 ラフト底面摩擦による地盤変位は、ラフト端部と中央部では深度方向の分布形状が異な
る。ラフト底面摩擦は、基盤層で変位が０、ラフト下各点の地表面変位が同変位となるよ
うに分布するため、基盤層までの深さが異なると、ラフト底面摩擦分布は変化する。これ
により、杭とラフトの荷重分担にも変化が生じる可能性がある。以下では、基盤層までの
層厚とラフトの大きさとの比を変化させた場合の水平荷重－変位関係、杭の水平荷重負担
率の変化について検討を行う。  
 
5.4.1 解析条件 
 杭は遠心実験で用いたものと同じ条件（杭径 0.36m、杭長 5.4m、杭間隔／杭径=6）とし、
層厚がラフト巾より小さい条件を考慮するため、ラフト巾を 10.44m、25 本群杭とした。
層厚はラフト巾のほぼ半分程度、ラフト巾程度、ラフト巾の２倍程度を目安とし、表 5.3、
図 5.12 に示す３ケースについて解析を行った。地盤は、遠心実験模型実験で用いた地盤剛
性の評価式である式（2.1）、（2.2）を用いて初期剛性を決めた。ラフト接地圧は、実験と
同じになるようにし、杭の水平地盤反力係数などの条件も実験条件を用いた。  
 
表 5.3 解析ケース 
ケース名  ラフトと杭の諸元  
基盤層までの  
層厚 (m) 
層厚／ラフト幅  
H/RX=0.57 6.0m 0.57 
H/RX=1.15 12.0m 1.15 
H/RX=2.3 
ラフト  10.44m×10.44m 
杭幅 B=0.36m、長さ 5.4m、
25 本、杭間隔 6B 24.0m 2.30 
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図 5.12 基盤層までの層厚を変化させた解析ケース 
 
5.4.2 解析結果 
 図 5.13 にパイルドラフト基礎の水平荷重－変位関係を、載荷荷重に対する杭の水平荷重
負担率の変化を図 5.14 に示す。  
 図 5.13 をみると、基盤層までの層厚が厚くなると、深部の地盤変位分が負荷されるため、
水平変位は若干増加するものの、解析で対象とした範囲では影響は小さいものといえる。
図 5.14 に示した杭の水平荷重負担率を見ても、差はわずかである。  
 以上のことから、ラフトの大きさと基盤層までの層厚の影響は、比較的小さいといえる。  
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図 5.13 杭長の違いによる水平荷重－変位関係の変化 
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図 5.14 杭長の違いによる杭の水平荷重負担率の変化 
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5.5 杭間隔と杭本数 
 3.4.2 でも記したように杭間隔が狭いと群杭効果が強くなり、杭に囲まれた土がブロック
のように挙動する傾向が強くなる。このため、ラフト底面と地表面との間の相対変位が小
さくなり、ラフト底面摩擦が発揮されにくくなるものと考えられる。また、杭間隔が同じ
場合は、ブロック的挙動は杭本数が増えると大きくなるものと考えられるので、杭本数、
杭間隔を変えた場合の水平抵抗の違いについて検討を行う。  
 
5.5.1 解析条件 
遠心模型実験の条件を基本とし、ラフトの大きさを変えず、ラフト下の杭本数を変化さ
せた場合と杭本数は 9 本で変えず、杭間隔を半分にし、それに合わせてラフトの大きさも
1/4 にした場合について解析を行った。解析ケースを表 5.4 図 5.15 に示す。杭本数が変わ
ると一般には鉛直荷重負担率も変化するが、5.2 で述べたように鉛直荷重負担率は、パイ
ルドラフト基礎の挙動に大きく影響を与えるため、この影響を除くために杭の鉛直荷重負
担率は全ケースで同じとした。このため、杭本数に応じて杭の鉛直支持力を調整した。た
だし、杭の沈下剛性は全ケース同じとした。ラフトの大きさを変えたケース 9 本 3B のみ
は、ラフト面積が他の 1/4 であるため、初期の接地圧は他のケースの 4 倍となり、図 5.16
に示すようにラフト直下で他のケースの２倍程度の剛性を有する。9 本 3B では、ラフトが
小さいため、接地圧による地盤剛性増加は深部に行くにつれ急激に小さくなり、G.L.-4m
付近の地盤剛性が最小となる分布形状となった。  
 
表 5.4 解析ケース 
ケース名  ラフト  杭本数  杭間隔 /杭径 建物重量  
ラフトの  
鉛直荷重負担率
9 本  9 6（2.16m）  
25 本  25 3（1.08m）  
4 本  
6.12m×6.12m 
4 12（4.32m）
9 本 3B 3.06m×3.06ｍ  9 3（1.08m）  
2400kN 50% 
 
図 5.15 杭本数、間隔に関する解析ケース 
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図 5.16 ラフト中央直下の地盤剛性分布 
 
5.5.2 解析結果 
図 5.17 に水平荷重－変位関係を、図 5.18、5.19 に杭負担荷重および杭 1 本当たりの荷重
と水平変位の関係を、図 5.20 にラフト負担荷重－ラフト変位関係を示す。また、図 5.21
に載荷荷重に対する杭の水平荷重負担率の推移を示す。  
図 5.17 の荷重―変位関係をみると、ラフト底面摩擦が極限に達する変位 1.5mm 程度ま
では、杭本数の影響は小さい。その後はほぼ杭の抵抗のみとなるため、杭本数が多いほど
小さな変位で収まっている。このことは、ラフト底面摩擦が極限に達するまでは、杭の本
数を増しても、パイルドラフト基礎の水平剛性の増加は小さいことを表している。今回の
解析では、杭本数によらず、ラフトと杭の鉛直荷重負担率は一定としたが、実際には、ラ
フトの大きさを変えずに杭本数を増やすと、ラフトの鉛直荷重負担率は減少するため、杭
本数の増加により、パイルドラフト基礎の水平剛性はかえって小さくなるものといえる。
ラフトの大きさが異なる 9 本 3B では、ラフトが小さいため杭の影響が卓越し、水平剛性
が載荷初期から他のケースよりも小さくなっている。  
図 5.18 に示した杭負担荷重と変位の関係をみると、杭全体として見た場合は、当然杭本
数が多いものほど水平剛性が大きい。しかし、図 5.19 に示したように杭 1 本当たりでみる
と、群杭効果により杭本数が増えるほど、水平剛性は小さくなる。  
図 5.20 のラフト負担荷重－変位関係をみると、杭間隔の狭いものほど、ラフトの底面摩
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擦が極限に至るのに必要な変位が大きくなっている。杭間隔が狭いと、杭 1 本当たりのラ
フト面積が減り、杭からラフトへの影響（杭の変位によりラフトが移動する効果）が相対
的に大きくなる。このため、ラフト負担荷重の発揮に大きな変位が必要となったものと考
えられる。また、杭間隔が等しい 25 本と 9 本 3B のケースは、地盤剛性が異なるものの、
ラフト負担荷重－ラフト変位の関係はほぼ同じ形状となった。  
図 5.21 をみると、杭間隔が狭いほど、杭本数が多いほど、杭の水平荷重負担率は大きく
なっている。杭間隔が等しい、25 本と 9 本 3B のケースをみると、ラフト負担荷重－変位
関係はほぼ等しいが、杭負担荷重－変位関係は杭本数が多い 25 本のケースのほうが、水平
剛性が大きくなるため、杭間隔が同じでも杭本数の多いほうが杭の荷重負担率が大きくな
る結果となった。ただし、9 本 3B のケースでは、ラフト近傍の地盤剛性が 25 本杭のケー
スより大きい。3.4.2 で述べたように地盤剛性が大きいと、杭の荷重負担率が小さくなる傾
向があるので、このことを考慮すると、杭本数が杭の水平荷重負担率に与える影響は比較
的小さいものと考える。接地圧の合力の大きさを各ケースで揃えたため、ラフト底面摩擦
の極限値は各ケースで等しくなることから、底面摩擦が極限に達した後は、杭の負担率は
全て同じ曲線となる。  
以上のことから、水平載荷を受けるパイルドラフト基礎において、地盤が有する性能を
最大限に発揮させ、杭に生じる応力を極力小さく抑えるという観点からは、本数を少なく、
杭間隔を広くとることが効果的である。このことから、同じ鉛直荷重を杭に負担させるの
であれば、鉛直支持力の小さい杭（例えば短い杭）を多数打設するよりも、鉛直支持力の
大きい杭（長い杭）を小本数打設した方が良く、また同じ支持力、同じ本数の杭を打設す
るのであれば、太短い杭よりも細長い杭のほうが杭間隔／杭径を広くとれるので良いとい
える。  
151 
0
500
1000
1500
2000
2500
3000
0 2 4 6 8 10 12
水
平
荷
重
　
(k
N
)
ラフト水平変位　（mm）
杭4本
杭25本 杭9本杭9本-3B
 
図 5.17 杭本数、間隔の違いによる水平荷重－水平変位関係 
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図 5.18 杭本数、間隔の違いによる杭負担荷重－水平変位関係 
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図 5.19 杭本数、間隔の違いによる杭 1 本当たり負担荷重－水平変位関係 
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図 5.20 杭本数、間隔の違いによるラフト負担荷重－水平変位関係 
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図 5.21 杭本数、間隔の違いによる杭の荷重負担率の推移 
 
5.6 地盤種別の影響 
 5.5 節までの検討は、砂地盤を対象としてきた。砂地盤では、接地圧により地盤剛性が
増加することにより、杭の水平抵抗やラフトの水平剛性が自然地盤よりも大きくなる。こ
の結果、パイルドラフト基礎の杭の水平剛性は、ラフト底面摩擦により杭に生じる変位の
影響を考慮しても、同一変位を受ける自立群杭基礎よりも大きくなる場合があることが示
された。一方、粘性土地盤においては、圧密が生じなければ、接地圧による地盤剛性の増
加は見込めないため、砂地盤とは性状が異なる可能性がある。事実、粘性土地盤における
原位置試験において、載荷初期においては、同一変位におけるパイルドラフトの杭負担荷
重のほうが自立群杭基礎よりも小さくなる傾向があることが報告されている 5.4)。粘性土地
盤では、圧密による強度増加を考えない場合は、砂地盤と異なり以下の特徴がある。  
・ラフト底面摩擦の極限値は地盤の非排水せん断強度で決まり、接地圧には依存しない。  
・地盤剛性が拘束圧に依存しないため、接地圧による地盤剛性の増加がない。  
・地盤強度が上載圧によらず非排水せん断強度で決まり、地表面が非拘束の場合でも、地
表面に近い部分は、非排水せん断強度に応じたある程度の強度を有していることから、
Ⅰ領域とⅡ領域の強度の差が小さい。  
・ポアソン比が大きい。  
以下に粘性土地盤を対象とした解析を行い、砂地盤の結果と比較を行った。  
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5.6.1 解析条件 
 上部構造やラフト、杭の条件は遠心模型実験と同じとし、地盤のみ以下のように設定し
た。  
深度 24m まで一様な軟弱粘土地盤とし、S 波速度 Vs は 100m/sec、非排水せん断強度 Cu
は 19.6kN/m2、内部摩擦角φ=0゜、地盤の密度 1.6t/m3、ポアソン比 0.45 とした。地盤の初
期剛性は S 波速度より求めた。杭 1 本当たりの極限鉛直支持力は 120kN となる。杭の水平
方向地盤バネの非線形性は砂と同じく、η=25 とした。ラフトの接地による地盤の破壊パ
ターンの変化は、式 (4.25)に基づき、内部摩擦角φ＝0゜として考慮し、平均でλ=1.63 と
した。また、今回の解析例ではせん断歪みによる地盤の剛性低下曲線は、砂地盤の場合と
同じものを用いた。  
粘性土地盤では、上述のように地盤剛性が接地圧に依存しないため、ラフトの回転によ
りラフトの一部が地表面から乖離しない限り、水平力に対する挙動はラフトと杭の鉛直荷
重負担率に依存しない。今回の解析では、ラフトと杭の鉛直荷重負担率は 1：1 としたが、
ラフト負担荷重がほぼ 0（回転によりラフトが地表面から乖離する可能性が高い）でない
限り、同じ結果を与える。  
 
5.6.2 解析結果 
 粘性土地盤上のパイルドラフト基礎の荷重－変位関係を図 5.22 に示す。同図には、杭負
担荷重、ラフト負担荷重および自立群杭の荷重－変位関係を併せて記した。砂地盤の場合
と同じく、載荷初期にはラフトが水平荷重の大部分を受け持つが、載荷荷重が増加するに
従い、杭の負担が増加している。  
 砂地盤では、パイルドラフト基礎の杭負担荷重は、同一変位における自立群杭の荷重よ
りも大きくなったが、粘性土地盤では、載荷初期にはパイルドラフトの杭負担荷重は、同
一変位における自立群杭の荷重よりも小さくなった。これは、接地圧による地盤の剛性増
加がないため、ラフト底面摩擦による地盤変位により、杭と地盤との相対変位が自立群杭
の場合よりも小さくなる影響のみが現れた結果である。載荷荷重が大きくなるに従って、
パイルドラフト基礎では、ラフトの接地による杭の極限水平地盤反力の増加の影響が現れ、
自立群杭よりも荷重が大きくなっている。この傾向は、実際の粘土地盤にパイルドラフト
基礎を構築して実験をおこなった長尾らの研究 5.4)でも報告されており、提案手法は、粘土
地盤におけるパイルドラフト基礎の挙動の特徴もよく表せるものと考える。以上、粘性土
地盤上のパイルドラフト基礎では、ラフトの接地による水平抵抗増加の効果が小さく、砂
地盤の場合のように、水平抵抗や水平剛性が大きく増加することはないものといえる。  
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図 5.22 粘土地盤における解析結果 
 
5.7 地盤剛性の影響 
 3.4.2 でも記したように、基礎の諸元が同じであれば、地盤の剛性が小さくなると、杭の
水平荷重負担率が大きくなる。これは、ラフトの変位は、地盤剛性にほぼ反比例するのに
対し、杭の変位は、地盤剛性と杭剛性の２つで決まり、地盤剛性のみが低下しても、その
分だけ変位が増える訳ではないことに起因する。非線形解析により、載荷荷重の増加に伴
う杭の水平荷重負担率等の変化を明らかにするため、以下で検討を行う。  
 
5.7.1 解析条件 
砂地盤では、ラフト直下の地盤剛性は接地圧によりほぼ決まってしまい、地盤剛性の影
響が現れにくいと考えられる。このことから、本節では、粘性土地盤を対象とした。地盤
剛性の影響は、杭と地盤の剛性比で考えるべきものであるが、非線形解析では載荷重の大
きさにより地盤剛性分布が変化し、深度方向も剛性が一定値とならないことから、本節で
は杭の条件を固定し、地盤の初期剛性を変化させることとした。解析対象は、極軟弱な地
盤から、大規模な建物でない限りパイルドラフト基礎とする必要性が小さい地盤までとし、
N 値で１～15 程度の地盤とした。地盤は層厚 24m で、深度方向に均一な剛性を有し、初期
剛性は、S 波速度 Vs と N 値の関係が下式で表されるものとして算出した。  
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3/1100NVs =  （5.1）  
 
基礎は、遠心模型実験の条件（ラフト：6.12m×6.12m、杭：直径 B=0.36m、長さ 5.4m、９
本群杭、杭間隔 6B）と同じとした。その他の条件は、5.6 節と同じである。解析ケースを
表 5.5 に示す。  
 
表 5.5 解析ケース 
ケース名  
(想定 N 値 ) 
地盤の初期剛性
（kN/m2）  
地盤の非排水  
せん断剛性
（kN/m2）  
杭と地盤の初期
剛性の比* 
地盤の非排水  
せん断剛性
（kN/m2）  
N=1  4,800 2 6160 2 
N=5  13,800 4 2140 4 
N=10  22,000 8 1340 8 
N=15  28,800 12 1030 12 
*）杭と地盤の初期剛性の比において杭の剛性は、  
曲げ剛性が等しい中実杭に換算した値とした。  
 
5.7.2 解析結果 
図 5.23 に水平荷重－変位関係を、図 5.24 に載荷荷重に対する杭の水平荷重負担率の推
移を示す。  
今回の解析範囲では、N=1 以外のケースでは、ラフト底面摩擦力は極限に達しない。杭
の水平荷重負担率は、地盤剛性が小さくなるほど大きくなる結果となっている。このこと
は、弾性解析で得られた結果と同じである。杭の水平荷重負担率は、載荷荷重が大きくな
るにつれ漸増し、ラフト底面摩擦が極限に達した後に急増するのは、他の解析例と同じで
ある。ラフト底面摩擦が極限に達するまでの、載荷荷重に対する杭の荷重負担率の増加割
合は、地盤剛性が小さいほど大きい。  
以上のことから、地盤が軟弱であるほど、つまり杭が地盤に対して堅いほど、杭の水平
荷重負担率は大きくなる。実際には地盤剛性は与条件であり、原位置で任意に調整するこ
とは、困難である。よって、なるべく多くの水平力をラフトに負担させ、杭に生じる応力
を小さく抑える観点からは、杭の曲げ剛性を可能な限り小さくすることが効果的である。
このことからも、支持力が同じであれば、太い短い杭を打設するよりは、細く長い杭を打
設する方が有利である。ただし、杭に発生する応力に対する杭体の安全性は、別途検討す
る必要がある。  
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図 5.23 地盤剛性の違いによる水平荷重－水平変位関係 
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図 5.24 地盤剛性の違いによる杭の荷重負担率の推移 
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5.8 まとめ（パイルドラフト基礎の水平耐力設計時の留意点） 
 本章で行ったパラメトリックスタディーの結果を、パイルドラフト基礎の水平抵抗への
影響の大小でまとめると以下のようになる。 
■影響の大きい項目 
 ・ラフトと杭の鉛直荷重負担率（砂地盤） 
ラフトの鉛直荷重負担率が大きいほど、基礎の変位は小さく、杭の水平荷重負担率、
杭の応力とも小さくなる。 
 ・杭間隔 
杭間隔が狭いほど、杭の水平荷重負担率は大きくなる。また、杭間隔が狭いほどラ
フト底面摩擦の発揮に要する変位が増大する。  
 ・杭と地盤の剛性比 
基礎の諸元が同じであれば、地盤剛性が小さいほど杭の水平荷重負担率が大きくな
る。  
 ・地盤種別  
砂質地盤では、接地圧による地盤剛性の増加とラフトが地表面の鉛直変位を拘束す
ることによる杭の極限地盤反力の増加により、パイルドラフト基礎の水平剛性、水
平抵抗の増加が期待できるが、粘性土地盤では、これらの効果がない、もしくは小
さいため、水平抵抗の増加は小さい。  
 
■影響が比較的小さい項目 
 ・ラフトの大きさと杭長との比  
 ・ラフトの大きさと支持層までの層厚の比  
 ・ラフトと杭の鉛直荷重負担率（粘性土地盤） 
 
杭本数に関しては、ラフトの大きさを固定した状態で、杭の本数を増やしても、ラフト
底面摩擦が極限に至るまでは、杭本数が増加した効果と杭間隔が狭くなる効果とが相殺さ
れ、パイルドラフト基礎の水平剛性は、ほとんど増加しない。ラフト底面摩擦が極限に至
った後は、杭の水平剛性が主となるため、杭本数の多い方が高い水平剛性を示す。  
 
以上述べたパラメトリックスタディーの結果の他、前章までに述べた実験、解析結果よ
り、パイルドラフト基礎を有する構造物の耐震設計を行う上での留意点をまとめ、以下に
示す。  
パイルドラフト基礎は、通常の杭基礎に比して杭の本数が少なく、その断面も細い。こ
のため、コストアップを伴う杭の補強とは別の方法で、地震時における杭の破壊を防止す
るためには、上部構造からの慣性力によりパイルドラフト基礎に作用する水平力を可能な
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限りラフト底面摩擦により負担させ、杭に生じる応力を抑える必要がある。水平力を受け
るパイルドラフト基礎は、荷重が小さい範囲では、ラフト底面摩擦で主に抵抗し、変位も
小さく抑えられるため、杭に作用する水平荷重も小さく抑えられる。水平荷重が増加する
と、杭の水平荷重負担率も徐々に増加する。ラフト底面摩擦が極限に達し、ラフト底面で
完全にすべりを生じた後の荷重増分は、ほとんど杭のみで負担することとなるため、変位
が急増するとともに、杭に生じる応力も急激に大きくなる。このことから、少なくとも設
計用水平荷重に対しては、ラフト底面摩擦力が極限に達しないようにするのが良いと考え
られる。  
ラフト底面摩擦を大きくし、かつ基礎の水平変位を小さくするためには、砂地盤では、
以下のことに留意する必要がある。  
・ラフトの鉛直荷重負担率を可能な限り大きくする。つまり、構造物の沈下が許容値に
収まる範囲で、可能な限り杭の本数を減らすなどして、鉛直荷重は可能な限りラフト
で負担させる。  
・杭間隔は、可能な限り広く取る。同じ鉛直荷重を杭に負担させるのであれば、支持力
の小さい杭を多数打設するより、支持力の大きい杭を少本数打設する。  
・杭剛性が地盤剛性に比して大きくなると杭の荷重負担率が増加する。このことから、
同じ鉛直荷重を杭に負担させるのであれば、太く短い杭を打設するよりは細く長い杭
を打設する。  
・ラフト底面摩擦が十分発揮されるようにラフト底面直下の地盤の乱れを抑える。  
 
粘性土地盤における留意点は、ラフトと杭の鉛直荷重負担率が荷重－変位関係やラフト
と杭の水平荷重負担率に与える影響が小さい以外は、砂地盤の場合と同じである。しかし、
粘性土地盤の場合も粘性土の上に直接ラフトが置かれることはまれであり、図 5.25 に示す
ように、砂もしくは礫層を敷いた上に基礎が作成されるのが普通であると思われる。この
場合、ラフト底面摩擦の極限値は、ラフトと敷砂、敷き砂と粘性土（粘性土の非排水せん
断抵抗）のうちの小さい方で決まる。ラフトと敷砂の摩擦は、接地圧に依存するので、粘
性土の場合もラフトの鉛直荷重負担率を可能な限り大きくしておく方が良いといえる。  
また、パイルドラフト基礎では、ラフト底面摩擦の影響により、通常の杭基礎に比べ、
杭の位置による負担荷重の差が大きくなる。パイルドラフト基礎では杭間隔は一般に広く、
杭基礎であれば、単杭と扱っても良い場合も多いと考えられるが、このような場合でも、
ラフト底面摩擦の影響により、隅杭と中央杭では負担荷重に大きな差が生じることに注意
しておく必要がある。  
地盤条件や建物の荷重条件によっては、沈下量を許容値内に収めるため、ラフトの鉛直
荷重負担率をあまり大きくできない場合や、十分な杭間隔が確保できない場合もあるもの
と考えられる。これらの場合、杭頭をラフトに剛接合とすると、地震時に杭に生じる応力
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が過大となり、杭の補強が必要となってコストアップとなることも考えられる。この場合
の対策として図 5.26 のように杭頭とラフトの間に密な砂、砂礫層を設け、杭頭を非接合と
することが考えられる。水平力は全てラフト底面摩擦として地盤に伝達され、その一部が
杭に伝達されることになる。実験では杭頭とラフトの間に杭径の約 0.4 倍（150mm、模型
寸 5mm）と極薄い敷き砂層を設けたのみであるが、杭へ伝達される荷重は全荷重の 25％以
下に抑えられ、杭に生じる応力も他のケースに比べ小さく抑えられている。実験結果図 2.16
に示したように杭による水平耐力や水平剛性の増加はほとんど期待できないが、直接基礎
と同等であり、問題を生じる可能性は小さいといえる。杭頭を非接合とすることは、パイ
ルドラフト基礎の杭を、本来の目的である沈下を許容値内に収めることに限定し、水平力
はラフト底面摩擦で負担させるという機能分担を行うこととなり、合理的な設計の一手段
と考えられる。同様の考え方に基づいて設計された建物も現れ始めている 5.5)。ただし、ラ
フト底面と杭頭の間隔の違いにより杭に伝達される鉛直、水平荷重の変化については、未
だ検討事例も少ないことから、今後の研究を待つ必要がある。また、杭頭が非接合でも、
地盤中に杭基礎が存在することにより、上部構造の応答が変化するとする報告 5.6）もあり、
杭本数が多い場合などでは注意が必要である。  
 
 
図 5.25 粘性土層の上に敷砂を行う場合 
 
 
図 5.26 杭頭を非接合とした例 
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第６章 結論 
6.1 研究成果のまとめ 
 本論文では、これまで実設計に用いる簡便で精度の高い手法がなかった水平力を受ける
パイルドラフト基礎の挙動に関し、地盤の非線形性の考慮が行える実用的な評価手法を提
示した。  
評価手法の構築に際し、水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動を計測した事例が非
常に少なく、その挙動に関する情報が不足していたことから、基礎形式のみを変化させた
模型を用いて、遠心模型実験を実施し、水平力を受けるパイルドラフト基礎の荷重－変位
関係や杭とラフトとの荷重分担、杭の応力分布などの性状を把握した。また、ラフト基礎
や自立群杭の結果との比較を通じて、ラフトの接地による地盤条件の変化について考察を
行った（第２章）  
評価手法の構築の第１ステップとして、線形弾性地盤を対象とし、弾性論に基づく簡易
な評価手法を提示した。提案手法による結果と三次元有限要素法による解析結果を比較す
ることで、提案手法の妥当性を確認した。また、提案手法を用いて、パイルドラフト基礎
の杭に生じる変形、曲げモーメントを原因別に分割し、ラフト底面摩擦が杭の変形、応力
分布に与える影響が大きいことを示した。また、杭本数、杭間隔などについてパラメトリ
ックスタディーを実施した。（第３章）  
上記の弾性解析手法をもとに、地盤の非線形性、ラフトの接地効果、曲げモーメントに
よるラフトの回転などの考慮方法を示し、これらを組み込むことで水平力を受けるパイル
ドラフト基礎の実用的な評価手法を提示した。解析結果と遠心模型実験の結果とを比較す
ることで、提案手法の妥当性を確認した。（第４章）  
提案した解析手法を用いて、ラフトと杭の鉛直荷重負担率、杭間隔、杭本数、地盤種別
などの種々の条件が、パイルドラフト基礎の水平抵抗に与える影響の多寡についてパラメ
トリックスタディーを実施した。結果を基に、実設計における設計上の留意点をまとめた。
（第５章）  
 
本研究をとおして得られた結論を要約して以下に示す。  
 
〈遠心模型実験結果に基づいて得られた結論〉  
1)密な砂地盤上に設置された杭頭をラフトに剛接したパイルドラフト基礎の荷重－変位関
係は、同じ上部構造を有するラフト基礎、自立群杭基礎のいずれよりも極限耐力、水平
剛性とも大きなものとなった。一方、杭頭を非接合としたパイルドラフト基礎の荷重－
変位関係は、杭のないラフト基礎とほぼ同じ傾向を示した。  
2)杭頭を剛接したパイルドラフト基礎のラフト底面摩擦と杭との水平荷重の負担割合は、
載荷初期の荷重が小さい段階ではラフト底面摩擦が 80％程度とその大部分を負担する
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が、載荷重が大きくなるに従って杭の負担割合が増加し、実験終了時には、杭の負担率
がラフトの負担率を上回る結果となった。  
3)杭頭を剛接したパイルドラフト基礎の杭負担荷重は、同一変位におけるラフトが接地し
ない自立群杭の荷重よりも大きい。ラフトの接地により杭周辺地盤の剛性増加が生じて
いるものと考えられる。  
4)杭頭を剛接したパイルドラフト基礎では、ラフト底面摩擦が水平力の一部を負担するた
め、杭の負担荷重が小さくなる。このため、同じ荷重を受ける自立群杭基礎に比べ、杭
に生じる応力は、遙かに小さなものとなる。  
5)杭間隔が杭径の 6 倍と広いため、自立群杭では、各杭が分担する水平荷重に大きな違い
は見られなかったのに対し、パイルドラフト基礎中の各杭が分担する水平荷重は、杭位
置により大きく異なった。載荷初期には、前後列の杭に比して中列の杭の負担割合が半
分以下と小さい。載荷荷重の増加に伴い両者の差は縮まるが、後列杭の荷重負担率が低
下し続けるのに対し、前列杭の荷重負担率は、一旦減少した後、再び増加するという特
異な傾向を示した。  
6)杭頭を非接合としたパイルドラフト基礎の荷重－変位関係は、杭のないラフト基礎とほ
ぼ同じ形状となった。今回の実験では杭に伝達される水平荷重は、載荷荷重の 25％程度
までであり、ラフト底面摩擦が極限に達した後は比率が減少した。  
7)振動実験では、ラフトが接地する３ケースの応答波形は似た形状となったが、自立群杭
のみ他のケースよりラフト部の応答が大きく、逆にフロア部の応答が小さいという別の
振動特性を示した。このことから、底面摩擦が極限に達するまでの荷重に対するパイル
ドラフトの応答特性は、自立群杭よりもラフト基礎に近いものといえる。  
 
〈弾性解析手法において得られた結論〉  
8)線形弾性地盤を対象として、杭－地盤－ラフトの相互作用を考慮できる水平力を受ける
パイルドラフト基礎の簡便な解析手法を提案した  
9)提案手法と三次元有限要素法による解析結果との比較により、提案手法によって杭とラ
フトの荷重分担や杭応力を適切に表すことが可能であることを確認した。  
10)提案手法は、弾性解析法であり、重ね合わせの理論が適用できることから、パイルドラ
フト基礎の杭に生じる変形、応力に対する要因別の影響度を求めた。主な結果は以下の
とおりである。  
・杭頭曲げモーメントには当該杭のせん断力に起因する分が最も大きく寄与するが、ラ
フト底面摩擦によっても杭頭曲げモーメントの 1/4 程度が生じる。このことから、パ
イルドラフトの杭基礎応力を、相互作用を考慮せず、単に杭が負担する水平荷重のみ
から求めると、杭頭に生じる曲げモーメントを過小評価する可能性があり、ラフトや
他杭からの相互作用を適切に評価する必要がある。  
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・ラフト底面摩擦が杭に与える影響は、ラフト中央に位置する杭ほど大きく、逆に隅へ
行くほど小さい。このため、杭間隔が広くても、杭位置による負担せん断力の差は、
ラフトが接地しない自立群杭よりも大きくなる。  
11)提案手法を用いて杭本数、杭間隔、地盤剛性の違いによる杭の水平荷重負担率の変化に
ついて検討した結果は、杭間隔が狭いほど、地盤剛性が小さいほど杭の荷重負担率が増
加する。杭本数に関しては、杭１本当たりのラフト面積が等しければ、杭の水平荷重負
担率に大きな影響はないことを確認した。  
 
〈非線形解析手法において得られた結論〉  
12)弾性地盤における解析手法をもとに、地盤の非線形性、ラフトの接地効果、曲げモーメ
ントによるラフトの回転等を考慮する拡張手法を提案し、これらを組み込むことで水平
力を受けるパイルドラフト基礎の実用的な評価手法を提示した。  
13)提案手法と遠心模型実験結果とを比較した結果、提案手法によって杭とラフトの荷重分
担や杭応力を適切に表すことが可能であることを確認した。  
14)実験との比較から、ラフト－地盤－杭間の応力に関する相互作用を考慮するのに加え、
ラフトの接地による２つの効果、接地圧による地盤剛性の増加、およびラフトによる地
表面鉛直変位の拘束による杭の極限地盤反力の増加を考慮することが、基礎の変位や杭
頭の曲げモーメントを適切に評価するために重要であることを確認した。  
 
〈パラメトリックスタディーにおいて得られた結論〉  
15)パラメトリックスタディーの結果、パイルドラフト基礎の水平抵抗に対し、影響の大き
い要因として、杭間隔、杭と地盤の剛性比、地盤種別であることを確認した。また、砂
地盤においては、ラフトと杭の鉛直荷重負担率が水平挙動に対しても大きく影響するこ
とを確認した。  
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6.2 今後の課題 
 今後の課題としては以下のことが挙げられる。  
〈モデル化についての課題〉  
1)本論文で提案した解析手法は、実設計で利用することを目的として、精度の確保ととも
に、計算時間が短いなど簡便に扱えることに主眼をおいた。このため、いくつかの仮定
を行っている。このうち、地盤剛性は、ラフト中央部における値を代表値として、水平
方向に層状に分布する地盤として扱っている。しかし、実際はラフト中央部と端部では、
地盤の非線形化の程度は異なり、これを考慮に入れることで荷重－変位関係に差が生じ
ることも考えられる。地盤剛性の３次元的な分布の影響は、非線形 FEM 解析などとの比
較によりその影響の程度を今後検討していく必要がある。  
2)本論文で提案した手法は、ラフトを剛基礎、杭を弾性体として扱っている。既往の研究
で、ラフトの剛性が水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動に与える影響は小さいと
の報告もあるが、ラフトの剛性がかなり小さく、杭頭の拘束が弱い場合には、杭の応力
状態が提案手法とは異なってくる可能性があり、ラフトを有限要素化することも必要で
ある。杭が降伏した後の挙動については、本手法と同様の手法で杭の非線形性の考慮を
追加した解析した事例があり、実験結果を良く表現できたとする報告 6.1）があるが、大
地震時において杭の降伏を許容する設計に対応するためにも、今後取り組む必要がある。 
3)本解析法は、水平載荷に限って提案したが、水平荷重によるラフトの沈下など鉛直変位
も生じる可能性がある。水平載荷時の沈下については、摩擦杭基礎などの設計において
も考慮されることは稀であり、その評価の必要性の検討を含め今後の課題とする。  
 
〈繰り返し載荷、動的載荷についての課題〉  
4)２章でも触れたが、振動実験では、端部の杭で曲げモーメントがシフトする現象が見ら
れた。これは、慣性力と地盤変位の位相差や、除荷時に杭剛性により変位が元に戻ろう
とすることをラフト底面摩擦が抑止することにより、杭とラフト底面摩擦で逆方向の荷
重が生じることなどに起因すると考えられる。繰り返し載荷を行った既往の実験 6.2） ,6 .3 )
では、荷重－変位関係はループを描くものの、そのスケルトンカーブが、大きく変化す
るような現象は見られない。繰り返し載荷時の杭の曲げモーメントのシフトについては、
現象の再現性も含めて原因について今後研究していく必要がある。  
5)本論文で提案した手法は、静的な解析に基づいており、地震時に構造物と地盤とで振動
性状が異なる影響などは考慮できない。このような現象を評価するためには簡易な動的
解析法が必要となる。  
6)地震時の地盤変位による地盤剛性の変化により、地震時には杭とラフトの鉛直荷重負担
率も厳密には常時とは異なった値となる可能性がある。地震時の杭周面摩擦抵抗の変化
などについては、通常の杭基礎でも考慮することはほとんどないため、まだ未解明の点
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も多く、今後実験や解析により検証する必要がある。  
 
〈杭頭接合状態についての課題〉  
7)杭頭非接合を非接合とすることで、地震時にパイルドラフト基礎の杭に生じる応力を大
幅に抑えられる可能性について記した。しかし、ラフトと杭頭の間に設ける地盤の層厚、
剛性により、杭に伝達される鉛直、水平荷重の大きさ、不同沈下の抑制効果などは異な
るものと考えられ、応力の伝達の仕方を含め、その評価法は今後の検討していく必要が
ある。  
 
以上、述べた他、水平力を受けるパイルドラフト基礎の挙動に関しては、実測事例もま
だ少ない状態であり、種々の地盤条件における計測事例を増やすことが、設計手法の精度
を上げていくうえで必要である。  
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